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はじめに

１９９７年１月に発生した、ロシア船籍のタンカー、ナホトカ号による重油流出事故は、野生生

物や社会・経済活動にさまざまな被害を及ぼしました。この事故は、大規模な流出油災害がもたら

す被害の大きさを私たちに知らしめるとともに、このような災害にどう対処すべきか、どのような

体制を備えておくべきなのかという問題を私たちに提起しました。

日本では過去にも大規模な油流出事故を経験し、油を原因とする海洋汚染は毎年数多く発生し、

１９９８年には３８８件発生（海上保安庁発表）しています。こうした中で徐々に体制が整いつつ

はありますが、まだまだ改善していかなくてはならない点が多くあります。

また、油が流出した際に必要とされることは、油の回収だけでなく、流出油から生態系・野生生

物を守り、事故による被害調査を行なうことも重要です。

ナホトカ号事故後、この事故対策に関する問題点を探り、提言書を作成・発表した団体や、野生

生物保護にかかわってきた団体等、関連する合計１０団体が「日本環境災害情報センター（JEDIC）

設立準備会」を１９９７年７月１８日に立ち上げました。ＪＥＤＩＣとは、流出油災害等の環境災害か

ら、生態系・野生生物を守ることを目的とするＮＧＯです。

ＪＥＤＩＣ設立準備会では、ＪＥＤＩＣ設立に向けてのネットワーク構築、関連情報の収集、知識の普

及のため、これまで関連団体訪問、学習会、ボランティア講習会等の活動を行ってきましたが、中

でも最も中心となるのが、ほぼ毎月開催している学習会です。流出油災害に関するさまざまなテー

マについて専門家の方々にお話し頂き、既に１９回（２０００年４月現在）の学習会を開催しまし

た。

巻末の「付録１日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会活動年表」にあるように、流

出油対策や野生生物の保護などテーマも多岐にわたり、自然保護関係のＮＧＯ､海事関係団体､企業、

行政等、さまざまな方々にご参加頂いており、貴重な交流の場となっています。また、これまで学

習会を開催してこられましたのも、快く講演をお引き受け下さり、貴重なお話を頂きました講師の

方々のおかげです。心よりお礼申し上げます。

この「流出油災害から何を学ぶか？日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会活動記録

集」は、第１回から第１５回までの学習会の講師の方々に、学習会でお話し頂いたテーマに最新情

報も交えてご寄稿頂いた他、ＪＥＤｌＣ設立準備会主催の講習会や関連するシンポジウムの記録も掲載

しました。お忙しい中ご寄稿頂きました執筆者の方々にはあらためてお礼申し上げます。

また、付録として関連団体リストと関連資料リストも掲載しましたのでご利用下さい。本書が流

出油対策に関心を持たれる方々にとって、少しでもお役に立てれば幸いです。

なお、本書発行にあたり、ＪＥＤｌＣ設立準備会の参加団体でもある、地球環境パートナーシッププ

ラザ（国連大学と環境庁の共同事業）が編集協力を行ない、小林洋子が編集作業を担当しました。

ＪＥＤＩＣ設立準備会では、ＪＥＤＩＣの正式発足を２０００年５月中に予定しています。今後とも、

皆様のご支援をよろしくお願い致します。

ＪＥＤＩＣ設立準備会一同
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Inl997Japanexperiencedtwolargeoilspills・ARussiantankeEMJﾙﾉ7od1hJ
causedthefirst,ｏｎ２ＪａｎｕａＩｙｌ９９７ｉｎｔｈｅＳｅａｏｆＪａｐａｎａndaPanamaniantankeI;Ｄｊα"7o"ｄ
Ｇ”cecausedtheother,ｏｎ２Ｊｕｌｙｌ９９７ｉｎｔｈｅＴｏｋｙｏＢａｙ．

About6,000kilolitersoffileloilreleasedfi｢omMWI力o‘ZAzIpollutedthecoastofnine
Japaneseprefectures・ThiswasoneoftheworstoilspilldisastersinJapanandthe
ensuingdisastershowedthelackofasystemfbrquickresponsebytheauthorities・Aside
firomgovemmentoIganizations,numerousNGOsalsoworkedhardinthecleanupthat
fbllowedandintheorganizationofvolunteersandtherescueofoiledbirds、One
importantaspectthatthedisasterbroughttothesurfacewasthevitalroleofNGOs，in
respondingtodisastersofthisscale・Afterthespill,fiveNGOsandtheGlobal
EnvironmentlnfbrmationCentre(GEＩＣ‐ajointinitiativeoftheUnitedNationsUniversity
andtheEnvironmentAgencyofJapan)undertookastudyofthespilltounderstandwhat
happenedanddeterminewhatwasneededfbrbettermanagementoffiltureoilspills・The
resultofthestudywaspresenteｄａｔＧＥＩＣｏｎ２２Ａｐril,EarthDayl997．

On2Julyl997anoilspillfiFomthetankerD/α〃o"dGmceoccurredintheTokyo
Bay・ＮＧＯｓａｎｄＧＥＩＣｈａｄａｎｅｍｅｒｇｅｎｃｙｍｅｅｔｉngonthenightofthespilltodiscusshow
tocopewiththedisastereffbctively・Themeetingalsodecidedontheestablishmentofthe
network,“TokyoBayOilSpillDisasterNetwork''・Ｔｈenetworkconductedinfbrmation
disseminationonthespillandsurveysontheimpactsonwildbirds．

AftertheD/α〃o"ＪＧﾉnceSpill,ｎｉｎｅＮＧＯｓａｎｄＧＥＩＣｅｓｔａｂｌｉｓｈｅｄ“thePreparatory
CommitteefbrJapa､EnvironmentalDisasterlnfbrmationCenter(JEDIC)"onl8Julyl997・
ThiscommitteewasanetworkconvenedtopreparefbrtheestablishmentｏｆＪＥＤＩＣ,ｗｈｉｃｈ
ｗａｓｃｏｎｃｅｉｖｅｄｔｏｂｅＮＧＯ,ｗｈｉｃｈｗｏｕｌｄｗｏｒｋｏｎｗｉldlifbandecosystemconservationafier
oilspillsandotherenvironmentaldisasters,Thecommitteewascomposedofthefbllowing
organizations(inalphabeticalorder)：

｢流出油災害から何を学ぶか？ｊ日本環境災害傭報センター(JEDIC)設立準備会
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GlobalEnvironmentlnfbrmationCentre(GEIC）

JapanAlcidSociety
JapanAssociationofMarineSafety(JAMSノ
JapanEcologyFoundation(JEF）
JapanEnvironmentalActionNetwork(JEAN）
JapaneseSocietyfbrPreservationofBirds(JSPB）
DepartmentofCommunityServices,theNipponFoundation
WildBirdSocietyofJapan(WBSJ）
WildlifbRescueVeterinaIianAssociationofJapan(WRV）
WOrldWideFundfbrNatureJapan(WWFJapan）

2.ActivitiesofthePreparatoIyCommitteefbrJEDIC

Sinceitsinception,theJEDICpreparatorycommitteehasbeennegotiatingwith
pertinentorganizationsandgovemmentministriesinordertoestablishJEDICAsidefirom
this,thecommitteealsohasbeenorganizingmonthlyseminarsonoilspillstoenhance
publicawareness,increaseitseffectivenessinresponsetooilspillsandtoexpandits
networkAsofApril2000,l9seminarshavebeenorganizedVarioussectorsinJapan
suchasNGOs,shippingandoilindustryrepresentatives,academics,localgovemmentsand
govemmentministriesincludingtheMaritimeSafetyAgencyandtheEnvironmentAgency
haveparticipatedintheseseminars・Inaddition,aTrainingWOrkshoponNaturalDisaster
RiskAssessment(NRDA)washeldinChibaPrefectureon250ctoberl998．

Buildingontheseactivities,theestablishmentofJEDICasafilll-fledged
organizationinMay2000isexpectedWhenoilspillsoccurJEDICwouldworkfbr
researchanddisseminationonthespillsfbrwildlifもandecosystemconservationinclose
cooperationwithotherorganizationsfbrmaritimesafetyandfbrwildlifeconservation
JEDICwouldalsoconductNRDAsaftersuchspills・During“ordinarytime，',JEDIC
wouldorganizeseminarsandtrainingworkshops．

ThepreparatorycommitteehasnotbeenfbcusingonlyonJapan､Ithasbeen
studyingUSlawsandSystems,especiallyaftertheExxo〃肋ﾉﾋたzOilSpillinl989andis
nowconsideredtohaveamoreadvancedsystemfbroilspillresponsecomparedtoJapan
AtthelOthseminarheldinJanuaryl999,DKBruceWright6ｏｍｔｈｅＵＳＮＯＡＡｇａｖｅａ
ｌｅｃｔｕｒｅｏｎｔｈｅｉｒrestorationprogrammeexpenenceaftertheExxo〃陥此左zoilspill・Atthe
l2thseminarinAprill999,withthecooperationoftheFriendsoftheEarthJapan，
Ｍｒ・DavidGordon,PacificEnvironmentandResourcesＣｅｎｔｅＥｏｆｔｈｅＵＳａｎｄＭｒ,Dmitry
Lisitsyin,SakhaIinEnvironmentWatch,fiomRussia,gavelecturesontheoilfields
developmentinSakhalinandtheirenvironmentalimpacts．

Thisreportiscomposedofthreechapters､ChapterlcoversthediffeI･entactivities
ofthePreparatoryCommitteefbrJEDICChapter2containsthecontributionsfiFomthe
speakersofthel5seminarsolganizedbytheJEDICpreparatorycommittee､Chapter3
coversexplanationsonsymposiaandworkshopsrelatedtotheactivitiesofthepreparatory
committee、Thereportwouldexplainthecurrentsystemsandproblemsoftheoilspill
responseinJapanfiromvanousSector，sviewpoint、InparticulaEthethreearticlesonthe
EXxo〃随ﾉﾋﾉﾋｸzoilspillandtheUSsystemwouldhelpthereadersunderstandattheleast，
whatwouldbeneededfbramanagedoilspillresponse．

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター(JEDIC)設立準備会
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第１章

日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会について

第１章

日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会について

JEDIC設立準備会発足までの経緯、

資料として、巻末に活動年表を掲載。

設立目的、活動内容、参加団体を説明。付録

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター(JEDIC)設立準備会
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１日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会について

JEDIC設立準備会

１日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会について

JEDIC設立準備会

１．ＪＥＤＩＣ設立準備会とは－これまでの経緯

第１期ナホトカ号事故に対する「市民からの提言」を発表（1997年４月２２日）

１９９７年１月２日に発生したナホトカ号重油流出事故に取り組んだＮＧＯが呼びかけ、地球環

境パートナーシッププラザ（ＧＥIC）の支援により、ナホトカ号事故への対応に対する市民から見

た問題点と提言をまとめ、「環境災害の危機管理～ナホトカ号重油流出事故に学ぶ～（市民からの

提言)」を作成した。同提言書は１９９７年４月２２日にＧＥＩＣで発表を行なった。この発表会で

は、現地で実際に油の回収を経験したボランティアにも発言をお願いした。

なお、この提言書は当会のホームページ上で公開している。

提言書作成団体：

発行：地球環境パートナーシッププラザ（ＧＥIC）

協力：クリーンアップ全国事務局（JEAN)、ジャパンエコロジーセンター、（財）世界自然保護

基金日本委員会（ＷＷＦＪａｐａｎ)、（財）日本野鳥の会、油汚染海鳥被害委員会（ＯＢIC)、環境パ
ートナーシップオフィス(EPO）

第２期東京湾油災害ネットワークを結成（1997年７月２日）

その後、提言書の中で指摘したように、情報センターの設立やボランティアのコーデイネート

などを実現する方法等について引き続き検討をおこなっていた。そうした中で、同年７月２日に

ダイヤモンド･グレース号による原油流出事故が東京湾で発生した｡まとまった対策をとるため、

同日夕方にはＧＥＩＣに上記提言書を作成したＮＧＯ等の関係者が集まり、ただちに「東京湾油災害

ネットワーク」を結成した。鳥類を中心とした野生生物への影響調査やボランティアの必要の有

無に関する情報等の発信を行なった。２回の会合を行ない、事故の規模が当初予測されたほどは

大きくなかったこと、環境への影響も当面は大きいとは思われなかったことから、７月９日には

ネットワークを解散した。

第３期日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会発足・活動開始（1997年７月１８日）

ダイヤモンド・グレース号事故後、流出油災害等の環境災害に対処する情報センター設立の必

要を痛感した関係団体は、「日本環境災害情報センター」（JapanEnvironmentalDisaster
lnfbrmationCenter,JEDIC)の設立に向けて活動を開始することに同意し、同年７月１８日に

JEDIC設立準備会の発足を、環境庁記者クラブで発表した。当面は専任の職員は置かずに、準備

会の構成団体による企画会議で運営している。

２０００年５月中に正式発足を目指している。

２．ＪＥＤＩＣ設立準備会の目的と活動

ＪＥＤＩＣ設立準備会は、日本環境災害情報センター(JEDIC)の設立を目指している｡ＪＥＤＩＣは、

流出油災害等の環境災害から生態系及び野生生物を守ることを活動の目的とするＮＧＯである。災

害発生時には、関係諸機関と連携し、生態系を守るためのさまざまな活動や自然損害アセスメン

ト(ＮRDA)も行う。平時には、セミナーの開催、ボランティアトレーニング等環境災害についての

知識の普及、関連資料やデータの収集、関連団体とのネットワーキングを目指している。

ＪＥＤＩＣ設立準備会は、ＪＥＤＩＣ設立に向けてのネットワーク構築、関連情報の収集、知識の普及

のため、これまで関連団体訪問、学習会、ボランティア講習会等の活動を行ってきた。その中で

も最も中心となるのが、ほぼ毎月開催している学習会である。

学習会の目的は、知識の普及のみならず、ＮＧＯ、行政、産業界の間での情報と人の交流である。月

１回をめどに連続学習会を一般公開して開催し、広く参加を呼びかけている。参加者も徐々に増

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター(JEDIC)設立準備会
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１日本環境災害情報センター（JEDlC）設立準備会について
JEDIC設立準備会

え、様々 な分野、団体の方々 にご参加頂いている。既に１９回（２０００年４月現在）の学習会
を開催し、専門家の方々 にお話し頂いた。テーマは野生生物保護や流出油処理対策など多岐にわ
たり、海事関係者や自然保護関係者など多分野の参加者の交流の場となっている。学習会の際に
は毎回質疑・応答の時間を設け、意見交換の場ともなっている。

また学習会の他には、流出油事故発生時の海岸調査ボランティア養成のための講習会も開催し、
第一回講習会を１９９８年１０月２５日に千葉県習志野市谷津干潟自然観察センタにて開催した。
（詳細は「３－３千葉県海岸調査ボランティア講習会｣）第二回目はワークショップ形式で、「自

然資源損害アセスメントワークショップ～東京湾周辺地域油汚染事故発生時に備えて～」を２０
００年３月１１日に、千葉県習志野市行徳野鳥観察舎にて開催した。

学習会等のこれまでの活動については巻末の「付録１日本環境災害情報センター（JEDIC）
設立準備会活動年表」にまとめた通りである。

また、希望者には学習会の案内をファックスもしくはＥメールで送付している。（学習会案内送
信申し込みは、当会事務局まで。連絡先は奥付に記載｡）

３．ＪＥＤＩＣ設立準備会の構成団体

ＪＥＤＩＣ設立準備会に参加している団体は、クリーンアップ全国事務局（JEAN)、（財）世界自

然保護基金日本委員会（ＷＷＦＪａｐａｎ)、地球環境パートナーシッププラザ（ＧＥIC)、日本ウミス
ズメ類研究会、（社）日本海難防止協会、（財）日本環境財団、日本財団ボランティア支援部、（財）
日本鳥類保護連盟、（財）日本野鳥の会、（NPO）野生動物救護獣医師協会（WRV）の計１０団体
である。（５０音順）

＜JEDlC設立準備会に参加している団体によるネットワーク活動の紹介＞

油流出事故による鳥類及び生態系の被害についてのメーリングリスト「oil-bird」

このメーリングリストの目的は、油汚染による海鳥を中心とした野生生物への被害対策
に取り組む個人や団体の間で情報を共有することです。１９９７年１月のナホトカ号重油
流出事故の際に、この事故で被害を受けた鳥類の救護と被害調査に携わる民・官の人々の
連絡のために設けられました。

（この「oil･bird」は、「oil」が１９９９年４月１４日に名称変更したメーリングリストで
す｡）

＜お願い＞

１．当メーリングリストは、「顔の見えるコミュニケーション」を基本にしています。加入
するには、まず自己紹介のメールを送ってください。〈アドレス、ご氏名、ご所属、ひとこ
と自己紹介＞の順でお送りください。

2．このメーリングリストは行動のためのものです。みなさんの積極的な情報提供をお願い

します。

3．メールの内容によっては、発言者に無断でマスコミへの公表や登録者以外への転送をす

ると、差し支えのある場合があります。公表、メールやホームページヘの転送は、念のた
め確認をとってから行ってください。

加入などについてのお問い合わせは、下記のメーリングリスト管理人までどうぞ。
(財）日本野鳥の会自然保護センター副所長古南幸弘

E-mail：XLGO5570＠n血ynejI）
ＴＥＬ：０３－５３５８－３５１８ＦＡＸ：０３－５３５８－３６０８

〒151-0061束京都渋谷区初台ｌ－４７－ｌ小田急西新宿ビル１階

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター(JEDIC)設立準備会
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流出油災害に対する取り組み：第１回～１５回学習会より

第２章

流出油災害に対する取り組み：第１回～１５回学習会より

ＪＥＤＩＣ設立準備会では、２０００年４月までに１９回の流出油災害に関する学習会を開催した。本

記録集の作成にあたり、第１回から第１５回学習会の講師の方々に、ご講演頂いたテーマで、最新情

報も含めてご執筆頂いた。

なお、掲載の順序は、学習会順ではなく、執筆者の所属セクターごとに分類分けを行ない、「海事

専門家」、「民間海事・石油関係団体」、「市民団体」、「学識者」、 ｢行政機関」、「海外事例」

の順で掲載した。 （「目次」を参照。）

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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２－１ナホトカ号事故への海上災害防止センターの対応

海上災害防止センター防災部長佐々木邦昭

２－１ナホトカ号事故への海上災害防止センターの対応

海上災害防止センター

防災部長佐々木邦昭

１．事故と対応の概要

平成９年正月２日未明、ロシアのタンカーNAKHODKA（１３，１７５ＧＴ、以下Ｎ号と呼ぶ）は、

大嵐の日本海を航行中、突然船体が折れ、船尾部は沈没、船首部は５日間漂流の後、福井県三国町地

先海岸に漂着した。

この海難に伴い、切断部付近タンクのＣ重油約６，２３０kｌが流出、数日から十数日の間、時化の

日本海を漂流、風化して島根から秋田までの９府県の海岸に打ち寄せた。

更に、三国町に漂着した船首部にも大量の油が残っていて流出が続いた。

これら油の回収のため、述べ１００万を越す人々が全国から長い海岸に集まり、様々な機械との組

み合わせにより、殆どの油をごみと共に回収し、Ｐit、ドラム缶等に集め、その量は４万トン(ドラム

２２万缶)を超えて近くの港に集積された。

そして、延べ６５隻の船舶等により全国１８箇所の廃棄物処理場に搬出された。しかし、程なく処

理場は飽和状態となり６月中旬まで搬出作業は中断を繰り返し、処理場での焼却は最終的に平成１１年７

月まで続いた。

また、船首部に残る大量の油を回収するために作られた仮設道路は、目的を果たした後撤去され、

この一連の作業は、平成１１年３月まで続いた。

海上災害防止センターは、１月５日、Ｎ号船主（船主代理人）から委託（２号業務）を受け、流出

油の回収から最終処分までの業務について、現地と本部で対応した。

２．海上災害防止センターの行った初期の対応

センターでは、大規模なタンカー事故が発生した場合の対応について、平時から前例や訓練、外国

の事例を検討し秘策を暖めていた。

そのような中で、実際にＮ号の事故が発生したため、１月５日以降、この具体化のため関係先と緊

急の折衝に当った。その内容は、洋上回収及び漂着油の再流出の防止に成果を上げるために有効な船

舶、強力吸引車等の車両の確保と運用、Ｐｉｔの建設や回収された油の管理、受け入れ処理施設の確保

とそこへの搬出、これらに付随する様々な手続きであり、船首部の漂着した１月７日、福井港（三国

町）にある福井埠頭(株)内に現地対策本部を設置、これら初期の対応を始めた。

この本部の任務は、緊急の手配、調整であったが、外部からの悲鳴のような様々な問い合わせ、

PRESS等からの執勘な問い合わせ（殆どが不要不急なものに思えた）もあって、電話回線は発信専

用も含めパンク状態が続いた。

ここには、保険代理人（サーベーヤー）、サルベージ、強力吸引車、処理、資機材等各分野に経験

豊富な専門家、そして海上保安庁、福井県の担当者も集まり、この組織は効率良く機能し、日々仲間

意識が固まっていった。当時を振り返ってみると

（１）１月５日

新聞情報から「海難により流出したＣ重油、３，２００kl」「この油は風化すると約１万ｋlになり

日本海沿岸のどこかに漂着する、これは大変な事件になった」と正月休みの帰省先で判断、これの回

収のため、午前中にサルベージ会社を通じて複数の回収船(ガット船)の手配を行う。この日、１７１０，

２号業務契約なる。

（２）１月６日

早朝、職員２名舞鶴、１名は金沢へ、サルベージ会社等にガット船数隻の手配催促、荒天のため、

流出油の位置関係不明。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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２－１ナホトカ号事故への海上災害防止センターの対応

海上災害防止センター防災部長佐々木邦昭

（３）１月７日

新潟の会社に強力吸引車の手配を行う。船首部が三国に漂着、前面の海岸に大量の油が打ち寄せた
ため、三国の職員を増強し、金沢とともに２名体制を取る。ガット船による洋上回収、強力吸引車に
よる沿岸部回収、三国地区にＰitを作成する等２号業務の戦略を海上保安庁等に説明。
（４）１月８日

福井県、三国町に２号業務の内容を説明し炉協力を依頼。特にＰitの作成について、県消防防災課
にお願いし、徹夜で作業して貰い、これは９日朝完成した。（第１Ｐit)。ガット船寿号の手配。この日
午後から今年初めて海上模様平穏、洋上作業可能となるが船の手配間に合わなかった。
（５）１月９日

今年初めての海上平穏となり、１３日までべタ凪となる。午前１０時、Ｐit(２，７００，３)完成し、
本格的な強力吸引車による回収、投入始まる。この日５０台により１２５kｌ投入された。現場とＰｉｔ
の間の道路は警察による交通規制が行われた。

船首部付近で採取した油に対し油処理剤３種類による乳化テストを実施したが、海水温８℃、気温
４℃、油・薬剤比1対１の条件下で効果がなく。使用しないことを決定し、関係者に周知。
加賀市の砂浜に、昨夜から大規模な漂着、早朝から重機による回収が行なわれる。
（６）１月１０日

強力吸引車、各種ポンプ、コンクリートポンプ車の活躍本格化。

三国地区の回収の見込みがたった。

（７）１月１１日

強力吸引車は稼動３日目、６０台により第１Ｐitへ４５０ｋl搬出、３日間の合計１６２台９２５ｋl・
石川県金沢沖での寿号による油回収段取り。

午後、金沢の県庁での緊急会議等に出席、知事等に基本的事項の説明を行う。更に洋上回収につい
て県側の協力を依頼。

（８）１月１２日

寿号と石川県調査船白山丸により、金沢沖合いの油塊群に対してオイルフェンスをＪ字型に展張、
バケットグラブによる回収を試みる。

（９）１月１３日

前日同様､三国地区沿岸の油塊はほぼなくなった｡Ｐitへは強力吸引車合計３１２台により、１，９００ｋｌ

投入された。寿号は前日分を合わせ４８０ｋl洋上回収。

（lO）１月１４日

午後から強風となり午前で海上作業中止。珠洲市に油塊漂着始まり、三国から人、強力吸引車、フ
ァスタンク等を送り込む。金沢沖では鳴門丸により、回収装置による洋上回収が行なわれる。

海上保安庁長官から船首部の残油抜き取りを目的とする１号業務の指示を受ける。

（１１）１月１５日

荒天のため殆どの作業は中止となる。夜から風止まる。金沢港のＰit完成する。

（12）１月１６日

海上平穏、大型オイルフエンスを活用する洋上回収を金沢沖で行う準備。ガット船第３８勝丸は能
登西海上で回収に従事､しかし油塊みつからず｡三国でＰit油を受け入れ中の寿丸に積込を中止させ、

能登沖合いの洋上回収に向かわせる。

３．経験から学ぶこと

漂着が広範囲に及び甚大な被害を与えた今回の災害を振り返るとき、初期対応がもう少ししっかり

していれば、１月９日から海上模様が平穏になった同１３日までの内に、数千キロリットル単位の油
を洋上で回収し、全体の漂着量も抑えることができた。

なぜ、それができなかったか？このポイントは、重要な問題を含んでいる

少なくとも、我々は与えられた極限状態の中で、ベストを尽くしたと思っている。

過去の経験を生かした初期の判断と手配、その実行、そして、新しいアイデアで素晴らしい成果を

揚げたもの、あと少しの所で駄目だったもの、不運としか言いようのないものもあったが、何れも担

当した仲間の姿勢は、積極的・限界に挑戦した勇気に満ちたものであった。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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２－１ナホトカ号事故への海上災害防止センターの対応

海上災害防止センター防災部長佐々木邦昭

しかし、我々には違った姿勢の人々も随分と目に写った。

防除活動を、何の為、何故行うのか、本当に必要なことに集中し無駄なことはしない、基本的なこ

とをよく理解しておく。これらのソフトは､災害が発生してからでは遅く、常日頃から担当者の者は、
心掛けておかなければならない。

Ｎ号の場合、ハードは十分あったものの、ソフトの欠如が被害と費用の拡大を招いた面があまりに
大きい。

また、防除作業を行うと日々 お金が必要で、これは直接作業を行う会社が立て替える形で行なわれ
ているが、数千万円、数億円にもなったところもある。

２号業務の契約として、確定金額は査定の後でなければ分からない、しかも何時払えるか確約がで
きない旨説明をすると、玄関で怒って帰った会社も少なくなかった。

国際油濁基金からの支払を前面に出しての体制は、現代社会では通用しづらい無理な面がある。そ
れで､今回は国が取り敢えず９０億円の立て替えをし､これを仮払いの形で関係会社に請求額の数拾％
をセンターの査定の中で支払することができた。

Ｎ号の現場作業は､全体から見るとほぼ終わっているように見えるが､これで終わったのではなく、

この激しい経験を正確に記録し、現社会次の世代に伝える大切な何かが残っている。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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２－２海難事故に伴う海洋油濁災害と日本海難防止協会の役割

社団法人日本海難防止協会主任研究員大貫伸

2－２海難事故に伴う海洋油濁災害と日本海難防止協会の役割

社団法人日本海難防止協会

主任研究員大貫伸

はじめに

日本海難防止協会は、今から４２年前の昭和３３年、世界初の民間の海難防止団体として設立され

た。運輸省及び海上保安庁の監督・指導・協力のもと、海運、水産、保険等の各団体・会社からの会

費収入のほか、日本財団によるモータボート競走の公益資金等の補助金・助成金によって運営され、

船舶、海洋等にかかわる数々の事業を実施している。

当協会の事業は４つの大きな柱から成る。すなわち、①海難防止に関する調査研究事業、②海洋汚

染防止に関する調査研究事業、③海難及び海洋汚染防止に関する規則等の周知、海洋思想の普及等を

目的としたセミナー・イベント実施等の広報活動、④海事関係の国際会議への政府アドバイザーとし

ての参加、海事分野の国際協力事業への参加等の国際活動である。

そのうち「海洋汚染防止に関する調査研究」については、主要なテーマだけで７項目ある。すなわ

ち、①船舶からの油による海洋汚染の防止に関する調査研究、②船舶からの有害液体物質による海洋

汚染の防止に関する調査研究、③船舶乗組員の日常生活に伴い発生する、もしくは船舶の運航活動に

伴い発生する廃棄物による海洋汚染の防止に関する調査研究、④船舶から排出される尿尿、生活排水

による海洋汚染の防止に関する調査研究、⑤船舶のエンジン、ボイラーから排出される窒素酸化物、

硫黄酸化物などを含むガス、あるいはCO2などの温室効果ガス、ハロン・フロン等のオゾン層破壊物

質等による大気汚染防止に関する調査研究、⑥船舶のバラスト水を通じての、海洋性生物等の越境移

動の防止に関する調査研究、⑦有害な船底塗料による海洋汚染防止に関する調査研究である。

当協会は中立公正な第三者機関の立場で、主として船舶が原因である海洋汚染を防止するため必要

な調査研究に取り組んできた。本稿では、特に①に関連し数年来取り組んできた「沿岸域環境リスク

情報マップ整備・普及事業」について紹介させて頂く。

１．セ・マップとは

「沿岸域環境保全リスク情報マップ（以下、リスク情報マップと呼ぶ。）」とは、国際的には「セ

ンシティビティ・マップ（以下、セ・マップと呼ぶ。）」と呼ばれる特殊情報図に対して、当協会が

施したネーミングである。

‘‘Sensitivity”とは、「感じやすさ」、「敏感さ」、「感受性」などを意味し、広義では、「影響

を受けやすいもの」や「被害を受けやすいもの」、すなわち「被害影響度」という意味にも使われて

いる。

セ・マップを一言で言えば、油防除計画の策定や防除活動の実施に当たり、関係者が共通の認識を

持ち、被害を最少に抑えるために必要な情報を網羅した特殊情報図である。

２．油流出事故とセ・マップ

油流出事故等が発生した際、初動体制の充実を図り、その被害を可能な限り最少化するためには、

関係情報の迅速な収集を行うことが必要である。特に、当該沿岸域の生態系、水産資源、沿岸域の利

用状況等に関する情報を、例えば情報図の形で予め把握しておくことは、大変有効である。こうした

情報に基づき、その地域の特性に則した防除活動を迅速かつ的確に行うことは、初動体制の充実につ

ながる。

セ・マップは、沿岸域の油汚染に対する脆弱性を把握するために必要な情報を網羅した特殊情報図

である。このような情報図は、流出油による沿岸域の被害予測などを通じ、防除計画の策定に資する

ことができる。また、防除作業の終了後にあっては、被害状況に関するモニタリング調査等の実施に

際し、極めて有効な基礎資料となることが実証されている。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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2－２海難事故に伴う海洋油濁災害と日本海難防止協会の役割

社団法人日本海難防止協会主任研究員大貫伸

３．セ・マップとＯＰＲＣ条約

１９８９年３月、米国アラスカ州において、巨大原油タンカー、エクソン・バルデイーズ号が座礁

し、積み荷の原油が大量に流出、アラスカの自然環境、水産資源等に深刻なダーメージを与える事故

が発生した。

この事故を契機として、１９９５年（平成７年）５月、「１９９０年の油による汚染に係る準備、

対応及び協力に関する国際条約」（ＯＰＲＣ条約）が発効し、平成８年１月からは、我が国に対しても

効力を生じている。ＯＰＲＣ条約の第６条は、油汚染事件に関する「国家的な緊急時計画」の策定を求

めることを内容としている。この計画の策定にあたって考慮すべき事項の一つとして、セ・マップの

整備が奨励されている。

一方、我が国においては、ＯＰＲＣ条約の批准に伴い閣議決定された、「油汚染事件への準備及び対

応のための国家的な緊急時計画｣において次のように述べられている｡すなわち、「関係行政機関は、

油汚染事件による環境への影響を迅速に把握・評価し、また、油汚染事件に対応する措置を的確に講

じ、被害の発生を最小限とするために参考とすべき、各海域ごとの自然的・社会的・経済的諸情報を

収集・整理し、適宜最新のものとして維持する。

さらに、収集・整理した情報は、それぞれの行政に反映できるよう共有化するとともに、情報図と

して整備する等その内容を充実し、関係行政機関、地方公共団体等において有効に活用できる体制の

確立に努める。」としている。現在、海上保安庁、環境庁、水産庁等の関係省庁においては、行政の

立場で当該作業を進めていいる。

４．リスク情報マップに関する当協会の事業の概要

当協会では、平成５年度より「日本財団」による資金援助を受け、行政による対応とは別途、民間

の立場でセ・マップの整備・普及に関する事業を進めてきた。

すなわち平成５年度には、関係官庁、専門家等により構成される調査委員会を組織し、我が国の沿

岸域の特性など、実情に則したマップのあり方を探ることを目的とした基礎調査を実施した。

この基礎調査に基づき、当協会では、我が国の実情に即した形のセ・マップを、「沿岸域環境保全

リスク情報マップ」と称し、その作成のためのガイドラインを策定した。

また､将来この情報マップを､防除関係者はもとより、油タンカーや大型船舶を運航する海運会社、

大量の石油を扱う石油会社、漁業関連団体・組織、自然保護団体・ボランティア団体等々、「広く一

般大衆」が手にし、有効に活用してもらうことを目標として掲げた。

このような情報図の実現化にあたっては、ガイドラインに従いつつも、さらに詳細な技術的な検討

及び実用面での検証が必要であることから、平成７年度から平成９年度までの３カ年については、東

京湾、伊勢湾及び大阪湾を対象とした試作図の作成事業を行った。

さらに、関係者のこれら試作図に対する意見等を集め、試作図の有用性を段階的に高めること、並

びに情報図の有用性を広く世に知らしめることなどを目的としたワークショップを毎年開催してきた。

昨年度からは、試作図から一歩踏み込み、実用図と位置付けた上で、日本海沿岸域を対象エリアと
した整備・普及事業を数ヵ年計画で手掛けている。昨年度については、富山・石川両県を対象とした

実用図を完成させ、今年度については、秋田県を対象に作成中である。これらのマップはいずれも、

いわゆる印刷図の形で作成されている。地図上に記載しきれなかった関連情報については、データブ
ックと称する付録の書籍に記載している。

一方当協会では、印刷図作成とは別途、平成７年度から３ヵ年にわたり、リスク情報マップを地理
情報システム（GIS）を用いて、電子化することに関する研究を進めてきた。流出油拡散シミュレー
ションなど、他の有益な機能とのジョイントについても、既にテスト済みである。

５．ＩＰＩＥＣＡとセ・マップ

そもそもセ・マップは、１９７０年代に米国及びカナダにおいて作成が開始されたものである。米

国及びカナダの活用例が有益であることが国際的に認識されたこと、また、ＯＰＲＣ条約においてその
作成が奨励されたことなどから、セ・マップは現在、フランス、ドイツ、イタリア、サウジアラビア、

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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アラブ首長国連邦、南アフリカ、ニュージーランド、マレーシア等の国々においても実用化されてい

る。日本近隣では、韓国及び中国においてその試作事業が開始された。これら国レベルでの対応のほ
か、IPIECA（国際石油産業環境保全連盟）では、ＩＭＯ（国際海事機関）と共同で、石油業界を対象
とした油流出緊急時対応計画策定のためのガイドラインを出しており、その中でセ・マップの作成及

び活用を推奨している。

６．セ・マップの内容／海岸線形態等

セ・マップには、海岸線形態及びそれに付随した情報が網羅されている。例えば海岸線の種類は、

油の浸透性、付着性等に起因する油が漂着した際の防除活動の難易度《影響回復のしやすさ等を考慮
し、一般的には約８～１０段階程度に分類表示されている。等級が増えるほど油に対する脆弱性が増
し、防除プライオリティは高くなる。

ただし、海岸線の種類だけで防除プライオリティが決められるわけではない。その他の脆弱指標の

存在、すなわち、その海岸がシーズン中の海水浴場であったり、季節的にウミガメの産卵場所であっ
たりしたら、当然、こうした指標の存在にも着目した上で、総合的に判断して防除プライオリティは

決められる。

当協会のリスク情報マップの場合、その他、干潟、湿地、マングローブ、狭水路、河川、浅瀬、藻

場、サンゴ礁の各指標についてその位置を示すとともに、名称、種類、管理者の連絡先、専門家の連

絡先等が網羅されている。

７．セ・マップの内容／生物相

セ・マップには、生物相に関する情報が網羅されている。

当協会のリスク情報マップの場合、海岸植生に関しては、塩性群落の位置、種類、専門家の連絡先

等が示されている。

また、哨乳類については、海獣類、クジラ類等の繁殖場、群生水域、餌場の位置、固体数、繁殖時

期、専門家の連絡先等が示されている。野鳥類については、群生地等の位置及び季節、固体数、専門

家の連絡先等が示されている。その他、魚類、軟体動物、甲殻類、肥虫類等についても、所要の情報
が示されている。

８．セ・マップの内容／社会・経済活動

セ・マップには、社会・経済活動に関する情報が網羅されている。

漁業権漁場、種苗放流場所及び生産場所、海水取水口を有する工業施設等は、油汚染事故による影

響を受けやすい、油に対する脆弱性が高い指標である。また、臨海部に位置する業務集積地区及び住
宅地区､魚釣り公園などの親水性護岸、海水浴場､潮干狩り場、臨海公園、マリーナ、ビーチホテル、

水族館等についても、油に対する脆弱性が高い指標である。さらに、漁港、フェリー埠頭、コンテナ

埠頭、食品埠頭等の港湾施設についても、油に対する脆弱性が高い指標である。

９．セ・マップの内容／天然資源管理区域等

その他セ・マップには、天然資源の保護地についての情報、油防除活動の実施に必要な情報なども

含まれている。

１０．まとめ

セ・マップ（リスク情報マップ）は、国際条約（OPRC条約）に担保され、かつ、国際的にもその

有効性が認識されたことなどから、流出油災害に係る国家レベルでの防災ツールの一つとして積極的

に活用されてきた。

こうした国家レベルでの活用もさることながら、IPIECAによる推奨が物語っているとおり、各国

の石油会社、共同防災組織等においても、速やかにセ・マップを作成し、海洋汚染対策のためのリス

ク情報管理を行い、平素の訓練及び実際の防除活動に際し積極的に活用することが、不幸にして発生

した事故の被害の局限化を図る上で極めて重要であると思われる。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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はじめに

海洋は地球表面積の約７０％を占め、我々人類に豊かな恵みを与え、その生活と産業を根本から支

えている。海洋を油などの汚染源から守り美しい状態に保つことは、人類のみならず地球上のあらゆ

る生態系の維持に必要不可欠な要素である。したがって、海洋環境を守ることは地球環境保全に係る

世界共通の重要テーマの一つであると認識されている。世界の国々が海洋環境の保全に向け一致協力

して積極的な取り組みを行い､掛け替えのない海洋を美しい姿のまま子孫へ継承してゆくことは､我々

人類に課せられた重要な責務でもあると言える。

こうしたことから、船舶が原因となる海洋汚染防止に関しては、条約の策定等を通じ、地球規模で

の統一規制が行われているのが現状である。本稿では、船舶が原因となる海洋汚染の防止に向け、

ＩＭＯ（国際海事機関）においてどのような取り組みが行われているのか、最新の情報を紹介いたし

たい。

１．有害液体物質に係る緊急措置手引書の船舶備え置きルール発効迫る

現在、総トン数１５０トン以上のタンカー及び総トン数４００トン以上のノンタンカーに係る船舶

所有者は、海洋汚染防止法（海防法）第７条の２の規程により、運輸省令で定める技術上の基準に適

合した「油濁防止緊急措置手引書」を作成し、これを船舶に備え置きまたは掲示しなければならない

とされている。

ＩＭＯでは、従来、油による事故を想定し課していた手引書の備え置き・掲示義務を、有害液体物質

にまで拡大すべく、海洋汚染防止条約（ＭＡＲＰＯＬ７３／７８条約）付属書Ⅱ（ばら積みの有害液体

物質による汚染規制のための規則）について改正作業を進めてきた。そして、平成１１年７月に開催

された海洋環境保護委員会（MEPC）において、付属書Ⅱの新規則（第１６規則）として、有害液体

物質に係る緊急措置手引書の備え置き・掲示義務規程が採択された。

したがって、間もなく海防法の改正が行われ、総トン数１５０トン以上のケミカルタンカーの船舶

所有者に対し、有害液体物質の流出事故等に対する船内緊急措置を盛り込んだ手引書の備え置き・掲

示が義務付けられる見通しである｡世界の小型ケミカルタンカーの大部分は我が国が保有しており(約

６００隻）、内航タンカー業界は新たな対応を迫られる。

２．ＯＰＲＣ条約の適用範囲の拡大問題

ＯＰＲＣ条約は、油による汚染に係る準備、対応及び協力に関する国際条約であり、その内容は各国

の油流出事故準備・対応能力の向上と、関係沿岸国による油流出事故準備・対応に関する国際協力体

制の枠組み作りに関することの２本柱となっている。あくまでその対象は油流出事故である。

ところで現在ＩＭＯでは、その対象範囲を有害危険物質にまで拡大するための検討を進めている。

「ＯＰＲＣ条約２０００年の有害危険物質による汚染事件への準備、対応及び協力に関する議定書

（ＨＮＳ議定書)」として、平成１２年３月には採択される見通しである。ＯＰＲＣ条約は基本的には

国家レベルの話ではあるが、船社、メーカー等の民間にも関わりが出てくる部分が３つほどある。

一つ目が、国家緊急時計画を有害危険物質流出に係る準備・対応計画のピラミッドの頂点と考えた

場合、その末端計画として船内緊急時計画の備え置きがケミカルタンカー等に必要となる点である。

この件に関しては､前項で述べたＭＡＲＰＯＬ７３／７８条約付属書Ⅱ新規則１６に基づく緊急手引書

がこれに該当するものとなる。

二つ目が、船舶のみならず、一定規模以上の臨海部に位置する有害危険物質の保管施設等に対して

も緊急時計画の備え置きが義務付けられる点である。海防法において、油の場合と同じ法的措置が施

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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されるとすれば、これら保管施設等は他の法律等に従って既に用意している緊急時計画を代用するこ
とが可能となる。

最後三つ目が、一国あるいは二国間以上により、可能な範囲内で有害危険物質流出に係る訓練の実
施が求められる点である。係る訓練は新付属書上、関係官庁主導ではあるが、適当な場合には海運業

界、ケミカルメーカー等の協力を求めることがあるとしている。特に、我が国のケミカル海上輸送は
小型内航タンカー主体であることなどがら、官民合同訓練の実施となれば中小内航タンカー船社の負
担を伴うことは避けられられない。

その他本項に関しては､油流出事故と有害危険物質流出事故における、防除技術及び防除資機材(オ
イルフェンス、ゲル化剤、吸着剤等）の互換性について、基準作成のための作業がＩＭＯで行われて
いることを付け加えておく。また、新付属書では、油の場合と同様、ケミカル等の有害危険物質に関

しても、締約国に対し、最低限必要な防除資機材の水準を定めたうえで、その使用計画を作成するこ
とを定めている。こうしたことから、今後、我が国においても、ケミカル等の有害危険物質防除に係

る資機材の水準作りとその整備・配備が大きな検討課題となることは間違いない。

３．バイオレメデイエーションに係るガイドラインの作成始まる

バイオレメデイエーションとは、油汚染による被害を受けた沿岸域環境を微生物の働きを利用して

修復する手法で、日本語では生物学的環境修復法と呼ばれている。従来、欧米等において、石油パイ
プライン等からの油の漏洩等による汚染土壌の浄化対策などに使われてきた技術である。

海岸の油汚染に対しての使用例は、例えば米国では、１９８９年のエクソン・バルデイーズ号事故
の際、石油を分解する微生物を活性化するための栄養剤を散布した実験事例ほか、１９９０年のメガ
ボルグ号事故の際、凍結乾燥した微生物とリンを主成分とした栄養剤を散布した実験事例があるのみ
である。いずれのケースも、有効性について明確な結論は出ず、室内実験等が継続されている状況に
ある。

我が国ではナホトカ号事故の際、一部地域において、地元漁協等の協力のもとに試行された。しか
しながら、流出油の海上焼却法と併せて、我が国においては、防除方法としては未だ公式に認知され
ていない手法である。米国においても、海洋大気庁の公式見解として、海に関しては今後さらなるデ
ータの蓄積等が必要とされている。

ＩＭＯでは、このバイオレメデイエーションに関し、フランス提案に基づき、ＩＭＯとしてのガイ
ドラインを作成する方向で作業を開始した。現在、骨子の段階ではあるが、今後、使用に際しての条

件の決定方法、取り扱い方法等が示されることとなる。

こうした国際動向は、我が国における海洋汚染に係るバイオレメデイエーションに関する研究・開
発の促進の引きがねとなることが十分に予想される。

４．船舶からの大気汚染の防止規則、対象にＣＯ２を加えるための取り組み始まる
１９８８年、ＩＭＯでは、国際的な統一規制化を目的とした、船舶排出ガスに起因する大気汚染問題

に関する審議を開始した。そして、９年にも及ぶ長期にわたる審議の結果、１９９７年９月、船舶か
らの大気汚染防止に関する新付属書Ⅵが、ＭＡＲＰＯＬ７３／７８条約を修正する１９９７年議定書と
して採択されたが、未だ発効には至っていない。

現在、付属書Ⅵが対象としている大気汚染源は、①主機・発電機等による排ガス中の硫黄酸化物
（SOx）、②主機・発電機等による排ガス中の窒素酸化物（NOx）、③ハロン・フロン等のオゾン層

破壊物質、④船上焼却炉からの排ガス、⑤油タンカーの貨物倉等から発生する揮発性有機化合物
（VOCx）である。

今般ＩＭＯでは、１９９７年に開催された地球温暖化防止京都会議の議定書等を踏まえ、付属書Ⅵ
における規制対象に、ＣＯ２等の温暖化ガスを加えるための準備作業を開始した。現在、ＩＭＯでの審議
は、国際海運と関わりのある温暖化ガスの排出状況の確認（各国からのレポート等による）及び問題
点に関する把握分析の段階にある。国ごとの削減目標値の話とは異なり、各国間を移動する船舶の話
であることなどから、早期結論には至らないものと思われる。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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５．船舶バラスト水中の有害海洋生物に関する新規制

北米五大湖におけるヨーロッパ産ムラサキ貝の仲間の侵入（汚染された水面下構造物及び送水管の

清掃等に数１０億ドルの費用が発生した｡）、豪州タスマニア水域における有毒渦鞭毛虫類の侵入(麻

痩性貝毒による人身事故の発生）、黒海及びアゾフ海におけるアメリカ産櫛クラゲの仲間の侵入（ア

ンチョビー漁場をほぼ絶滅に追い込んだ。）等々の船舶のバラスト水が原因と推定される海洋環境汚

染事例が契機となり、ＩＭＯでは、１９８８年以降、バラスト水中の有害海洋生物の越境移動防止に関

する新規則の策定作業を進めており、現在、最もプライオリティ－の高い議題の一つとされている。

この問題に関する数少ない解決方法の選択肢の一つとして、各国の自主規制等にも取り入れられ、

かつ新規制案にも取り込まれたのが､バラスト水の航海途上における洋上交換（リバラスト）である。

しかしながら、この方法は､海･気象等の条件次第によっては安全上実施できないケースがあること、

短距離の航海では時間的に実施できないケースがあること、船員の労働負担の増加が確実に発生する

こと、交換を行った付近海域において新たな汚染が発生することを懸念する島喚国があることなどか

ら、万全の方法とは言い難いのが実情である。

そのため、リバラスト法の代替手段として、各国が様々な方法について競って研究・開発を行って

いるのが現状である。すなわち、主機関の余熱等を用いた温度管理法のほか、紫外線処理法、電気処

理法、フィルタリング法、音波処理法、化学的処理法などである。我が国においては、当協会が中心

となって数か年にわたり、化学的処理法、オゾン処理法及び電気処理法についての研究・開発を進め

ている。国内外いずれの代替手段も、国際的な承認を得るまでには至っていないのが現状である。

６．船舶の防汚塗料の使用による有害影響に関する新規制

そもそも船底防汚塗料は、１７世紀の木船時代、フナクイ虫から船体を守る目的で使用されたこと

に端を発する。当時は水銀、銀粉、亜ヒ酸等の防汚剤をコールタールや油脂等に混ぜて船底に塗って

いた。やがて鉄船の時代が訪れても、防汚剤の違いこそあれ、ほぼ同様の手法がとられていた。そし

て１９７０年代になると、有機スズ系の防汚塗料が登場した。出現当時、これらの塗料は海洋環境に

もやさしく、効果絶大な究極の防汚塗料としてもてはやされた。

有機スズ系の防汚塗料は、トリブチルスズとトリフェニルスズの二つに分類される。特に前者はＴＢ

Ｔと呼ばれ、その取り扱いの容易さから瞬く間に全世界に流通した。ところが１９７６年、英国によ

り、カキの減産及び奇形の原因がＴＢＴの影響によるものではないかとの報告があったことを皮切り

に、各国よりＴＢＴの海洋生物に対する有害影響に関する報告がなされた。現在に至るも正確なメカ

ニズムの解明はなされていないが、ＴＢＴは低濃度でも巻貝類等のインポセックス（ペニスや輸精管

等の雄性生殖器官が雌に形成され、産卵不能に陥る現象）の原因となることは明らかであるとされて

いる。

こうしたことからＩＭＯでは、平成１１年１１月の総会において、これら有害防汚塗料の①2003年

１月１日以降の塗装禁止、②２００８年１月１日以降の船体への使用禁止及び船上での存在の禁止、

を盛り込んだ総会決議を採択する予定である｡ところがこの総会決議は国際法上の強制力が無いため、

ＩＭＯでは併せて、これを強制力のある新条約とするための作業にも着手した。

ところで我が国では国際規制に先駆け、官庁通達・指導及び業界の自主規制により、既に有機スズ

系塗料（ＴＢＴ及びトリフェニルスズ）の製造・使用が中止されているのが現状である。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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2－４石油連盟拡散・漂流予測モデルの紹介

石油連盟

油濁対策部越川篤志

大規模石油流出油災害が発生した場合、被害を最小限におさえるためには初期段階の適切な予測に

基づいた防除策が重要となります。

今回、ご紹介いたしますのは、石油連盟が開発した「流出油拡散・漂流予測シミュレーションモデ

ルVer､４０（全国対応版）」でございます。このシミュレーションモデルは北海道から沖縄に至る日

本の沿岸海域のどの地点で事故が起きても、任意に予測対象海域を作り出すことが可能で、かつ、拡

散・漂流にもっとも大きな影響のある風向、風速データについてインターネット等によりリアルタイ

ムオンラインで最新のデータを利用できるため、精度的にも優れた画期的なシミュレーションモデル

であります。

学習会の当日はこのモデルにつきまして、開発の目的、経緯、主な特徴などをご説明し、シミュレ

ーション実演デモを最後にご覧いただくという順序でご紹介させていただきましたが、この紙面では

デモの代わりに表示例を掲載いたしました。

１．開発の目的

内外に数多くのシミュレーションモデルが存在していますが、一部のコンピュータの専門家しか扱

えない、計算結果がでるのに１～２日等の多くの時間がかかる、予測対象海域が限定されているため

使えない場合が多い、精度的にも必ずしも十分とはいえないなど、事故の初期段階の数時間のうちに

予測結果を必要とするニーズに適した使い勝手のよい実用的なモデルがこれまでありませんでした。

このため、石油連盟では適切な防除対応計画を支援するため、流出油の拡散・漂流をパソコンで簡

便に予測できる実用性のあるモデルを開発の目的としました。

２．開発の経緯

開発は平成２年度から着手し、開発にあたっては、国内外の既存３７の予測モデルを評価し、日本

の実情にあったモデル開発を目指しました。まず平成４年度に東京湾モデルのプロトタイプモデルを

作成し、平成５年度に東京湾モデルを完成させ、同様の方法で、平成６年度に伊勢湾、大阪湾、瀬戸

内海等の閉鎖性海域を対象海域とするモデル作成を行い､平成７年１１月Ver1.0としてリリース（１２海

域閉鎖性海域モデル）しました。

さらに平成７年度外洋海域として日本海、太平洋、北海道、沖縄を対象とする予測モデルを作成

し、平成８年９月Ver2.0をリリース（１２海域閉鎖性海域モデル＋４外洋海域モデル）しました。

その後、精度向上のため、拡散・漂流にもっとも大きな影響のある風向、風速データについて、で

きるだけ最新のデータを使うことが好ましいことから、気象庁が発表しているＧＰＶの４８時間予測

データをインターネット等を通じてリアルタイムにパソコンに取り込み予測計算に使うことを可能に

しました。さらに一部対応していなかった、鉛直分散にも完全対応し、平成９年３月Ver3.0をリリ

ース（鉛直分散完全対応十気象データオンライン対応モデル）を発表しました。

しかし、平成９年１月に起きたナホトカ号の日本海の重油流出事故、続いて４月に韓国のタンカー

座礁により対馬への重油漂着事故が発生しましたが、残念ながらモデルの対象海域以外（Ver3.0まで

の石連のモデルの対象海域は日本の製油所が存在する１２海域を事故の起こる確立が高いと考え予測

計算の対象海域としていた）のため、予測ができませんでした。

このため、平成９年度は日本沿岸のどの海域で事故が起きても予測できるように改良することを目

的に、検討を進めました。予めどの海域で起こるかわからない事故に対応するために、事前に日本沿

岸海域をくまなく対象海域として作成しておく方法等も考えましたが、この方法では、事前に多くの

海域を用意しておくため、パソコンに負担がかかること、いくら事前に用意した海域でも必ずしもう

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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２－．１石油連盟拡散・漂流予測モデルの紹介

石油連盟油濁対策部越川篤志

まく対象海域に入りきれるとは限らないので、事故が起こったときにどこでも任意に予測海域を作成
する方法がベストと考え、使い勝手を考慮しユーザーがマウスで簡単に予測海域を切出して作成出来
る方法を採用することとしました。しかも、気象データのオンライン取得は切出し作成した海域でも
使える方法を採用としました。

この検討をはじめた頃、ナホトカの事故の後処理も終わらないうち、今度は７月に東京湾でダイヤ

モンド・グレース号座礁事故があり、当初１５，０００klもの原油が流出したとの情報もあり、首都圏
の東京湾ということを考えれば大災害になることが予想され、石油連盟に多くのＴＶ，新聞等のマス
コミが詰めかけ、今後の事態がどうなるのかの質問が相次ぎました。石油連盟としては資機材の貸し
出しに迅速に対応したほか、東京湾はモデルの対象海域になっていたので、今後の油の行方をシミュ

レーション予測しマスコミに発表しました。初めての実践の予測でありましたが迅速に予測できたも

のと考えています。予測結果は幸いにも夏の南南西の風により、油膜はゆっくり東京湾の中央付近に

集まり、少なくても４８時間以内には漂着の恐れのないこと、流出油も軽質原油のため数時間後には
軽質部分が蒸発し、実際の流出量の半分の影響にとどまると考えられ、この時間内に適切な回収作業
等処置をすれば影響は少なくて済むであろうというものであり、この予測はみごと的中し、防除作業

に役立ったほか、東京湾に面する首都間住民の不安を抑える効果が期待できたと考えております。そ
してなにより、このシミュレーションモデルが十分実用に使えることが証明されたものと考えていま

す。結局、この．蛎故は、翌日、流出雄は当初の１０分の１の１，５００ｋlと訂正され大惨事にはならな
かったのはご承知のとおりです。

この年は油濁事故の当たり年で、１２月にもシンガポールでタンカー衝突事故があり、油濁事故が
世間に大きくクローズアップされた年となりました。

予測モデルの全国対応版は予定通り平成１０年３月末完成し、慎重に動作確認を行い、平成１０年
７月「流出油拡散・漂流予測シミュレーションモデルＶor､4.0（全国対応版）」として一般にリリー
スし、今１１に至っています。

３－流出油拡散・漂流予測シミュレーションモデルＶｅｒ､4.0（全国対応版）の主な特徴

①短時間で予測が可能…５分から１０分程度で計算が可能

②簡単な操作性、パソコンで稼動…パソコンのマウス操作でＧＵＩ画面からわかり易いメニュー
形式で操作可能なため、コンピュータの専門家でなくても操作が可能

③４８時間予測、継続機能で最大１ケ月予測も可能

④予測モデルで考慮した現象

拡散 漂流

蕊兜

秤⑭

鑑;g輔蛭翫溌醗

⑤気象データのオンライン対応での利用が全ての海域で可能一＞予測精度が高い

⑥油種、潮流等のデータは予め保持

I流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害1A報センター（《I剛〕ＩＣ）設立雌附会
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砿油詞灰宜ｑ8コⅨ

ユ､一一ザ海域設定可能施囲

北緯２０度、東経１２０度から北緯５０度、東経１５０度

の範囲内の事故海域で任意に切り出して作成可能

⑦日本沿岸の全ての海域が予測可能
３Ｍhｍ【T_ﾛ必1”属

⑧予測モデルに必要なパソコン仕様…MS-Win(lows95/９８で稼動、ＣＰＵ、メモリー等標準的性能

で稼動
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２－４石油連盟拡散’漂流予測モデルの紹介
石油連盟油濁対簸部越川篤志

６０時間後の油膜分布４８時間後の油膜分布

４－予測表示実例（1998.7.2束京湾ダイヤモンド・グレース号座礁蛎故）

５．石連モデルの入手方法等

石油連盟油濁対策のホームページｈ1曲p://wwwpcs・grjpに申込み方法を掲栽。
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４８時間後の風の分布

モ デ ル 海 域 作 成 の 際 の 範 囲 の 編 定 例
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２－５バイオレメデイエーションによる海洋汚染対策

(株）住友海上リスク総合研究所原口真（ナホトカ号海洋油汚染バイオレメデイエーション研究会）

２－５バイオレメデイエーシヨンによる海洋汚染対策
～ナホトカ号重油汚染事故への適用～

(株）住友海上リスク総合研究所原口真

(ナホトカ号海洋油汚染バイオレメディエーション研究会）

１．ナホトカ号海洋油汚染バイオレメデイエーション研究会について

１９９７年１月、日本海で発生したナホトカ号重油流出事故の際、漂着した重油の回収は、地元関
係者とボランティアによる人海戦術に頼るほかに方法がなかった。

兵庫県柴山漁協でも、人手によってできる限りの回収を行っていた。しかし、物理的除去作業のみ
の限界を感じ、また、取りきれない汚染の速やかな回復を自然の浄化能力にのみまかせることへの不

安もあった。こうしたなか、漁協は、微生物の働きを活用した汚染修復技術（バイオレメデイエーシ
ョン）の存在を知り、組合長の決断で現場に導入したところ、岩礁にべっとりと張り付いていた重油
がはがれやすくなり除去作業がすすむなど、目に見えた効果があった。

そこで、この技術が事故現場に実践的に適用できうるものであるかどうか、その有効性と安全性を

検証しようと、漁協を中心に有志によって１９９７年６月に結成されたものが、この研究会である。
結果として、研究会による兵庫県城崎郡香住町無南垣での局地的な現場実験は、海洋油汚染へのバ

イオレメディエーションの適用の我が国における最初の実証事例となった。

以下に、研究会メンバーの構成と分担した作業を紹介する。

・研究会代表

寺川'恒明兵庫県・柴山港漁業協同組合代表理事組合長

・実験室内における安全性試験及び現場実験（分解実験）の画像解析による数値化
堤裕昭熊本県立大学環境共生学部教授

・現場実験計画の作成（アドバイザー）

員鍋武彦兵庫県立水産試験場

・流出重油の成分分析および実験室内における分解性試験

穂積豊治昭和シェル石油（株）中央研究所

・実験室内における安全性試験

鹿田曇士ヤクルト薬品工業（株）

・現場作業及び記録

高井孝次富士包装（株）

・現場作業及び微生物製剤の提供

鴻野雅一（有）オッペンハイマーテクノロジージャパン

・事務局

山本勇／原口真（株）住友海上リスク総合研究所

また、総合評価を大和田紘一東京大学海洋研究所海洋微生物部門教授にしていただいた。

、

２．有効性1こつﾚ､て

・実験室レベルのデータ

ナホトカ号の船首から抜き取った重油および比較としてｃ重油、軽油、生分解性試験の標準物質で
あるＤＩＴＡをそれぞれ1,000ppmに調整し、培地lOOmlにつき微生物製剤テラザイム（世界的に有

名な海洋微生物学者オッペンハイマー博士（米国）が開発）を５．０９を加えて、２５℃、150ｍｍで振と
う培養した。

Ｃ重油に比べナホトカ号重油は１週間目に分解が進んでいないが、これはナホトカ号重油に軽質溜

分が少なかったためだと思われる。２週間目からは重質成分も分解し始めたためか、分解が同様に進

んだ。微生物製剤によって難分解性の重質成分も分解できることが、イヤトロスキャンによる組成分
析の結果からも分かった。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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テラザイムによる分解試験の結果（平均値±S､，.、、=3）

イヤトロスキャンによる試験油および処理残油の組成分析の結果
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・現場における試験データ

兵庫県城崎郡香住町無南垣の海岸で、１９９７年７月９日～９月４日まで８週間行った。

漂着した重油が付着した自然石を６個と、同じ重油を厚さ約１ｍｍになるように塗ったコンクリー

ト・ブロックを４個を用意し、各３個、２個を微生物製剤を散布する実験区と散布しないコントロー

ル区に割り当てた。

自然石およびコンクリート・ブロックの表面を覆う重油の面積を毎週測定することにより、分解性

の指標とした。その結果、コントロール区に比較して十分有効であることが分かった。ただし、これ

には、微生物製剤によって重油が剥離しやすくなる効果も含まれていると推測された。

野外実験においてバイオレメデイエーションの効果を定量的に評価した事例は世界的に見てもほと

んどないが、本試験では画像処理という手法を用いることによって可能となった。

実験区およびコントロール区に設置した(a)自然石および(b)コンクリート・ブロックの表面で、重

油に厚く覆われて黒色を呈してる部分（bIackarea）の面積および被度の変化

回コンクリート・ブロック倒自盤石

５００

一一実険区Ａ

■■

Ａ
Ｂ
Ｃ

Ａ
Ｂ

陸
風

‘”

２－５バイオレメデイエーションによる海洋汚染対策

(株）住友海上リスク総合研究所原口真（ナホトカ号海洋油汚染バイオレメデイエーション研究会）
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｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤｌＣ）設立準備会
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経過時間(進）
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０ ２４６８

経過時間(週０

試験油の成分組成(処理前）

飽和分 芳香成分 レジン分 アスファルテン分

ナホトカ号重油 １５％ 50％ １７％ １８％

C重油 １７％ 40％ 29％ １４％

軽油 72％ 28％

試験油の成分組成(処理後）

飽和分 芳香成分 レジン分 アスファルテン分

ナホトカ号重油 １９％ ５１％ 25％ 5％

C重油 １６％ 44％ 32％ 8％

軽油 75％ ２５％

検体名、処理期間 1週間 2週間 3週間

ナホトカ号重油 888±28ppm 766±98ppm 655±９３ppm

C重油 800±100ppm 777±88ppm 664±146ppm

軽油 428±１１１ｐｐｍ 282±７１ｐｐｍ １２８±１３ppm

D】TＡ 602±２９ppm 466±４３ppm 298±７８ppm



２－５バイオレメデイエーシヨンによる海洋汚染対策

(株）住友海上リスク総合研究所原口真（ナホトカ号海洋油汚染バイオレメデイエーション研究会）

３．生物に対する安全‘性について

微生物製剤の有効性だけの検証では片手落ちであるので、安全性の試験も行った。

デバスズメダイ（海産熱帯魚）で急性毒性試験、幼アユで亜急性毒性試験を行い、いずれの毒性も
認められなかった。

また､海産生物への毒性が懸念されている化学油処理剤と比較するため、ウニの発生実験を行った。

lOOPpm溶液では、微生物製剤テラザイムでも受精率の低下が見られたが（受精率68%）、家庭用中

性洗剤およびナホトカ号重油流出事故の際にも使用された油処理剤では、受精率がそれぞれ0％、４％

にとどまった。５０ppm溶液では、微生物製剤溶液での受精率は８０％に達しコントロール区と有意差

が見られなかった。一方、油処理剤では１３％にとどまり、家庭用中性洗剤での１％と有意差が見られ
なかった。

油流出事故に際して広く使用が認可されている油処理剤が、かつてよりは毒性が軽減されていると

はいえ、明らかな生物への毒性が認められる一方、非常に毒性の低い微生物製剤の使用が検討されて

こなかったのは、行政の怠慢であったといえないであろうか。

４．当時の反応について

油流出事故へのバイオレメデイエーション適用のルールがなかったために、環境庁など行政は当時

「困ったことをしてくれた」という反応であった。また、１９９７年春の時点で、環境庁が地方自治

体に向けて「バイオレメデイエーションの適用は留意事項に配慮して慎重に」というメッセージを送

ったために、地方自治体は「これは使用してはならないのだな」と解釈してしまうという混乱もあっ

た。

こうした反応の一因には、事故直後にさまざまな微生物製剤販売者が、十分なデータもないままに

現地に売り込みに入ったということが、残念ながらあったと思われる。

その後、研究会が実験を行った現場の生物への影響を心配して地元自治体が調査をしたそうである

が、影響は認められないという結果が得られたとのことである。

５．現在の新しい動き

今回の研究の結果は、堤裕昭熊本県立大学環境共生学部教授の手によってまとめられ、まもな

く国際的なジャーナルに掲載される予定である。

また、当初バイオレメデイエーションの適用に対して消極的であった環境庁は、現在環境研究技術

課を事務局とする｢海岸の油汚染に対するバイオレメディエーション利用指針作成検討会｣において、
バイオレメデイエーションの有効性と安全性を評価したうえで適用することを可能とするガイドライ

ンを検討している。２０００年３月には中間報告が発表され、２００１年３月にはガイドラインが発

表される予定で、今度事故が発生しても、再び混乱を招かずにすむ体制を整えようとしている。

また、国際海事機関（IMO）においても、油流出事故に対するバイオレメデイエーション適用の検
討を開始している。

｢流出油災害から何を学ぶか？ｊ日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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日本野鳥の会

2－６神奈川県における油汚染鳥の救護体制
（行政とＮＧＯの協力体制について）

日本野鳥の会神奈川支部保護研究部

石井隆

獣医師

（日本野鳥の会、市民ボランティア）

日本野鳥の会など

はじめに

９７年１月に日本海で「ナホトカ号」の重油流出事故が起こり、大きな社会問題となった。９７年

７月２日には、東京湾本牧沖で「ダイヤモンド・グレース号」の事故が起こり神奈川県・東京湾でも

大きな生態系の被害が起きる可能性を示唆した。

ダイヤモンド・グレース号の事故では、県自然保護課（現緑政課）、日本野鳥の会神奈川支部、野

生動物救護獣医師会などが調査や救護体制に入った。しかし、相互の連絡体制や救護体制の整備は全

く無かったのが現状である。その点をふまえて、神奈川県自然保護課を中心に、県立自然保護センタ

ー、野毛山動物園、金沢動物園、日本野鳥の会神奈川支部、横浜市獣医師会、野生動物ボランティア

センター、神奈川野生動物救護研究会のメンバーが集まり対策会議を持った。

1．救護体制の整備

①事故情報の収集と連絡

↓

②汚染状況調査、回収

↓

③搬送

↓

④一時収容施設

↓

⑤搬送

↓

⑥救護施設

↓

⑦ 放鳥

県自然保護課

日本野鳥の会、市民ボランティア

日本野鳥の会

県の施設、漁業協同組合等

２－６神奈川県における油汚染鳥の救護体制

日本野鳥の会神奈川支部保護研究部石井隆

③
④
⑤
⑥

事故が起きた場合の情報収集は、県自然保護課で行い、連絡網により各ＮＧＯに連絡を取れるよ

うにする。情報が錯綜する可能性があるので、県のＦＡＸＢＯＸやインターネットによる情報提

供も予定している。

日本野鳥の会のボランティア登録者が中心になり、海岸線の調査、汚染個体の回収を行う。市民

ボランティアも状況により募集する。

日本野鳥の会のボランティア登録者が汚染個体や死体を搬送する。

一時収容施設で収容する。状況に応じて簡単な治療。

日本野鳥の会のボランティア登録者が汚染個体や死体を搬送する。

野生動物ボランティアセンターで治療、リハビリ等を行う。日本野鳥の会のボランティアや市民

ボランティアによるサポートを行う。

回復した烏は、放鳥を行う（ナホトカ号の時は、北海道で放鳥する）。死亡した個体は、死亡原

因等を分析する。

①

②

⑦

２．整備された状況

①県自然保護課は連絡体制の整備と一時収容施設の整備（現在の協力：長井町漁業協同組合｛横須

賀市｝、小坪漁業協同組合｛逗子市｝）を行った。また海上鳥類調査を日本野鳥の会神奈川支部

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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１４

１４

と共同で調査した。

②獣医師関係では、野生動物ボランテイアセンターが完成した。他に救護ボランテイアの養成を実
際の水鳥を使い行った。また野生動物ボランティアセンターではサントリー世界愛鳥基金の助成
で移動式水鳥救護システムを完成させた。（９９年８月）

③日本野鳥の会神奈川支部（一部は、神奈川県野生動物救護研究会の協力）では、油汚染登録ボラ
ンティアの整備、現在２２名登録（調査、搬送、情報収集、救護など）を行った。また油汚染時
に対応できるように県内の油汚染対策海鳥調査を神奈川県の海岸全てと、東京湾の海上について
行った。

３．油汚染対策調査の概要

①神奈川県の海岸線で観察される鳥類を目視出来る範囲で４回調査した。
＊９８年３月３１種１５，０９４個体

＊９８年６月３５種５，０７７個体

＊９８年９月３７種５，５４９個体

＊９９年１月３９種１４，１０２個体

冬期の個体数が多く、カモメ類・ミズナギドリ類・ウミネコの占める割合が多い。
②東京湾海上の調査（神奈川県緑政課と共同調査）

東京湾の城ヶ島から川崎市東扇島までの船上からの調査
＊９８年５月１２種３，５０７個体

＊９８ 年 ７ 月 ４ 種 １ ， ７１９個体

＊９ ８年１１月８種２７３ 個 体

＊９９年４月９種２２４個体

冬期の調査が行えなかったが、全個体数の７２％をオオミズナギドリが占めている。

４．９９年８月までの現状

神奈川県の油汚染対策協議会では、事故が起こったさいＦＡＸでの連絡体制を整備した。神奈川県
自然保護課（現・緑政課）から以下の４回の流出事故の連絡があった。その中で、実際に現地調査を
行った１９９９年３月１１日の三浦市諸磯湾油流出事故の経過をまとめた。
①三浦市諸磯湾油流出事故

発生場所：三浦市諸磯社会福祉法人「油壷エデンの園」

事故状況：ボイラーの貯蔵タンクからＡ重油約４０００リットルが流出し、一部が諸磯湾に流れ込
んだ。

３月１１日（木）９：４０

１４：００

三浦市消防から神奈川県防災消防課に第１報。

神奈川県自然保護課から油汚染情報のＦＡＸ石井自宅にて受理。
諸磯湾でＡ重油流出の第１報あり。

県自然保護課と馬場先生と電話連絡。

ｏｉｌメーリングリストと日本野鳥の会神奈川支部油汚染ボラ
ンテイア、役員関係に電子メール送信。

県自然保護課からＦＡＸ第２信。１３：３０までの油流出事故
の状況報告。

野鳥の会油汚染ボランティアの方に現地調査をお願いする。
野鳥の会神奈川支部事務所の留守番電話に緊急体制の連絡を録
音依頼。

かながわ野生動物救護サポートネットワークに油汚染情報を連絡。
日本財団高木氏から電子メールが入る。

マスコミ宛に情報を流す--･朝日新聞横浜支社のみ電話で連絡来る。

２－６神奈川県における油汚染鳥の救護体制
日本野鳥の会神奈川支部保護研究部石井隆
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｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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１
１
１

日
月
水

く
Ｉ
く

野鳥の会の現地調査結果が電話で入る。

電子メールで現地情報を発信。

県自然保護課からＦＡＸ第３信。１５：４０までの油流出事故の

状況報告。

京浜急行三崎口駅集合日本野鳥の会神奈川支部４名。

三浦市諸磯湾到着。

１１：００まで、諸磯湾・油壷湾の調査。今回の流出原因の責任

者・県土木事務所の方に汚染烏類の件でお話する。

油壷マリンパークに行き、状況を聞く。

電子メールにて状況報告を発信。

日本野鳥の会神奈川支部３名諸磯湾調査１２：００まで。

電子メールにて状況報告を発信。

日本野鳥の会神奈川支部１名諸磯湾調査。

電子メールにて状況報告を発信。

日本野鳥の会神奈川支部１名諸磯湾調査。

０
３
２

３
４
２

８
８
９

１
１
１

３月１２日（金）８

８

００

３０

５
１
５
８
０
６
０

１
３
４
４
０
５
０

１
４
０
３
４
１
３

１
１
１
２
１
２
１

３月１３日（士）

2－６神奈川県における油汚染鳥の救護体制

日本野鳥の会神奈川支部保護研究部石井隆

月
月
月

３
３
３

１４日

１５日

１７日

３月１２日の現地調査の記録：

観察鳥類とウミネコ１９羽・カモメ３羽・ユリカモメ９０羽・セグロカモメ２羽・オオセグロカ
モメ３羽・ハクセキレイ３羽・イソヒヨドリ２羽・トビ６羽・カワセミ２羽・ヒヨドリ・ツグミ・

キジバト・スズメ・アオジ・メジロ・ハシボソガラス・シジュウカラ

流出状況と油は､現在油膜となり湾に漂っている状態で薬剤を海上保安庁の方が海岸や岩場にま
いている。漁協や消防関係は吸着マットで油を吸い取っている。海上では、三浦市の船と海上保

安庁の船が水？を放水して拡散の作業をしている。油の浮いている水面でユリカモメが２回程空

中からダイビングして採食していた。またカワセミも採食する可能性がある。現在の所、汚染に

よる影響は無い。

＊垂の他の記録：

②大黒大橋タンカー衝突油流出事故１９９９年３月２６日

発生場所横浜市鶴見区大黒町

事故状況小型タンカーが、大黒橋の橋げたに衝突し船のタンクに亀裂が入り油流出。

③川崎市東扇島重油流出事故４月２８日

発生場所川崎市東扇島

事故状況タンカーに給油中に、給油ホースが破裂しＣ重油４００リットルが海上に流出。

④横須賀港米軍基地内油流出事故５月１７日

発生場所横須賀市米軍基地

事故状況潤滑油１８９リットルが流出。

参考文献：

日本野鳥の会神奈川支部，１９９８．油汚染対策の一環としての海鳥の分布調査．

ＢＩＮＯＳ（６）：８３－９２
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２－７海洋の油汚染と生態系

元東京大学教授徳田拡士

２－７海洋の油汚染と生態系

元東京大学教授

徳田拡士

はじめに

最近５年間のわが国沿岸における油流出事故の年間件数は、１９９４年：３７３件、１９９５

年：４９７件、１９９６年：３７０件、１９９７年：４０５件、１９９８年：３８８件で、最近の油

輸入量が過去最高だった１９７３年の油輸入量（１９７３：２８９万kl）よりわずか１０％弱しか減
少していないにも係わらず、同年の事故件数２，０６０件の１／５前後に推移している。これは、海洋
汚染に対する政府の法的規制、監視・取締りの強化とともに、海運業界や一般国民の環境に対する意

識の高揚によるところが大きい。しかし、これらの件数にしても、１日に１回以上の事故が生じてい

ることを物語っている。こうした事故のなかで、１９９７年１月に日本海で起きたナホトカ号による

Ｃ重油６，２４０kｌを流出した事故、同年７月に東京湾で起きたダイヤモンド・グレース号によるウ

ムシヤイフ軽質原油１，５５０kｌを流出した事故は､記憶に新しい。わが国を除いた世界での事故は、
流出油量が多いものしか報道されないので、全貌の把握は困難であるが、１９８９年のエクソン・バ

ルデイーズ号事故（場所：アラスカ、油種：原油、流出油量：４．１万kl）、１９９１年の湾岸戦争（ペ

ルシャ湾、原油、９０．８万ｋl）、１９９２年のエージエアン・シー号事故（スペイン北西海岸、
原油、７．３万ｋl）、１９９３年のブレア号事故（シェトランド島南西沖、８．５万ｋl）、同年のマー

クス・ナビゲーター号事故（スマトラ島北西アンダマン海、原油、２．５万ｋl）、１９９５年のシー・

プリンス号事故（韓国麗水港沖、原油、９．６万ｋl）、１９９６年のシー・エンプレス号事故（英国

ミルフオード・ヘブン港口、原油および燃料油、５～７万ｋl）などが、世界を騒がせた事故である。

ひと度事故が発生すると、局部的に大量の油が流出するため、事故現場はもちろん、その周辺域へ深

刻な影響を及ぼすのは必至である。

このほか、定常的に海洋環境に流入する油分としてあげられるのは、都市排水・産業廃水に混濁し

て１，２３０，０００ｔ、洋上石油生産・採掘時５０，０００ｔ、海上輸送時（タンカー事故以外のパイ

プ操作、ビルジなどによる）１，４２０，０００ｔ，大気からの降下３００，０００ｔ，海底からの天然

漏出２００，０００ｔなど、合計３，２００，０００ｔが平均的年間流入量である。これらの定常的流入油

分が視覚的に目立たないのは、排出源が沿岸、海上に広く分散しており、水に溶解あるいは分散して

流入するからである。これらの海洋生態系に与える影響はほとんど研究されていないが、大事に至っ

ていないのは、世界のどの海域にも油分を分解してくれる油分解微生物が、偏在しているからなので

ある。

１．油種により‘性質は千差万別

原油といっても、比重０．８０１６以下のものから０．９６６以上に及ぶものまであり、常温で液態

を示すのが一般的であるが、固態を呈するものもある。含有する主成分により、パラフィン基原油、

ナフテン基原油、アスファルト基原油、芳香族基原油などに分類されている。原油を蒸留して生産さ

れる石油製品にもさまざまあり、物理的性状で分類されているため、同一名の製品でも、化学的に含

有成分が多少異なっている。したがって、同一油井から採れた原油は別として、事故で同じ性状の油

が流出することはまずありえないことで、万一、同一の油は流出しても、海況が異なれば海面での油

膜の状況が違ってくる。こうしたことが、流出油の処理をむずかしくしているのである。

茶褐色をした原油や重油などは、レジン分やアスファルト分を含み、海面で極めて特殊な変化を示

す。油は種々の成分からなるため、時間経過とともに、分子の小さい低沸点成分が油膜から蒸発した

り溶解して、油膜から失われるのは当然であるが、その油膜は徐々に海水を微粒子状に吸収するとと

もに粘度を増していく。流出後数時間から数十時間を経過すると、油膜は体積を流出油量の５倍にも

増える。すなわち、油膜は油量の４００％に相当する海水を含むようになる。したがって、仮に

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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１００ｔの流出油を回収したとしても、そのうち８０ｔは海水で、油量はわずか２０ｔにしか過ぎない

のである。さらにこのような時間経過をした油膜、すなわち風化油では、粘度が流出前の何百倍、何

千倍にも達し、手で千切るのも困難なほど固くなり、回収器の口を塞ぎ、清掃作業を不可能にするの

である。

２．分散剤の適用に新展開

流出油の回収を目的とする物理的防除法は、一般に環境への影響は少ないと考えられている。流出

事故時にいつも物議をかもすのは化学的防除剤で、とくに問題にされるのは分散剤である。近年の分

散剤は分散性能がよく、対生物有害性もひじょうに低くなっている。家庭用洗剤の数百分の一、コー

ヒーの数分の一の有害性しか有しておらず、適切な適用をすれば、たいへんに有能な防除剤なのであ

るが、漁業関係者の中には分散剤に特異的なアレルギーを持っている人もいるようである。

上述のように、風化油は高粘度を有し、微粒子状の海水を含むために、分散剤は油膜内になかなか

浸透できず、効果を発揮できない。そこで近年は、風化油にまずエマルジョンブレーカーあるいは分

散剤を散布し、数時間後に再び分散剤を散布すると、風化油でも分散させられることが、回流水槽を

用いた室内実験で証明されている。

３．石油の対生物毒性

油は水にごくわずかしか溶けないが、この溶けたわずかな成分が海洋生物に様々な影響を与える。

その概要を以下に、不溶性成分の有毒性とあわせて述べる。

①生体膜への影響：

動物、植物を問わず、生体は細胞により構成されているが、この細胞を含む細胞膜表面のリン脂質層

に油分分子が侵入すると、この層を形成するリン脂質分子の配列を乱し、細胞の選択的半透性を阻害

する。このために、細胞のガス交換や浸透圧調整が不可能になる。たとえば油汚染地域では、夜光虫

は浸透圧調整機能を失い、細胞がパンパンに膨れ、正常時に細胞外でブタの尾のように巻いた触手が

細胞内に入り込んでしまう。魚類では酸素が海水に充分溶存しているにもかかわらず、鯉の細胞膜の

機能が失われるために、酸素を吸収できずに窒息死してしまう。

②神経毒：

油分中の有害成分、特に低分子芳香族が体内に入り、神経系に損傷をうけると、筋肉が麻庫して、魚

類では遊泳が不活発になり、貝類などの無脊椎動物では飼旬や岩などへの吸着ができなくなる。

③代謝系の異常：

定常的な油汚染のある海域に生育する付着動物では、油分中の多核芳香族化合物がホルモン類似の作

用を動物体に及ぼし、体組織の一部を発癌させたり、卵をつくる卵室が異常に多く形成され、その中

で卵が形成されなかったり、発生中の旺に奇形を起こしたりする。

④物理的閉塞作用：

長時間海面を漂流し､有害成分を喪失して粘度がほとんど失われた油塊すなわち廃油ボールを､魚類、
海鳥、は虫類、ロ甫乳類が呑み込んだために、腸閉塞を起こし、死に至ることもある。

⑤海鳥への影響：

油流出現場で首まで沈んでしまった海鳥の姿がＴＶで放映されることがあるが、これは鳥の羽毛表面

に分泌されているワックス分が油により溶かし出され、羽毛の擬水性が失われた結果、海水が羽毛を

濡らして皮膚にまで達し、羽毛の間に蓄えられていた空気がなくなり、浮力を喪失したからである。

また、冬の寒海では、胸に４ｃｍ2程度の油が付着しただけで、その部分が寒海の低水温に曝されて凍

死することもある。さらに､油で汚れた羽毛を持つ親鳥が卵を抱いても､卵が解化しない場合もある。

⑥ケミカルシグナルの妨害：

海洋生物は、それぞれ特殊な物資をごく微量ではあるが体外に分泌するとともに、他者の分泌物を認

識して、敵味方の識別、繁殖、捕食、逃避、防御など、さまざまな生命現象を発現したり、行動を示

して、生物の相互関係、すなわち生態系のバランスを保っていることが、最近の研究で明らかにされ

つつある。このような微妙な働きをする分泌物をケミカルシグナルchemicalsignal、またはケミカ

ルランゲッジchemicallanguageと呼んでいる。たとえば、海藻のホンダワラ類やその他の褐藻で
は、雌の藻体に成熟した卵がケミカルシグナルを分泌する。雄の藻体に成熟した精子は体外に放出さ

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会

－３５－



２－７海洋の油汚染と生態系

元東京大学教授徳田拡士

れると、海水に溶けているケミカルシグナルの濃度差すなわち濃度勾配を辿りながら泳ぎ、卵に到達

して受精するのである。

この分泌物は、二重結合を有する不飽和炭化水素化合物で、石油製品に含まれているオレフイン化

合物に酷似した化学構造をしているものもある｡海水に油分が溶けていると､その油分に妨害されて、

卵からのシグナルを精子が認識できなくなってしまい、卵に到達できず、受精できなくなることが、

実験的に証明されている。つまり、褐藻の繁殖期に油汚染が起きると、卵･精子間で受精が起こらず、

繁殖が阻害されてしまうのである。褐藻のうちで大型褐藻といわれるホンダワラ類やコンブ類は、海

中林と呼ばれる群落を形成し、さまざまな藻食動物の餌になるのみならず、動物に生育場を提供する

ので、海洋生態系できわめて重要な役割を果たしている。藻場の衰退が起これば、当然海洋生態系の

衰退につながるのである。この褐藻の記述は、生態系の仕組みを示すほんの一例であるが、今後研究

が進むにつれて、ケミカルシグナルに関した情報が増えていくだろう。海洋生態系はさまざまな要因

の微妙なバランスの上に成り立っているのである。ケミカルシグナルはその要因のひとつに過ぎず、

海洋生態系に関しては、まだ未知なことが非常に多い。海洋生態系を健全に保つには、人間活動に伴

う廃棄物、汚染物質の影響をできる限り排除しなければならない。

むすび

世界的には１９９６年のシー・エンプレス号以来、わが国では１９９７年のナホトカ号事故以来、

このところ大きな油流出事故が起きていないのは幸いである。しかし、防除設備や施設を整え、大型

タンカーの船体をダブルハルにし、監視体制を強化して怠りなく注意していれば、事故発生頻度は減

少するであろうが、それでも起きてしまうのが事故である。今日は地球環境、とくに陸圏および大気

圏の環境悪化が強く叫ばれている。急増する世界人口を養うためには、海洋環境ならびに海洋生態系

の保全が、きわめて重要な意味を帯びてくる｡すなわち、これらの保全に人類の未来がかかっている、
といっても過言ではない。地球人類のひとりひとりがこれらの保全に一層の努力を注ぐことが、地球

と人類の未来と繁栄を可能にするのである。

参考文献

徳田拡士(１９９８）：最近の流出油分散剤とバイオレメデイエーション

「月刊海洋」３０（１０)、６０９－６１２

同（１９９９):１９９９国際油流出会議から－化学剤・生物修復法を中心に－
「海上防災」１０２，１１－２０

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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2－８沿岸域環境保全情報整備事業について

海上保安庁水路部海洋情報課沿岸域海洋情報管理室

1990年11月

はじめに

アラスカにおけるエクソン・バルデイーズ号の油流出事故を契機とした「１９９０年の油による汚

染に係る準備、対応及び協力に関する国際条約（ＯＰＲＣ条約）」の締結に伴い、平成７年１２月に

「油汚染事件への準備及び対応のための国家的な緊急時計画」が閣議決定されたが、この中では、油

流出時における的確な対応に必要な情報の整備が求められており、海上保安庁水路部では、平成９年

度から沿岸海域環境保全情報の整備を開始しております。

さらに、平成９年１月の日本海ナホトカ号、７月の東京湾ダイヤモンド・グレース号油流出事故の

発生を受け、この緊急時計画が改定され、各種情報のより一層の整備の推進・提供体制の強化が求め

られ、平成１０年度の予算成立に伴い海上保安庁水路部海洋情報課に沿岸域海洋情報管理室が設置さ

れたほか、各管区海上保安本部には、これらの情報の管理・提供を担当する沿岸域海洋情報担当専門

官が置かれ事業実施体制の強化が図られました。

1995年５月

1995年12月

油汚染防除体制整備に関する国内外の動き

「エクソン･バルディーズ号｣による大量油流出事故

米国アラスカ州プリンス･ウィリアム湾で発生､OPRC条約の契機となる。

油汚染に対する準備及び対応に関する国際会議(○ＰＰＲ会議)において｢1990

年の油による汚染に係る準備、対応及び協力に関する国際条約(ＯＰＲＣ条約)」

採択

OPRC条約第6条l｢各締約国は、…国家緊急時計画の策定により､国家

システムを構築する｡」

油汚染事件に対する準備及び対応に関する関係省庁連絡会議設置

OPRC条約第6条lに規定する｢準備及び対応のための国家的な緊急時計画｣に

対応するための関係省庁申し合わせにより５月８日設置

｢油汚染事件への準備及び対応のための国家的な緊急時計画｣閣議決定

1996年１月17日我が国においてOPRC条約発効

ナホトカ号海難･流出油災害発生

ダイヤモンド･グレース号底触･油流出事故発生

大規模油流出事故への即応体制検討報告書

→｢･･･国家的な緊急時計画｣の見直し

｢油汚染事件への準備及び対応のための国家的な緊急時計画｣改定閣議決定

２－８沿岸域環境保全情報整備事業について

海上保安庁水路部海洋情報課沿岸域海洋情報管理室

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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1997年
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月
月
月

１
７
９

－３７－



ＷＡＮ

１．沿岸海域海洋環境保全情報整備事業と沿岸域情報管理システム

沿岸海域海洋環境保全情報整備事業とは、沿岸海域の基盤情報としての電子海図等の海上保安庁が

保有する情報に加え、各省庁・自治体等が保有する自然的・社会的・経済的諸情報をその保有者の協

力を得て収集し、データベースとして管理し、地理情報システム（ＧＩＳ）を使い、それぞれの状況

に応じた地図画像情報等に加工し提供しようとするものです。

このために、沿岸域海洋情報管理室にデータベースサーバーとなるＵＮＩＸマシンを設置するとと

もに、同室及び各管区海上保安本部にＧＩＳソフトを内蔵したパソコンを整備し、既存の海上保安庁

コンピュータネットワークに接続し、沿岸域情報管理システムと名付け、平成１１年４月１日から運

用を開始しております。

ま戸｡｡●

沿岸域情報管理システム

一

一
１
ｋ一

一

ＵＮＩＸＷＳ

ii:管区l氷路部溌蕊
沿岸域海津情報管理室鳶

情報の最新維持及び収集

璽
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２－８沿岸域環境保全情報整備事業について

海上保安庁水路部海洋情報課沿岸域海洋情報管理室

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会

２．沿岸域情報管理システムと油防除作業

海上保安庁水路部では、油流出事故が発生した際、その海域の気象・海象データを基に漂流予測を

行っています。

沿岸域情報管理システムでは、計算された漂流予測の結果を図面として沿岸域の情報と合わせて

ＧＩＳ上に表現することが可能です。ＧＩＳ上で作成された図は円滑な油防除作業を行う上での有益

な判断材料となるものと考えております。

このシステムを使い､海上保安庁水路部では、データを最新なものに維持し、情報が必要とされた際

には迅速、かつ、的確な情報の提供を行うこととしています。当面は海上保安庁内での事故発生時へ

の対応を優先してシステム整備を進めていますが、事業進展に応じその後は、緊急時、通常時におけ

る一般への情報提供について検討していくことを予定しています。

ＷｉｎｄｏｗｓＰＣｗｉｔｈＧＩＳ
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２－８沿岸域環境保全情報鰭備事業について
海上保安庁水路部海洋情報課沿岸城海洋･lIli報管理室

参考地理情報システム（ＧＩＳ）について

近年のコンピュータ関連技術の進歩に伴い、コンピュータを利用して地図を加工、処理することが
容易になり、これに、データベース技術が統合されて生まれた技術が、地理情報システム
（Geographicallnlbrmati()ｎSystem）です。地図情報と属性情報を管理するアプリケーションで、

極めて大雑把に言うと地図付きのデータベースのことです。
紙の地図を使用する代わりにＧＩＳを使用する利点は、

・表示範囲及び縮尺を任意に変更できる。

・目的に応じて表示するデータを選択することが可能である。
・距離計算や面積計算が容易にできる。

・デジタル情報であるため、最新維持が容易である。
等が挙げられます。

l流出油災害から何を学ぶか？」「1本環境災審情報センター（JEDIC）設立準備会
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２－９ナホトカ号、ダイヤモンド．グレース号による油濁醐故の際の環境庁の対策及び今後の対簸
環境庁水質保全局企画課海洋環境・廃棄物対莱室

２－９ナホトカ号、ダイヤモンド・グレース号による油濁事故の
際の環境庁の対策及び今後の対策

環境庁水面保全局企画課海洋環境・廃棄物対策室

平成９年１月２日に発生したロシア籍タンカー、ナホトカ号沈没、重油流出事故においては、
船首部が漂着した福井県をはじめ、日本海沿岸の広範な地域に大きな影響を及ぼしました。また、
その僅か半年後には東京湾でパナマ籍タンカー、ダイヤモンド・グレース号が座礁し、東京湾沿
岸に影響を及ぼしました。

ここでは、これらの事故発生時の環境庁の対応及び現在に至るまでの環境庁における油流出事
故への対策について紹介します。

１．ナホトカ号蛎故への対･応

我が国周辺海域において発生した大規模な油流出事故については、平成７年１２月に閣議決定
された「油汚染事件への準備及び対応のための国家的な緊急時計画」に基づき、関係省庁が連携
をとって対応することとされています。

この計画の中で、環境庁は環境保全の観点からの対応が求められており、具体的には野生生物
の保護、環境影響調査の実施、防除作業における健康上の配慮事項の‘ＩＩｌｆ報提供（厚生省、労働省
と協力）などが記されています。

ナホトカ号事故発生時は政府内においては内閣官房長官が主宰する「ナホトカ号流出油災害対
策関係閣僚会議｣、運輸大臣を本部長とする「ナホトカ号海難・流出油災害対策本部」及び関係
１８省庁で構成する「関係省庁連絡会議」等の会議が召集され、関係省庁との連携・情報交換を
取りつつ必要な対策を講じてきました。

事故発生からの環境庁の対応（概要）

平成９年

１月４日（午前）環境庁担当者に海上保安庁から日本海においてタンカーから油流出事
故発生の情報連絡が入る。

石川県、福井県等関･係府県に対して関連情報を連絡するとともに、以

後の連絡体制の確立、情報の提供等を依頼

６日関係府県における水鳥救護体制の整備を要請

８日～９日被害状況把握のため職員派遣（福井県、石川県）

１０日国立公園・野生生物覗務所による現地対策本部及び現地連絡事務所の
設置

環境影馨モニタリング調査検討を開始

１３口ナホトカ号油流出事故対策庁内連絡会議を設置

l４ｐ関係団体等の協ﾉﾉを得て北海道苫小牧市において保誰水鳥の放鳥
（６２羽）

l５ｉ１環境庁長官現地視察（石川県片野海岸、福井県三国町）
環境庁・国立環境研究所調査団現地調査

１６日国設鳥獣保護区被害状況等調査（石川県輪島市セツ烏）

１７１１環境モニタリング・訓盗に関する「ナホトカ号油流出事故環境対策関
係府県連絡会議」を開催（於福井市、８府県担当者２５名参加）

２１１１厚生省及び労働省と連携して重油回収作業に伴う健康上の注意事項等
をとりまとめ、都道府県等に通知

２２日緊急現地調査結果を公表

i流州油災害から何を学ぶか?｣日本環境災害側ｾﾝﾀー(J肌)施贈鵬
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５月７日

１３日

ナホトカ号油流Ⅱ怖故環境影響調査結果公表
海域．海浜生物への影響に関する調査速報公表

個別対応事項

（１）環境影騨の把握、調査等の実施
国立環境研究所研究者による緊急サンプリング調査(１／１５～１７)に始まり、環境庁及び国立

環境研究所と沿岸府県環境行政担当者、研究者との連絡会を開催（１／１７，２４）して、必要な
情報提供等を行いました。

また、環境・水産資源等への影響調査については、「ナホトカ号油流出事故環境影響評価総合
検討会」を設侭（２/５）し、その評価を行っています。

（２）水鳥救護体制の整備

流出した重油により汚染された海鳥類等の傷病鳥が大量に発生することが懸念されたことか
ら、関係府県に対して傷病烏救謹体制の緊急な整備を図るよう連絡（ｌ／６）、関係府県において
は次のような救護体制を確立しました。

①府県の出先機関、市町村、鳥獣保護員等によるパトロールと保護収容
②傷病烏保護収容施設や獣医の協力による治療

③自然保護センターや動物園の協力によるリハビリ

また、当時平成８，９年度で作成中だった「野鳥の油汚染救出マニュアル」を素案の段階
ながら急遼関係府県に配布しました。

（３）国立・国定公園における重油除去等の対策

流出した重油が国立・国定公園にも漂蒲していることから、関係府県に対し、漂着した重油の

除去等可能な対策を講じるよう協力要請、これを受けて各府県は公園保護・利用上重要な海岸に

ついて、海岸管理者等と連携してパトロールの実施及び可能な場所からの重油除去等の対･策を実

施しました。

環境庁においては１月１ｏ日から山陰海岸国立公園竹野地区において、周辺の重油除去作業を

パークボランティアや関係機関と協力して実施しました。

２．ダイヤモンド・グレース号油流出’1ｆ故

東京湾中ノ瀬において発生したこの事故においては、油流出量やその性状に関する情報が交錯

する中、湾内ということで揮発成分による影響も考慮しつつの対応でした。ナホトカ号から半年、

政府内の対応は前回に比べ迅速な動きとなりました。

事故発生からの環境庁の対応（概要）

》Iz成９年７月２日１０：５５海上保安庁から担当者に「本日１（)時４７分、東京湾巾ノ瀬

において２６万トン原油タンカー座礁、原油流出中の模様」

との連絡が入る

１２：００関係都県に対し、海鳥の救護体制の整備を要諦

１２：３０関係自治体等に非メタン炭化水素測定値の提供依頼及び大気

のサンプリングを指示

１３：２０庁内連絡会議設侭

１５：００関係、治体に対し、海水サンプリング調査を指示

１８：Ｏ(）国立環境研究所等による大気サンプリング

１８：３０国設谷津鳥獣保謹区への水路入口にオイルフエンス設侭

１９：００関係ＮＧＯとの情報交換

２０：００千葉県に対して干潟の防除対策の検討を要諾

光化学オキシダントの発生について関係自治体に注意要請

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災奮情報センター（ＪＥＤｌＣ）設立準備会
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２－９ナホトカ号、 ダイヤモンド・グレース号による油濁事故の際の環境庁の対策及び今後の対策
環境庁水質保全局企画課海洋環境・廃棄物対策室

３ 日 １ ０ ： ０ ０ 海鳥の生息状況等調査を実施（横浜沖、千葉沖、谷津鳥獣保
護区）

環境庁長官、政務次官が現地を視察

流出原油による健康影響及び回収作業に伴う健康上の注意事
項について厚生省と連携しつつ都府県に通知

千葉県と共同水質調査の分析結果を発表

大気に関する緊急調査結果公表

水質に対する油流出事故の影響について公表

７日

１４日

２４日

１７：００

３．その後の油流出事故に対する環境庁の取組み

これらの事故の教訓を受けて、「油汚染事件への準備及び対応のための国家的な緊急時計画」

の改正が平成９年１２月に行なわれました。この改正は、関係省庁及び機関同士の連携、防除資

機材の迅速な配置のための官民連携、ボランティア等への支援体制の整備、近隣諸国との協力体

制等を新規に定めています。

これを受けて環境庁は、関係省庁・自治体との夜間・休日を含めた連携体制を構築しました。

また、米国などが沿岸域における油防除で重視している環境脆弱性（沿岸の利用形態、生息す

る動植物等の情報により、油の回収法や優先順位を決定する指標）をまとめ、実際に油流出事故

時に対応する都道府県に配布するとともに、沿岸自治体等の環境保全活動に従事する人員に対し

て平成８年度から毎年全国２箇所で油防除に関する知識、自然環境修復のための方法、傷病鳥獣

の保護等に関する知識・技術に関する研修を実施してきています。

これからも原油や油処理剤による環境影響に関する研究などを実施する予定で、今後、万一同

様な事故が発生した場合に環境庁としての役割を迅速的確に行えるように努力していきたいと

思います。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDlC）設立準備会
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2－１０生物試料中のナホトカ号重油成分について

国立環境研究所化学環境部柴田康行

2－１０生物試料中のナホトカ号重油成分について

国立環境研究所化学環境部

柴田康行

はじめに

平成９年１月に日本海で起こったナホトカ号沈没事故とそれに由来する重油汚染に対応し

て、国立環境研究所では緊急汚染状況調査とその継続調査、並びに生物影響調査とバイオレメ

デイエーション研究など、いくつかの関連研究が進められてきている。ここでは、このうち私

が関連した汚染状況調査'）について、ナホトカ重油の特徴並びに生物調査の結果を中心としてまとめ

る。

石油汚染に関連した分析としては、いくつかの異なった側面からの研究が考えられる。石油

の主だった成分を図１にまとめた２）。直鎖アルカン類、その他側鎖を持つ飽和、不飽和炭化

水素類と芳香族炭

化水素類が主成分

を構成するが、そ

の相互の割合や、

それぞれの化合物

類毎の分子量分布

などは、その産地

や石油製品によっ

て大きく異なる。

汚染の直接的な影

響評価並びに除染

作業の安全確認等

のためには、ベン

ゼンやトルエン、

キシレン(BTX)など、

揮発性が高くまた

毒性の点から注目

される揮発性有機

化学物質(VOC)類

の分析が重視され

る。一方、汚染の

拡がりを把握した

り、打ち上げられ

た油塊の起源の同

定を行うためには、

その石油成分に特

徴的な成分を見い

だす必要がある。

短期的には石油の

主成分である、‐

アルヵン（ｎ-パラ

フィン）のパター

ンが一つの簡便な

ルＡｊｋａｎｅｓ

、〆、〆へ〆へ〆

●

Ａ”、αｎＣＳ

VDjα"Ｉｅ(VOC）
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図１石油中の主な成分2）

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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２－１０生物試料中のナホトカ号重油成分について

国立環境研究所化学環境部柴田康行

指標となろう。しかしながらこれら（特に鎖の短い成分）は揮散や分解によって比較的短期間のうち

になくなっていくため、長期的な追跡には向かない。さらに、自然界にはもともと生物起源のn-アル

カン類も存在しているため、汚染起源の寄与が量的に少ない場合はパターン同定も難しくなる。油塊

の分解過程の追跡の指標としては、分解を受けにくく長期に安定に存在するホパン類やアルキル化多

環芳香族炭化水素などがしばしば使われる。これに対し、水や生物などの環境試料の分析を通じた汚

染の拡がりの把握のためには、より量的に多く、環境中に長期に渡って安定に存在し、しかも汚染石

油に特徴的な成分を見いだす必要がある。また、生物影響等を考える際には、その他の製品添加物や

分散剤等の有無も問題となろう。本研究においては、以上のような背景のもとに、１）現場の大気成

分の分析、海水中揮発成分の分析、２）ナホトカ重油のＧＣ/ＭＳ分析、ＨPLC分析による特徴の把握、

３）周辺海水、生物試料中のナホトカ号特徴成分の分析、を進めていった。

１．ナホトカ重油の特徴

これまでに、こうした目的で用いられたホパン類、ジベンゾチオフェン類、フイタン、プリスタン

等を測定してナホトカ重油に特徴的な成分を探索した結果､多環芳香族炭化水素類の高分子量成分に、

特徴的なパターンの認められることが明らかになった。高速液体クロマトグラフを用いてナホトカ重

油成分並びにいくつかの環境試料の多環芳香族炭化水素成分を分析した結果を図２に示す。この分析

条件は、もともと多環芳香族炭化水素の中でベンゾ(k)フルオランテン､ベンゾ(a)ピレン､ベンゾ(ghD
ペリレンの３種類のものに特異的な分析条件とされているが、図のようにナホトカ重油にはこれら以

外のいくつかの成分の特徴的なパターンが認められる。これらが何かはまだ同定できていない。恐ら

くベンゾ(a)ピレン等にアルキル側鎖のついた化合物ではないかと考えられる。

重油の場合は、原油をナフサや灯油成分など各種製品に蒸留分離する過程で残った残油成分の他

に、様々な改質、分解過程を経てできた重い成分が混ぜ合わされている2)。例えばガソリンの高オク

タン化やBTX製造のための改質処理では、多くの種類の多環芳香族炭化水素が作られ、そのうちの

難・非揮発性成分が重油中に混入されてくる。ナホトカ重油の詳しい製造過程は不明だが、今回測定

された多環芳香族炭化水素の特徴的なパターンは、これらの過程でできたものではないかと推測され
る。

２．ウトウ、ウミスズメのナホトカ重油成分

野生動物救護獣医師協会よりナホトカ号沈没事故直後に日本海側沿岸各地に打ち上げられ

た海鳥死体の組織の分析依頼があり、これらについて多環芳香族炭化水素の分析を行った。
試料は消化管の中に見つかった黒っぽい、一見油のような液状の物質、及び肝臓である。消

化管内容物は油に特有の臭いがなく、また水に簡単に溶けて懸濁状態になったが、通常の有
機溶媒にはほとんど溶けなかった。従って、消化管内容物の主成分は重油でないと考えられ

た。これらの試料からアルカリ分解して有機溶媒に抽出できた画分を分析した結果の１例を

図２に示す。濃度的には低いが、ナホトカ重油に特徴的なパターンがはっきり見て取れる。

ウトウ５羽、ウミスズメ８羽の計１３羽について消化管内容物と肝臓の分析を行ったが、濃

度が特に低くてパターンのはっきりしなかった２，３の試料を除いて、いずれもナホトカ重

油の特徴的なパターンが認められた。ナホトカ重油中のベンゾ(a)ピレン濃度を元に消化管内

雰物中の重油成分の濃度を推定してみると、最も高い試料でも重油の含有率は０．１％以下と

計算された。一方、ほとんどの試料の肝臓中からナホトカ重油特有のパターンが検出された

ことは、これらの烏が冬の日本海でいずれもナホトカ重油にさらされた後、何らかの理由で

死に至ったことを示しているものと解釈できる。一般的に高分子量多環芳香族炭化水素は水

に溶けにくい難揮発性化合物であり、海水に高濃度に溶けてどんどん広範囲に広がっていく

ようなものではない。実際、湾内沖合いに重油が漂う中で着岸する直前の段階で採取された

敦賀の二枚貝試料の抽出物には特徴的なパターンが見つからなかったが、油が漂着した門前

町の試料でははっきりしたパターンが認められた。さらに、同じく油の漂着した小浜市加斗

の二枚貝試料にも共通パターンが認められたが、そこから数ｋｍと離れていない、同じ小浜

湾内の小浜港（まだ油が漂着していなかった）で採取した二枚貝にはパターンが認められな

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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かつた’）。以上のことから、このナホトカ重油特有のパターンは油の漂着、ないし油への直

接的な曝露のよい指標となる化合物と考えられ、これらの鳥類のナホトカ重油への曝露も直

接的なものだったのではないかと推測される。ただし、直接の死因が何かはこの分析結果だ

けでははっきりしなかった。

濃度は低いが、ナホ

に持蔵的なパターン

一・ ～

E97037ウトウ消化管内容物

E９７０３９ウトウ消化管内容物

アサリ：東京両多摩川i可ロ

東京湾アサリ（比較のため）

コタマガイ：福井戸原i毎岸

１月１０日に多量の重油が打ち寄せられた

声原海岸で、１月１７日に採取した貝

ナホトカ号佐取重油

図２ナホトカ重油に特徴的なパターン'）

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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３．まとめ

代表的な石油成分の分析を行った結果､高分子量多環芳香族炭化水素の画分にナホトカ重油

に特徴的と思われるパターンを見いだし、これを手がかりに環境中のナホトカ重油成分の追跡

調査を行った。事故後沿岸に打ち上げられた海鳥試料中には２，３の低濃度試料を除いていず

れもこの特徴的なパターンが見つかり、それらの死因とナホトカ重油との関連が疑われる結果

となった。
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分析を手伝っていただいた小森住美子さん、坂田明子さんに感謝します。また、野生動物救

護獣医師協会の梶ヶ谷博氏、環境庁自然保護局野生生物課の水谷知生氏には、試料の分析に当

たって様々な情報を提供していただきました。この場を借りて御礼申し上げます。
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２－１１ナホトカ号油流出事故の際の水産庁の対応と油濁被害防止対策

水産庁資源生産推進部漁場資源課

１．油流出事故に対する水産庁の取り組み概要

油流出事故が発生した場合、水産庁は運輸省、海上保安庁等との連携協力のもと、漁業被害を防止

するために､流出油の監視･防除活動に協力するとともに､水産生物への影響調査等を実施している。

平成７年１２月に閣議決定され、その後、ナホトカ号流出油災害の教訓等を踏まえ、平成９年１２月に

改定された「油汚染事件への準備及び対応のための国家的な緊急時計画」の水産庁関連の主な改定内

容は以下の通り。

①油流出事件の対策を行う上で重要な情報（漁場、養殖場等）を整備するとともに、関係行政機関

が所有する諸情報との共有化を行い有効活用に努める。

②油汚染事件が発生した場合、国は必要に応じ内閣総理大臣に報告し、警戒本部、現地連絡調整本

部を設置する。

また、大規模な被害が発生していると認められたとき、災害対策基本法に基づき、非常災害対策

本部、非常災害現地対策本部が設置され、その際、本部員としての参加及び事務局員の派遣を行

い、油汚染事件への的確な対応体制を確保する。

③油汚染による漁業資源への影響調査が、迅速かつ的確に行われるよう地方公共団体等との連携協
力体制の一層の確保に努め、また、その評価結果を、官邸、関係行政機関、地方公共団体等に速

やかに提供する。

④海上保安庁等から、防除資機材の確保・運搬及び防除措置の実施についての協力要請があった場
合には必要な協力を行う。

⑤漁港、海岸等の管理者等は、必要に応じ、油除去のための措置を実施する。

２．ナホトカ号重油流出事故の際の対応

平成９年１月２日に発生したナホトカ号油流出事故の際の水産庁の取り組み。

①水産庁漁業取締船を現場海域に派遣し、流出油の漂流状況の把握、漁船への情報提供、流出油回
収作業等を行った。

②水産庁内に「ナホトカ号油流出事故対策室」及び、関係府県を含めた「漁業被害対策協議会」を
設置し、油の流出状況、各府県の状況、漁業被害状況等の情報収集と提供を行った。

③水産庁の日本海区水産研究所を中心として､関係府県の水産試験研究機関からなる「タンカー｢ナ
ホトカ号｣油流出事故現地連絡協議会｣を設置し､水産資源及び生態系に対する影響調査の実施。

④関係金融機関に対し、被害漁業者の経営等の相談窓口を開設するよう指導するとともに、被害漁
業者に対する生活・経営資金の円滑な融通、既借入金の償還猶予等の貸付条件の緩和、経営が困

難となる漁業者に対する漁業経営維持安定資金等の活用について、関係府県及び金融機関等に対
して要請する通達を発出した。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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⑤安全な水産物の安定供給を確保するため（風評被害対策)、都道府県知事及び関係団体等あて通

達を発出するとともに､水産物流通関係団体を構成員とする「連絡会議｣を設置し､情報の収集、

提供を行った。また、風評による被害を防止するため、水産物消費改善総合対策事業により、ポ

スター及びパンフレットを作成し、水産関係者等に広く配布した。

⑥関係都道府県等に対し、汚染防止機材の購入に対する助成を行った。

3．水産庁における油濁被害防止対策

①油流出事故発生の際､水産庁漁業取締船が海上において油の物理的回収が速やかに実施可能とす

るため、オイルフェンス、油吸着マット等の油回収資機材の配備。

②油流出事故発生の際、漁業関係者等が防除作業を行なう時の参考となる漁業関連情報（漁場、養

殖場等）を収集・整理した油汚染漁業影響情報図等の作成。

また、これらの情報を関係行政機関へ提供し、情報の共有化を行い、油防除の迅速化かつ効率化

を図る。

③油流出事故発生の際、都道府県及び市町村が、油濁汚染の未然防止及び拡散防止を迅速かつ効率

的に行うため、オイルフェンス、油吸着マット等を配備することへの助成。

④財団法人漁場油濁被害救済基金が実施している、船舶、工場等から流出し、又は排出される油に

よる漁場油濁であって、その原因者が判明しないものについて、漁業者が行う漁場油濁の拡大の

防止及び汚染漁場の清掃に要した費用の支弁等に助成。

４．その他

油流出事故発生の際、迅速な対応を行うことが可能となるよう、水産庁内、地方出先機関、水産研

究所、地方公共団体の水産部局、水産関係団体の担当者名簿を作成し、夜間・休日を含む連絡体制を

整備している。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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１．エクソン・バルディーズ号油汚染事故の教訓

（１）アメリカ最大のタンカー油流出事故

１９８９年３月２４日、プリンス・ウイリアム湾で起こったタンカー、エクソン．バルデイーズ号

（以下「ＥＶ号」という）の座礁事故は、約１１００万ガロン（約４万２０００ｋl）の原油の流出に

より、約２０００ｋｍにわたるアラスカの海岸を油で汚染した。この油汚染は、アメリカで最も価値

の高い繊細で豊かな自然環境を襲ったため、全国民が動植物の損傷などの自然の損害とその被害回復

に注目した。

この広大なアラスカの海岸の浄化作業は１９８９年から１９９２年６月まで４年間続けられた。

そして事故後９年を経過した現在も一部の場所では流出油の残存が見られ、相当数の海洋捕乳動物

の減少が追跡調査されている。他方で自然回復の努力は継続的になされている。この隣国アメリカ

の経験はナホトカ号油流出事故を経験した日本でも参考にすべき貴重な内容である。

（２）ＥＶ号の概括的な教訓

以下は、ＥＶ号油汚染事故の発生の結果高い代償を払って学んだ教訓である。

①油流出事故問題に対応する鍵は予防にある。油流出を防止することは流出油を浄化処理するよ

りも、もっと容易で費用対効果も高く、環境にも安全である。

②流出防止のための基準を高くもち、もし再び必要な事態が発生したときはすぐに対応できるよ

うにしておくために、地域社会、政府機関と私企業が協力関係をつくることである。

③人々、地域社会および自然資源は油流出による影響を受けており、被害の回復がなされなけれ

ばならない。

（３）ＥＶ号油流出でとられた防除措置と問題点

ア．初動対応の遅れ

海上の油を浄化する初期対応が防除の機会を失うかどうかの重要な決め手であったとされてい

る。ＥＶ号の座礁は８９年３月２４日未明に起こった。ＥＶ号から油流出の報告を受けた沿岸警備

隊は、直ちに連邦現場調整官が、汚濁事故に対して船主に代わって防除作業の責任を負っているア

リエスカ社に対し、積み荷油の瀬取りを最優先するよう指示した。

アリエスカ社は、連邦水質汚染規制法（FederalWaterPollutionControlAct）に基づく緊急

時計画上では２０万バレル（約３２，０００ｋl）の大量流出油に対応できることになっていたが、

現実にはそんな備えがなく、全く対応できなかった。その結果、約１１００万ＵＳガロン（約４２，

０００ｋl）の油が最初の２４時間にＥＶ号から流出させたのである。

そのため、沿岸警備隊が、３月２５日に４隻のスキマー（油回収船）を配備し、３マイル

（４，８３０ｍ)のオイルフェンスを展張した｡アリエスカ社の機械的回収作業が遅々 として進まない
ため、沿岸警備隊は油処理剤の使用と現場燃焼を検討した。

以上は､緊急時計画があっても油防除責任を負う当事者が計画遵守義務を怠っている場合は油汚

染に対処できないことを示している。そのような場合、沿岸警備隊が素早く対処したことを認める

ことができる。他方で沿岸警備隊には回収装置などの防除資機材が備えられていないので、自ら防

除措置を実施できない限界があることも指摘できる。

イ．油処理剤の使用をめぐる対立

アメリカでは油処理剤の使用につき、禁止、場所等を限定した許可など州によって異なる対応

をしている。アラスカ州では機械的処理が効果的でない場合のオプションとして一定の地域を限

定して認められている。プリンス・ウィリアム湾の事故発生地点はテストを行った上で環境保護

庁（ＥＰＡ）と州の許可が必要とされていた。

｢流出油災害から何を学ぶか？ｊ日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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アリエスカ社およびエクソン社は、エクソン社の油処理剤Ｃｏｒｅｘｉｔ（芳香族炭化水素－

最も有害な成分一を除去した灯油に洗剤を添加したもので、一度も試験されたことがなく、科学

的なデータが不完全な化学洗剤）の使用をしようと、２４日から２６日までテストを行い、よう

やく２６日に成功判断され、現場調整官から使用許可を受けたが、その夜から天候が悪化し、事

実上使用不能となった。この天候悪化により１００マイルに展開していた浮遊油が２４時間後に

は５００マイルに拡散し、禁止海域に移動した上、油がムース化して油処理剤の使用が不適当と

なった。

環境保護庁は油処理剤の全面使用に反対し、エクソン社と対立した。その結果、上記の通り油

処理剤の使用が効果的である事故の最初の２～３日の短期間にアラスカ州環境保全局（以下

「ＡＤＥＣ」という）の合意を取り付けることができなかったとされている。

しかし、本件事故の事故対応の問題がＡＤＥＣの合意の遅れや連携の不足と即断すべきでない。

本来的な機械的回収等の処理が十分機能しないとき、安易に二次的な油処理剤の使用を許すこと

こそ疑問である。その意味で環境保護庁が油処理剤の使用に慎重に対応したことは決して非難さ

れるべきでない。むしろ事前に油処理剤の使用に関する詳細で具体的な方法を内容とする合意を

住民に理解を得る手続を経て確立しておく必要のあることをこの経験が語っている。

ウ．その他の基本的な問題

①油防除の技術や法規制が専門家集団のためにつくられているため、本件のような大規模油濁

事故に参加した一般大衆にとって理解できない内容であった。

②緊急時計画における責任主体であるターミナル基地所有者、アリエスカ社が事故対応の責任
および事前に策定していた対応計画を放棄し、計画上責任主体として位置づけられていない

エクソン社に一方的にこれを押しつけた。無計画の状態においた。

③計画では分散剤の使用について明確に定められていなかったが、緊急事態を理由に計画にな

い方法の選択を漁船団や地域住民は受け入れさせられた。

④州政府、沿岸警備隊およびエクソン社は、連邦政府の関与と指揮権を強めた管理システムに

基本的な合意をしたが、エクソン社に対し、地域住民等の参加を必要とする緊急時計画の策
定や変更を経ずに、自らの判断で小切手を発行することを許した。

⑤権限の指揮系統が不明瞭であった。

⑥汚染者は大規模な事故では浄化責任を担当してはならないと、アラスカ油流出事故対策委員
会は結論した。

（４）自然が被った甚大な損害

ＥＶ号座礁事故は鳥の移動期の初めに起こった。米国魚類野生生物管理局は油流出により直接弊死
した鳥の数が３５万から３９万羽と推定した。とくに各種のウミガラス、ウミガモ、白頭ワシなどが

多かった。３，５００頭から５，５００頭のラッコ、２００頭の銭形アザラシなども大量に死亡した。
（５）ＥＶ号油事故後に対応するために変更した法制度

ア．アラスカ州政府がとった措置

アラスカ州議会は、事故後２年間で事故の防止、対応、監視を取り扱う１２の新しい法律を成
立させた。

①石油および有害物質対応基金

従来の基金から５０倍の５０００万ドルに増加した。パイプラインを流れてくる原油１バレ

ル当たり５セントの「環境保護追加金」を課し、この課金の使途は基金に限定されている。
これはＥＶ号事故のとき州環境局の予算が年間４００万ドル～１８００万ドルにのぼり、資
金不足をきたしたことから、拡充された。

②事故対応計画と対応基準を合衆国－厳しいものにした。

新基準では、石油ターミナル施設について、７２時間以内に封じ込め等する計画策定義務を

課し、原油タンク船については、貯蔵容量５０万バレル以上の船舶に３０万バレルの排出量
を７５時間以内に封じ込める等する計画策定義務を課した。

③責任、罰則、科料の強化・増額

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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イ．連邦政府がとった措置

ＥＶ号事故の対応の際、沿岸警備隊は汚染者が望んでいなかったり、実行できない限り、事故

対応を連邦の権限とすることができなかった。そこで、アラスカ州は責任者を明確にすることを

要求し、いかなるときも沿岸警備隊が事故対応を引き継ぐ権限を強化する内容を含む１９９０年油濁法

が成立した（詳細は日弁連報告書「大規模海洋汚染事故に対する新しい方策の確立に向けて－ナ

ホトカ号事故の分析をとおして」URL:http://www、ichibenrenor.jp/sengen/iken／

9903.03.htｍを参照)。

（６）事故の責任・被害の回復

ア．エクソン社との裁判上の和解

①連邦と州は自然資源の被害補償をエクソン社に求める訴えを提起した。

②１９９１年和解が成立し、エクソン社は以下の総計１０億ドルを支払うことを同意。

イ水質浄化法等の違反による科料１億５０００万ドル（減免により２５００万ドル）

ロ刑事損害賠償金１億ドル

ハ自然資源被害の民事罰金として１０年間で９億ドル

連邦地方裁判所の信託に入り、管財人委員会が使用方法を決め、その計画に従って裁判所

が基金の支出を認める。和解は、流出事故により影響を受けた公共が所有している自然資

源の被害についての合意である。

イ．自然復元の構造と資金

①自然資源の復元には、回復、影響を受けた資源の置き換えまたは増進、同等の価値を有する
資源とサービスの獲得、および流出事故の防止・封じ込め・浄化・改善などを目指した長期

的な環境監視と研究を含む。

②州と連邦政府が協力して復元努力を実施する。すべての復元努力の支出やプロジェクトは、
双方３名ずつで構成される管財人６名の全員一致の承認が必要である。

③基金はすべてアラスカ州内のプロジェクトに使用する。ただし、ある特別の仕事がアラスカ
州内ではできないと管財人全員が一致して認めた場合はこの限りにあらず。

④管財人委員会の方針決定過程に公共参加を確立するため、環境保護団体など各分野から選ば
れた公共諮問グループを創設した。

ウ．自然復元のスケジュール

１９９４年４月、管財人委員会は、「復元の枠組み｣、「１９９２年の作業計画案」および「エク

ソン・バルデイーズ号流出事故対応１９９１年州・連邦自然資源被害評価と復元計画」を公表し

た。

エ．自然復元活動

２．アメリカの教訓から見たわが国の法システム改革案

以上を踏まえ、我国においても、以下の基本原則を内容とする法制度の改革が必要である。
(1)海洋環境保全は国家の責任であること

(2)排他的経済水域や大陸棚を含んだ海域について実効的な環境保全の法制度を確立すること

(3)緊急時計画を法制度の中に位置づけ、統一的な指揮系統をつくること

(4)緊急時計画は、住民参加を保障し、環境保全を事故防止および事故対応の両面で確保する内容と
すること

(5)汚染者負担及びリスク負担の原則から石油業界および船主等の拠出による基金を創設し、条約上
や現行法上の基金や保険で賄えない損失補償や研究・調査・自然回復費用に支出できるようにす
ること

(6)自然損害算定の評価方法を確立すること

(7)自然生態系への影響を最小化し、その被害回復をする科学的な研究や技術開発のための制度を確

立すること

(8)海洋環境保全のための情報の一元化する制度を整備すること

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会

－５１－



２－１３カリフオルニア州の油汚染対策

参議院鍍員堂本暁子

２－１３カリフオルニア州の油汚染対策
一カリフォルニア州油流出防止対策室とＮＧＯの活動一

参議院議員

堂本暁子

私は１９９８年８月１８日から２２日まで、アメリカのカリフォルニア州で、油汚染対策、野生動

物救助の現場を視察してきました。以下、報告させていただきます。

１．湿地回復の現場を視察

まずサンフランシスコ湾で、１ｏ年前のシェル石油会社による油流出事故の補償金をもとに買い取

った土地を、元の湿地や湾に回復している現場を訪問。船会社は油汚染事故を起こすと、自然破壊に

対して補償金を出すのですが、農地として開発された土地をその補償金で市が買い取り、湿地に回復

する作業を続けているとのことでした。油流出事故が起きた際に油の除去の段取り、拡散の防止など

とあわせて野生生物の保護と補償などについても細かく決めた「地域緊急時計画」を、入港する全て

の船舶に策定し、登載することを義務づけています。この「計画」を行政に提出し登載していない船

は、サンフランシスコ湾はじめ全米の港に入ることを認めないのがアメリカの法律です。

次に訪問した湿地回復の現場では、セメント舗装などを壊した後、そのまま放置して回復した区域

と、水路を掘り水を入れて回復している区域に分けられていました。放置し、自然の回復力によって

湿地状態に戻した区域は、自由に人が出入りできるようになっていて、犬を連れて散歩する人も見か

けました。一方その隣の区域は厳重に柵が張りめぐらされ、進入禁止になっていて、鳥の都合に合わ

せ、島や浅瀬、干潟が組み合わさった多様な自然が人工的に造成されていました。特別に中に入れて

いただいたところ、沢山の鳥が近寄ってきました。普段は人間を入れないので、全然恐がらないのだ

そうです。

感心したのは、そこに流れる水はサンフランシスコ市の下水だということ。隣接していくつも大き

い浄水池があり、鳥にとって無害で、海へ流れていっても問題ない程度まで徹底して下水を浄水して

流しているのだそうです。

２．全ては１人の女性の奮闘から始まった

湿地の回復は、連邦政府の監督下、市民団体も統合した国立野生生物避難区管理事務所が行ってい

ます。回復工事は、生息する生物の都合に合わせて設計図を引くとのこと。堤防は洪水の防止にはな

るかもしれないが、土手を通ってキツネが侵入し、オニクイナという絶滅種の鳥を食べてしまう。だ

からこの土手は壊さなきゃならない、という発想です。「今から５０年かかります」とか「今までに

３０年たちました」とか、「２０年の計画です」という説明を聞き、日本の単年度予算とは全く違う

と感じました。「僕はもう生きていないだろうけど」と実際に回復作業をしている人が言っていまし

た。そういう長期的な視点で、サンフランシスコ湾の湿地回復が進められているのです。

そもそも、フローレンスさんという女性が、野生生物の生息域を守るため、日本やアメリカの企業

を相手に一生懸命埋め立てへの反対運動をし、日本の大手の建設会社を相手に何回も何回も訴訟を起

こしたのだそうです。ついには町が動き、郡が動き、州が動き、そして国の組織もできたのだそうで

す。たった一人の女の人の､力が、そこまで動かしてしまう。ＮＧＯ、市民の活動が、ついには国の政

策にまでする。本当にアメリカだなあと思いました。日本では鳥や、ムツゴロウの立場に立っていろ

いろ主張しても、藤前にしろ、諌早にしる人間のごみを捨てる都合とか、治水の都合とかの方が優先

してしまう。何より日本は行政が決めて予算が下りてくる構造です。２１世紀の環境問題を考える時、

コップをひっくりかえすような発想が必要だと強く感じました。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会

－５２－



２－１３カリフォルニア州の油汚染対策

参議院議員堂本暁子

３．動物の都合を考えた野生動物保護・治療センター

カリフォルニアにはラッコも多く生息しています。カリフォルニア州立のサンタクルーズ野生動物

保護・治療センターでは、ラッコからラッコへ、人間からラッコへの感染がないように、頻繁に慎重

に殺菌・除菌作業がされているそうです。事故が起きるとボランティアが大勢鳥を洗いに来ますが、

何十人も泊まれる部屋が２階に用意されていました。また､センターの空調システムにも驚きました。

烏やラッコを雑菌から守るために、部屋の中で暖まった空気を全部外へ出し新しい空気を入れてまた

暖める、という人間の居住空間とは全然違う空調システムを持っているのです。そこまで動物本位に

考えて設計しているということです。

私たちの訪問したときは、汚染事故のない平常時でしたので、高校生がレスキューセンターで教育

を受けていました。夏休みを利用してキャンプに来ていた子供達が、流出した油で汚れたラッコ達を

救助するシステムをおもしるおかしく教わるわけです。様々な理由で自然に帰すことができないで飼

われているラッコのプールの横に、病院の個室のようにケースがあり、鳥やラッコが一匹ずつ、一羽

ずつ収容されていましたが、高校生が二人ずつ中に入って、餌をあげていました。大変よい教育の機

会だと思います。きっと何人かは将来こういう仕事がしたいと感じたのではないでしょうか。専門家

にならなくても事故が起きた時に一人の市民としてどう対応しようか、ということを教育されるわけ

です。

４．コンピュータで詳細な情報管理：州の対策室のデータシステム

カリフォルニア州油流出防止対策室（○ＳＰＲ）には、地理、気象、道路状況、海流の様子、水温、

絶滅種だけでなく普通の烏や魚、動物の生息地情報、過去の事故で死んだ烏の羽数など、さまざまな
データを膨大に入力したデータシステムがあります。これは全てインターネット経由で誰でもどこか

らでもアクセスできます。どこでどれだけの鳥が死んだということをコンピュータにインプットし、

油汚染によってどう生態系が破壊されたかのシュミレーションビデオを作成して、ＯＳＰＲの生物専門の
女性弁護士が持って裁判所に行く。シェル石油会社のように土地を買うほど膨大な、補償金を取られ
るわけです。

５．広大な敷地をもつ専門家の養成校

最後に、素晴らしい人材養成の制度を視察しました。カリフォルニア大学のデービス校です。まる
で１つの村ぐらい広い野生生物専門の学科があり、動物や烏の病院もありました。卒業生は、ＮＧＯに行
くかもしれないし、行政マンになるかもしれない、大学の先生になるかもしれない。野生生物に関し
ての専門の学科、広大な施設に野生生物を実際に連れてきて、必要な調査とか実験をやりながら教育
をしているのです。

６．視察を終えて

ナホトカ号の事故の時、私は与党の会議で、運輸省などの関係省庁に対して、自然への影響をただ
ちに調査をするべきだと主張したのですが、観光業者や漁業の方への補償の話が先行し、鳥の死体の
回収とか弱っている鳥の救出は、全く取り上げられませんでした。それに比べ、カリフォルニアでは

人間だけでなく他の野生生物も全部考慮にいれている。人間だけではなく、動物に対しての補償も取
り、動物達が生息できる環境を作るためにそれを使う。日本ではない発想、価値観の違いだろうと思
います。

郡のレベルから州のレベル、国のレベル、ＮＧＯ、たくさんのボランティアが野鳥の保護に取り組
むシステム。そういったことを大切にする倫理観、発想で、国民も税金を払い、船主も補償を払って
いる。経済だけを優位に考えない米国の人々の考えが基盤にあると感じました。

この視察で私が学んだことは大きくわけて４点です。

１．ＮＧＯや一市民の活動を、ついには国の政策にまでしたボトムアップの取組み姿勢。

２．青少年の教育に、こういった活動の実態を学ぶことが取り入れられていること。

３．十分な施設の整った専門の人材養成システムがあること。

４．行政と学界、ＮＧＯが相互の人材交流を基礎として、深い連携関係にあること。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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２－１３カリフオルニア州の油汚染対策

参議院議員堂本暁子

この４つが揃って、はじめて市民の願いが行政にまで反映され、素晴らしいアメリカの油汚染対策

と野生生物救助のシステムができているのです。あえてもし欠点があるとすれば、ちょっと複雑にな

りすぎているかな、という印象を持ちました。もちろんお互いの連携はよく取れてはいるようですが、

あまりにも重層的になっていると感じた次第です。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準欄会
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２－１４エクソン・バルデイーズ号原油流出事故復元計画

米国海洋大気庁（Ｎ○ＡＡ）国内海洋漁業局油流出損害アセスメント・復元課課長ブルース．ライト

２－１４エクソン・バルデイーズ号原油流出事故復元計画

米国海洋大気庁（Ｎ○ＡＡ）

国内海洋漁業局油流出損害アセスメント・復元課課長ブルース．ライト
(翻訳：ＪＥＤＩＣ設立準備会）

＊英語原文、及び参考文献リストを添・付．

１９８９年３月２４日午前０時４分、エクソン・バルデイーズ号は、アラスカ州プリンス．ウイリ

アム湾の北東部にあるプライ暗礁に座礁した。積載していた原油の約５分の１にあたる、

４２００万リットルを越える原油が流出した（Wollb他１９９４年)。穏やかな天候、静かな海の

状態が３日間続いた後、強い北東風が流出油を拡散させ、拡散を防ごうという希望を打ち砕いた。流

出油は、油膜や厚いムース状の塊になり、南西方向へと広がっていった。流出油は、プリンス・ウイ

リアム湾から、南方のコデイアック島やアラスカ半島まで、約７５０ｋｍの沿岸に漂着した。これを

日本の沿岸に当てはめてみると、東日本の沿岸部をほとんどを覆うことになる。（図１：エクソン・

バルデイーズ号からの油流出は海岸線の長さで、１，７５０ｋｍに及んだ。これを日本にあてはめて

みると、１１本の東海岸の大半にあたる。サハリンから原油を運ぶタンカーが本州北部で同規模の蛎故

を起こすと、この図のような油流出が予想される｡）

政府の研究者によれば、流出油の３５％は蒸発し、４０％はプリンス・ウイリアム湾の海岸に残存,、４０％はプリンス・ウイリアム湾の海岸に残存

し、２５％はアラスカ湾に流れ込み､漂着したり、

海中で拡散した(Galt他１９９１年)｡流出油は約

１．７５０ｋｍにわたり広がり、流出点から海岸線

で最大７５０ｋｍの地点まで広がった。

流出事故対策は、対応、損害アセスメント、復

元の３点に分類された。対応策としては、船内に

残存している油の焼却処理、船のサルベージ、脆

弱地域でのオイルフェンスの展張、海岸調査とア

セスメント、漂流油を追跡するための航空機によ

る調査､漂流油の向収､油の漂着した海岸の清掃、

野生生物の救護、回収油処理があげられる。大規

模な回収作業は１９８９－１９９２年の、綜・
夏に行なわれた。１９８９年の作業には、１万１千人

函’

凸

ﾛ

り

′
以'二が参i､し、１，４００隻以上の船舟白が使用された。

この数年にわたる回収作業の費用は、２０億米ドｅザ

ルを超えた。油のI且I収や清掃に利用された技術と

しては、焼却、分散剤、高圧/高温水による洗浄、冷水による洗浄、栄養分を添加するバイオレメデイ
エーション、手作業や機材を使用した油や油混じりの堆積物の除去がある。Wolfe他の報告(１９９
４年)によると、１９８９年に回収された油の匙は、流出量の８．５％にあたる。

事故後の最初の夏には､この事故による損害を査定するために、自然資源投害アセスメント(ＮRDA）
が開始された。これは、米国史上、最大で最も広範な損害アセスメントプログラムであり、１億ドル

を超える費用が、１６４の異なる研究に投入された。これらの研究は、米国政府とアラスカ州政府が
エクソン社に対して訴訟を起こした際に、科学的根拠となった。

エクソン・バルデイーズ号原油流出事故による被害は、事実上あらゆる栄養段階にまで及んだ。し

かしながら、被害程度は、流出油が到達した場所の地形によって異なった。ヒグマ、オグロジカな
どほとんど影響を受けなかった砿もある一方で、ウミガラスやラッコ等、長期に渡り個体数レベルに

影騨が及んだ種もあった。漂着油やその清掃作業は、潮間帯の生物の生息地や生物相に重大な影鞘を

与えた(Hou唐hton他、１９９６年)。海鳥や海生Ⅱ甫乳類は特に漂流油の影稗を受けやすく、大量に死
亡した。PiattとＦｏｒｄの推定（１９９６年）によれば、１０万羽から３０万羽の烏が死亡した。流

｢流出油災奮から何を学ぶか？」「１本環境災害|I報センター（化I.)ＩＣ）設立準備会

－５５－



２－１４エクソン・バルディーズ号原油流出事故復元計画

米国海洋大気庁（ＮＯＡＡ）国内海洋漁業局油流出損害アセスメント・復元課課長ブルース・ライト

出油の影響を受けた地域のコロニーは半減した。流出事故は、アラスカ南中央部の大部分の村落の生

活の土台である漁場に、深刻な被害をもたらし、さらにこの地域の人々に深刻な社会的、心理的影響

を及ぼした｡エクソン･バルデイーズ号事故による被害の査定という複雑な問題は非常に物議を醸し、

未だに裁判所や、科学関係の会合や、出版物の中で議論が続いている。エクソン・バルデイーズ号油

濁管財人委員会は、個体数レベルへの影響が何世代にも渡り継続することを認め、個体数レベルへの

被害の重要性を認めた。

エクソン社が支払うことになった９億ドルの損害賠償金は、後に復元計画に記載される、政策や目

標の基盤となった。復元計画は、総合的な復元、生息地の保護と確保、調査とモニタリング、復元基

金の設立を含んでいる。総合的な復元とは、サケの産卵場となる水路の建設、人間の利用の管理、ま

た残存しているエクソン・バルデイーズ号の流出油の除去の続行である。生息地の確保はこの計画の

主要部分であり、１９９９年現在で、２６万ヘクタール以上の私有地や土地の開発権が購入され、公

有となった。この計画のおかげで、３００以上のサケの生息する小河川が保護された。これらの土地

は公園となり、既存の鳥獣保護区に組み入れられ、被害を受けた自然資源の復元を促進するよう管理

されている。

復元のための活動方針を決定する手助けとなる情報を提供する、研究やモニタリングプロジェクト

に、エクソン・バルデイーズ号油濁管財人委員会は資金提供をしている。これらのプロジェクトから

もたらされる情報は、自然資源や復元活動の状況や状態、自然資源が回復しているのか、復元活動は

成功しているのか、どのファクターが復元を阻害しているのか、を特定するのに役立っている。

事故の１０年後でもまだ、回復していない８つの種があり、これらは、ハシグロアビ、ウ（ヒメウ、

ミミヒメウ、テシマウミガラス)、ゴマフアザラシ、シノリガモ、シャチ（ＡＢ群)、ウミバトである。

しかしながら、回復の遅れの原因は異なっている。

シノリガモは、油で汚染されたプリンス・ウイリアム湾西部では被害を受けているが、油の被害を

受けなかった地域では問題が無い。シノリガモは潮間帯や流出油の大半が漂着した浅瀬の亜潮間帯の

生息地で食物をとる。１９９６－１９９８年のシノリガモの雌の越冬についてのデータによれば、湾

の中で油が漂着した地域は、そうでない地域と比較すると、生存率が非常に低くなっている。シノリ

ガモの回復の遅れの原因ではないかと、研究者たちはいくつかの浜辺に残っている風化した油の調査

を続けている。

ウミバト類も、浜辺に近い浅瀬で餌をとるため、油汚染の影響を受けやすい。プリンス・ウイリア

ム湾のウミバトの個体数は、事故の前に既に減少し、事故後は油に汚染された地域の個体数のうち１

０－１５％が死亡したようだ、ということを示す証拠がある。

アラスカ湾全体ではシャチの個体数は事故前より増加しているものの、あるシャチの群は、事故後

の２年間に３６頭の内１３頭が死亡したが、まだ元の個体数に戻ってはいない。ＡＢ群では、数頭の

雌の成獣と幼獣が死亡し、グループ内での社会区分が現れ、ある母系のグループが他の群へ移動した。
これは母系のシャチにおいて観察されたことの無い現象である。

カラフトマスには２つの１次的被害が発生した。つまり、１）油で汚染された地域では、幼魚の成

長率が減少し、２）卵の死亡率が油で汚染された地域で上昇した。幼魚の成長率の減少がはっきりし
ているのは、１９８９年のシーズンに限られるが、卵の死亡率が油で汚染された地域がそうでない地

域よりも高いのは、１９９７年までだった。研究者たちは、ＰＡＨ（訳注：polynucleararomatic
hy(lrocarbons=多環式芳香族炭化水素）が１０億分の１もの低レベルでも魚の雁を殺してしまうこと

を発見した。（Ｈｅｍｔｚ他、１９９９年）プリンス・ウイリアム湾西部のいくつかの小河川での油に起
因する卵の大量死が懸念されている。

ナイト島の油が最も漂着した湾におけるラッコの地域個体郡は未だに回復していない。流出事故の
初期においては、ラッコは油による環境汚染のシンボルであり、２千８百頭が死亡したと推定されて

いる(Garrott他、１９９３年)。ナイト島での回復の遅れは、繁殖率が低い長命なﾛ甫乳類の回復には
時間がかかることを表しており、また炭化水素への曝露が続くことによる影響も関連している可能性
もあり、またこの両者の影響も考えられる。

流出油の影響を受けた地域で、生活し、働き、余暇を過ごす人々の生活は、１９８９年の春・夏は

完全に崩壊した。漁業世帯は漁が出来なかった。この土地の魚や野生動物や食物から生活の糧を得て

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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きたこうした人々は、彼らが食べてきたこれらのものをもはや信用することができなくなった。リク

リエーション活動もほとんどが休止され、魅力的で素朴というプリンス・ウイリアム湾の世界的なイ

メージは油にまみれてしまったのだ。個人のレベルにおいても、油の漂着した地域の多くの人々は、

自分の受けた精神的外傷を振り払うことがまだできていない。

エクソン・バルデイーズ号の流出油は、現地で多い、丸石や大きな岩の多い海岸や、特に、冬の嵐

の影響をあまり受けないシェルターのような生息地の奥深くまで漂着した。清掃作業や自然の侵食作

用により潮間帯の油はほとんど取り除かれたが、目に見える多くの場所で水面上や水面下に油が残存

している。１９９３年に乗組員がこうした海岸に戻った時、数百箇所で油塊が残っているのを発見し

図２た。（図２：事故から１０年以上経過した１９９９年５月に、プリンス・ウイリアム湾にて
政府の研究者が残存油をサンプリング。）

事故から８年後の１９９７年には、最も油が多く漂着した地域の

幾つかでは、再度清怖作業が行なわれた。風化した油に化学剤が５

回にわたり散布されたｄ使用された化学剤は、PES-51で、これはオ

レンジやレモンの油から製造される柑橘系の薬剤である。PES-51は、

油に吸着して浮揚し、油吸着材に吸い取られて、油とともに回収さ

れる。１９９８年に実施された対象地域の予備調査によると、目に

見える範囲では、清掃作業は大変効果的に行われた。しかし、岩や

表土の下に大埜に残存した油を除去するには、ほとんど効果がなか

った。冬の嵐は、まだ全く除去されていない大量の油を表出させ、

海岸の様子を変えた。

管財人委員会から助成を受けた調査は､魚類､海鳥､捕乳頓に関して予想以上の情報をもたらした。

これらのプロジェクトのなかで最も重要なのは、略称で知られている３つのエコシステム・スケール

プロジェクト、ＡＰＥＸ（AlaskaPredaiorEcosvstemExperiment、アラスカ生態系実験)、ＮＶＰ
(NoarshorGV1ertebral,ｅＰｒｅ〔1ators、沿岸域脊椎捕食者)、ＳＥＡ(Soun〔lEcosystemAssessment、湾生

態系アセスメント)である。

ＡＰＥＸプロジェクトは、食物源としての魚類の数に蛙づく海鳥の繁殖と回復に焦点を置いている。

事故の影響を受けた７種のリストに記載されている海鳥はどの種もまだ回復していない。この８年に
渡るプロジェクトは、ある種、たとえばウミバトがなぜ回復していないかを明らかにしようとする中
で、幅広い生態学上の変化に着目するものである。

＊ＡＰＥＸの詳細については、次のホームページを参照。

http://www・fakr・noaa・gov/oil/apex・ｈｉｍ及び

htip://pices,ios,bcca/picGspul)/ppross/MaV99/APEX-11.1)dfの中の、PICESPressVblume7、
Ｎｕｍｂｅｒ２，Ｐａｇｅ３５

エクソン・バルデイーズ号事故は、米国史上岐大の流出油事故であったが、他の多くの事故に比べ

れば、比較的小さいものであった。例えば、１９７９年７月には、カリブ海で２隻のタンカーが衝突
した際に３億５千万リットルもの油が流出した。しかしこうした事故以上に、毎年、米国だけでも１

３億リットルもの廃油が、こっそりと排水溝、水路、下水に排出されている。これは、エクソン・バ
ルデイーズ号の流出量の３２倍に相当する。人類が油を使用する限り、大気や大地や水を汚し続ける
であろう。私たちは、私たち自身を救わなくてはならないし、またこの油への依存を断ち切らなくて
はならない。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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TheEXXO〃陥吻左ZOilSpill-Response，DamageAssessment,Restoration

andContinuedEffEctS

ＢｒｕＣｅＡ､Wright

Chief;OfficeofOilSpillDamageAssessmentandRestoration,AlaskaRegion，

AukeBayLaboratory

NationalMarineFisheriesService(N]V唖S）

NationalOceanic＆AtmosphericAdministration(NOAA）

Atfburminutespastmidnight,ｏｎＭａｒｃｈ２４，1989,theExxo〃肋ﾉﾋﾉｾzranagroundonBlighReef

inthenortheastemportionofPrinceWilliamSound,Alaska､Aboutone-fifthofthetotalcaIgo,over

42millionliters，spilledintothesea(Ｗｂｌｆｅｅｔａ1.1994).Afterthreedaysofcalmweatherand

smoothseas,strongnortheasterlywindsaroseanddispersedtheoilbeyondanyhopeofcontainment、

Thespilledoil，ｎｏｗｉｎｔｈｅｆｂｒｍｏｆｔｈｉｎｓｈｅｅｎｓａｎｄｔｈｉckmousse，continuedtospreadtothe
southwest・Theoilcameashorealonganapproximate750kmtrajectorythatranfmmPrinceWilliam

SoundtothesouthemKodiakArchipelagoandAlaskaPeninsula､Forcompanson,ａｓｐｉｌｌｏｆｔｈｉｓ
ｓｉｚｅｃｏｕｌｄｃｏａｔｍｕｃｈｏfJapan，seastcoastbeaches（Figurel：PleaserefertotheJapancse
translation)．

Govemmentscientistsestimatedthａｔ３５％ofthespilledoilevaporated，４０％wasdepositedon
beacheswithinPrinceWilliamSound,ａｎｄ２５％enteredtheGulfofAlaskawhereiteitherbecame

beachedorwaslostatsea(Galtetal,1991).Oilspreadalongaboutl,750kmorshoreline,upto750
kmfromtheoriginalspillsite(Figurel)．

Wbrkonthespillwasdividedintothreephases:response,damageassessmentandrestoration・
TheresponsceffbrtinvolvedlighteringofunspilledcaIgo,vesselsalvage,boomingofsensitiveaIcas，
beachsurveysandassessments，overflightstotrackthefloatingoil，skimmingoffloatingoil，
Ｃｌeanupofoiledbeaches,wildliferescue,andwastemanagement､Majorcleanupopcrationswere
conductedduringthespringandsummerofl989-1992.1,1989,cleanupeffbrtsinvolvedmorethan
11,000ｐｅｏｐｌｅａｎｄｌ,400mannevessels､nlismulti-yearcleanupcostmoretｈａｎｔｗｏｂｉｌｌｉｏｎＵＳ、

dollars・Tbchnｉｑｕｅｓｕｓｅｄｔｏｒｅｍｏｖｅｏｒｃｌｅａｎｏｉｌｉｎｃluded：buming，chemicaldispersants，ｈｉｇｈ
pressure/hotwaterwashing，coldwaterwashing，fertilizer-enhanccdbiorcmediation，manualand
mechanicalremovalofoilandoilladensedimentsWblfe,ｅｔａｌ.（1994)fbundthattheoilrecovered

byskimmingoperationsinl989accountedfbrabout8､5％oftheoriginalspillvolume．

Duringthefirstsummerafterthespill,NatumlResourceDamageAssessmentstudieswerebegun
inordertoassesstheinjuryinflictedbythespillItwasthelaIgestandmostextensivedamage
assessmentprograminUS､history§withmorethanlOOmillionU.Ｓ,dollarsdevotedtol64sepamte
studies、ThesestudiesfbrmedthescientificbasｉｓｆｍｍｗｈｉｃｈｔｈｅＵｎｉｔｅｄＳｔａｔｅｓａｎｄｔｈeStateof

AlaskawouldconducttheirlitigationagainstExxon．

TheEXxo〃陥雄zoilspillcausedinjuIyatvirtuallyalltrophiclevels､However、theextentand

degreeofinjurywasu､evenacrosstheoiledlandscapeSomespecieswereonlyslightlyaffbcted、
e､ｇ､,brownbearandSitkablacktaildeeEwhercasothers,ｅｇ.,thecommonmurreandtheseaotteL
sufferedpopulationlevelinjuries､withlongtcrmconsequences､Groundedoilandcleanupeffbrts

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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severelyimpactedintertidalhabitatsandbiota（HoughtonetaLl996)．Seabirdsandmarme

mammals,whichareespeciallyvulnerabletofloatingoil,sufferedheavymortalities,PiattandFord

(1996)estimatedthatfromlOO,O00to300,O00birdswerekilledSomecommonmurrecoloniesin

theaffectedareawerereducedbyhalfThespillseverelyimpairedsouthcentralAlaskaisfisheries，

thefbundationfbrmostofthe肥gion'ssmallcommunitiesandhadseveresocialandpsychological

consequencesfbrtheareaIshumanpopulation(Picouetall996).Thecomplexissueofdeterminmg

injury廿omtheExxo〃陥雄zspillishighlycontroversialandisstillbeingarguedinthecourts,at
scientificmeetingsandintheliterature､TheEXxo〃肋ﾉﾋたzOilSpillTYusteeCouncilacknowledged

thesignificanceofpopulation-levelinjuries,recognizingthattheimpactofthiskindofinjurycould

persistfbrgenerations．

ThesettlementwithExxon,ｏｆ９００ｍｉｌｌｉｏｎＵ.Ｓ・dollars,fbrmedthebasisfbrthepoliciesand

objectivesthatwerelaterpublishedintheRestorationPlanTheRestorationPlanincludesa
prOgramofgeneralrestoration,habitatprotectionandacquisitio､,researchandmonitoring,andthe
establishmentofarestorationreservefimdGeneralrestorationincludesawidevarietyofrestoration

activitiessuchasbuildingsalmonspawningchannels，managementofhumanuse，ａｎｄcontinued

cleanupofresidualExxo〃陥此左zoilHabitatacquisitionisalaIgepartofthisprogram:Ａｓｏｆｌ９９９，
over260,000ｈectaresofprivatelandordevelopmentrightshavebeenpurchasedandplacedinto
publicownership,Morethan300salmonstreamshavebeenprotectedbythisprogram､Theselands
havebecomeparks，beenincoIporatedintoexistingwildliferefilgesandarebeingmanagedina
mannerthatwillfacilitateorenhancerecoveryofinjuredresources．

ＥａｃｈｙｅａｒｔｈｅＥＸｍ〃随ﾉﾋたzOilSpillTTusteeCouncilfimdsrcsearchandmonitoringprQjects
whichprovideinfbrmationtohelpguideにstorationactivities､InfbrmationfiFomtheseprqjcctshelps
todefinethestatusandconditionofresourcesandservices,whethertheyarerecovermg,whether

restorationactivitiesaresuccessfill,andwhatfactorsmaybeconstIainingrecovery．

ThereareeightspeciesthatcontinｕｅｔｏｂｅｌｉｓｔｅｄａｓｎｏｔｒｅｃｏｖｅｒｉｎｇｌＯｙearsafterthespill：
commonloons,comlorants(pelagic,double-crestedandred-flced),harborseals,harlequinducks，
killerwhales（ABpod),andpigeonguillemots.、lereasonsbehindtheircontinuingproblems，
however,mayvary．

HarlequinducksarestrugglingintheoiledwestemportionsofPrinceWilliamSolmd,butare
doingfineinotheraIcasnevertouchedbyoil・Harlequinsfeedinintertidalandshallowsubtidal
habitatswheremostofthespilledoilwasinitiallystranded、l996-l998dataonoverwinteringadult
femaleharlequinsindicatesignificantlylowersurvivalIatesinoiledversusunoiledpartsofthe
sound・Researcherscontinuetolookatweatheredoilremainingonsomebeachesasapossible
reasonbehindtheirlackofrecovery・BecausegUillemotsfeedinshallowうnearshorewaters,they
arealsovulnerabletooilpollution､ThereisevidencethatthepigeongUillemotpopulationinPrince
WilliamSoundhaddeclmedbefbrethespillanditisestimatedthatlO-l5percentofthespill-area

populationmayhavediedfbllowingthespill・Boatsurveysinthesoundshownorecoverythrough
l998．

Apodofkillerwhales,ｗｈｉｃｈｌｏｓｔｌ３ｏｆ３６ｍｅｍｂｅｒｓｉｎｔｈｅｔｗｏyearsfbllowingtheoilspill,has
yettoregainitsfbrmersize，eventhoughtheoverallGulfofAlaskapopulationishigherthan
pre-spillnumbers､TheABpodlostseveraladultfbmalesandjuvenilesandhasalsoshownsignsof
socialbreakdownwithinthegroup,withonematrilinealgroupleavingtojoinadifferentpodThisis
aphenomenonneverseenbefbreamongthematriarchalkillerwhales．

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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Twoprimarytypesofinjuriesoccurredtopinksalmon:l)growthrateswerereducedinjuveniles
fi｢omoiledareas,ａｎｄ２)therewasincreasedeggmortalityinoiledstreams，Evidenceofreduced
juvenilegrowthrateswaslimitedtothel989seaso､，buthighereggmortalitypersistedin
oiled-versus-unoiledstreamsthroughl997.ResearchersfbundthatPAHlevelsaslowaslpartper
billioncouldkillfishembryos(Heintzetal・’999).T11ereisstillconcemaboutoilinducedegg
mortalityinsomestreamsinthewestempartofPrinceWilliamSound．

LocalseaotterpopulationsinthemostheavilyoiledbaysonKnightlslandarestillnot
recovering､SeaottersbecamethesymbolofoilIsdestructionduringtheearlydaysofthespill,with
anestimated2,800animalskilled(GarrottetaLl993)．T11elackofrecoveryintheKnightlsland
areamayreflecttheextendedtimerequiredfbrpopulationgrowthfbralong-livedmammalwitha
lowreproductiverate,butitalsocouldreflccttheeffectsofcontinuingexposuretohydroCarbonsora
combinationofbothfactors．

Forsomespecies,notenoughisknownabouthowtheoilspilleffectedtheircurTentpopulations，
rcproductivesuccess,andoverallhealthtomakeajudgmentontheirrecoveryStudiesaIcunderway
toleammoreaboutcutthroattrout,DollyVarden,Kittlitz'smurTelets,androckfish．

Thelivesofthepeoplewholive,work,andplayintheareasaffbctedbythespillwerecompletely

disruptediｎｔｈｅｓｐｒｍｇａｎｄｓｕｍｍｅｒｏｆｌ９８９､CommercialfishingfamiliesdidnotfishThosepeople
whotraditionallysubsistonthefish,wildlifeandplantsoftheregioncouldnolongertrustwhatthey
wereeating・Recreationaloppommitiesweremostlyshutdowｎａｎｄｔｈｅｗｏｒｌｄ－ｗｉｄｅｉｍａｇｅｏｆａｎ

ａｔｔｍctiveandpristinePrinceWilliamSoundwastamishedwithoil､Onamorepersonallevel,itis
clearthatmanypeopleassociatedwiththespillregionhavenotbeenabletoputthetraumabehind
them．

EXxo〃陥此左zoilpenetrateddeeplyintocobbleandboulderbeachesthataIecommonon

shorelinesthroughoutthespillarea,especiallyinshelteredhabitatsthatdon'treceivemuchwinter

stormaction､Cleaningandnaturaldegradationremovedmuchoftheoilfromtheintertidalzone,but

visuallyidentifiablesurfaceandsubsurflceoilpersistsatmanylocations，Ｗｈｅｎcrewsretumedto

thebeachesinl993，theyfbundhundredsofsitesthatcontainedsubstantialoildeposits、Manyof

thesesitescontainoiltoday(Figure2:PleaserefbrtotheJapanesetranslation.)．

1,1997,eightyearsaftertheoilspill,someofthemostheavily-oiledsiteswerecleanedagain,A

chemicalagentwasappliedtotheweatheredoilatfivesites・T1Iechemicalused，ＰＥＳ-51,isa

citrus-basedproductfi｢omtheoiloforangesandlemons・PES-51bindstotheoilandfloats,allowing

boththechemicalagentandtheoiltobecollectedthroughtheuseofoil-absorbentpads､１，１９９８，

preliminaryanalysisoftaIgetedsitesshowedthatthecleanupmethodwaslaIgelyeffectivein

removingthevisiblesurflceoil・ButithadlittleeffbctonthelaIgedepositsofoilbeneathrocksand

overburde、Winterstormsreanangedthebeaches，exposinglaIgequantitiesofoilthatnever
receivedtreatment．

TrusteeCouncil-sponsoredresearchisprovidingmoreinfbrmationonfish，marinebirds，and

mammalsthancverimagined・MostprominentamongtheseprQjeｃｔｓａｒｅｔｈ1℃eecosystem-scale

prQjects，knownprimarilybytheiracronyms:ＡＰＥＸ（AlaskaPredatorEcosystemExperiment)，

NＶＰ(NearshoreVbrtebratePredators),andＳＥＡ(SoundEcosystemAssessment)．

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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PiattJ.F・andR.G､Ford､1996.HowmanyseabirdswerekilledbytheExxo"随ﾉﾋ左zoilspill?Pages
712-719inS.Ｄ、Rice，Ｒ・BSpies，，.Ａ､Wblfe，ａｎｄＢ.Ａ､Wright,eds・ProceedingsoftheExxo〃
随ﾉﾋﾉｾzOilSpillSymposium､AmericanFisheriesSocietySymposiumNumberl8．

T11eAPEXplOjectconcentratesontheproductivityandrecoveryofseabirdsbasedonthe

availabilityoffbragefish(herring,capelin,sandlace,etc)asafbodsource,Noneofsevenseabird

speciesontheinjuredresourceslisthasrecoveredThiseight-yearprQjectlooksatwide-ranging

ecologicaｌｃｈａｎｇｅｓｉｎａｎｅｆｆｂｒｔｔｏｅｘｐｌａｉｎｗｈｙsomespecies，suchaspigeonguillemots，ａＩｃｎ'ｔ
recovering(fbrmoreonAPEXseewww,fakmoaagov/oilVapexhtmoropenthePICESPressVblume

7,Number2,page35,athttp:"pices､ios・bcca/picespub/ppress/May99/APEX-llPdf)．

ＴｈｅＥｘｘひ阿陥ﾉﾋ左zwasthelaIgestoilspillinUS､histoIy§butitwasrelativelysmallcomparedto

manyotheroilspill、ＩｎＪｕｌｙｌ９７９，fbrexample，３５０millionliterswerespilledwhentwotankers
collidedintheCaribbean・OilspillsarepointsourcepollutionMoreinsidiousisthe１．３billionliters

ofwasteoilpoureddowndrains,waterwaysandsewerseachyearsintheU・Salone､That，ｓ３２ｔｉｍｅｓ
ｔｈｅａｍｏｕｎｔｓｐｉｌｔｆｔｏｍｔｈｅＥXxo〃随ﾉﾋたz・Ａｓｌｏｎｇａｓｈｕｍａｎｋｉｎｄｕｓｅｓｏｉｌｗｅｗｉｌｌbepollutingout
atmosphere,land,ａｎｄwater・Wemustsaveourselvesandweanourselvesofthisdependency．
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２－１５サハリン沖油、開発の開始と日露の海の環境・危機管理

国際環境NGO地球の友ジャパンシベリアHOTSPOTプロジェクト代表野口栄一郎

2－１５サハリン沖油田開発の開始と日露の海の環境。危機管理

国際環境ＮＧＯ地球の友ジャパン

シベリアＨＯＴＳＰＯＴプロジェクト代表野口栄一郎

ナホトカ号の事故は、日本の海が常に油汚染の危険にさらされている事実を実感させましたが、
同時に、あの事故は日本がロシアという隣国と海を分かち合っていることの宿命をも痛感させたの
ではないでしょうか。

日本海やオホーツク海といった海をロシアと分かちあう日本人にとって、海の危機管理のための
ロシアとの協力や連携は本来非常に重要なはずです。しかし、実際の協力や連携は決してスムーズ

に運んでいるわけではないようですし、本音の部分で言えば、日本人の側には、海の問題に関して
ロシア政府やロシアの人々 に対する不信感や苛立ち、或いは悔しさの混じった諦めのような思いす
らあるのではないでしょうか。

海の危機管理をめぐるそんな宿命を背負いながら、いまだぎこちない日本とロシアの関係。それ
をこの上さらに試すかのような新しい問題が出てきました。危険にさらされているのは、世界的に
貴重と言われるオホーツク海の生態系と、「世界三大漁場のひとつ」と言われる第一級の漁場。この
海を舞台とする初の石油開発が１９９９年夏本格的に始まったのです。ロシア領海となっているサ

■tj八リンⅡ石油開発プロジェクト柵匿

認

サハリン沖石油天然ガス開発
(出典$厨田国秋暫｢白い海､凍る海｣東海大学出版会より作成）

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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ハリン島沖の大陸棚で日米ロの企業連合が油田の掘削を行い、ここで原油を積んだタンカーがオホ

ーツク海を通過して日本や韓国に向うということが始まっています。この開発のスタートで、オホ

ーツク海の環境保全や漁業はこれまで経験したことのない危機管理を必要とされることになりまし

た。まさに、オホーツク海の生態系や漁場の命運が、日本人とロシア人とが協力出来るか否かにか

かっているのです。

今年４月、ロシアとアメリカから二人の環境ＮＧＯのメンバーが来日しました。

一人は、ロシアのサハリン州からやってきたデイミトリー・リシツインさん。もう一人は、アメ

リカからやってきたデビッド・ゴードンさんでした。二人は、北海道と東京を訪れ、札幌や網走の

漁業団体、海上保安庁、新聞社などを訪問したほか、JEDIC設立準備会のご厚意で勉強会にも登壇

しました。筆者の団体（国際環境ＮＧＯ地球の友ジャパン）はこの二人の受け皿となり、筆者は滞

在中の二人に同行して紹介や通訳などを行いました。リシツインさんもゴードンさんも言葉の壁に

もどかしそうにしながらも、行く先々で懸命に人々に語りかけていました。

二人が来日したのは、オホーツク海でこの夏、本格始動する大規模油田開発事業「サハリン２」

の危機管理体制、防災体制、環境対策について知り得た事柄について（あるいは、彼らが知ろうと

試みてもついに知ることの出来なかった事柄について）日本の人々に伝えるためでした。リシツイ

ンさんとゴードンさんが指摘した「サハリン２」の問題点は以下のようなものでした。

①油防除機材の配備の問題。大規模流出事故時の人員の出動体制の問題。
②回収作業を行う人員の訓練、及び配置の問題。

③流出油を処理する手段の問題。

④ロシア国内法への違反。

⑤油流出シナリオの問題、最大流出量の想定の問題。

⑥タンカー事故への対応策の欠如。

（｢サハリン２」を実施するサハリンエナジー・インヴェストメント社の基本的な考えは、同社に
はシヤトルタンカーの事故に対して責任を負う義務はない、というもの。シャトルタンカーの起
こす事故への対応は、タンカーがロシア水域にいるうちはロシア政府の仕事、日本の水域に入っ
てきた後は日本政府の仕事、との見解に立っている。問題は、当のロシアや地元サハリン州にタ
ンカー航行の安全確保や流出油の回収作業を行うための装備も人員も経験も圧倒的に不足してい
ることだ。また、事故発生ポイントがロシア水域であった場合にロシア当局がこれを日本に連絡
することを定めた協定や、日本の油回収船が現場に向かうのを認めるような協定は、現時点では
日ロ間に存在しない。このような現実と、オホーツク海の自然の重要性や漁場としての経済的価
値を鑑みれば、現時点で原油の生産を開始する開発会社は、最低限、ロシア水域におけるタンカ
ーの安全航行確保だけでも責任とすべきでないだろうか。開発会社が採掘現場の防災に加えてタ
ンカー航行の安全に対しても責任を持っている例は、アラスカなどで実際に見られる｡）

⑦流出油の動きを把握する手段の欠如。

⑧気象の把握に関する問題。

⑨流氷海で行う油回収作業の特殊性、過酷さなど十分に認識されていないという問題。
⑩予測モデルの問題。

⑪野生動物生息地の保護のための考察の不十分さ。

⑫情報開示の姿勢の問題。

これらの問題点は、ゴードンさんの所属するアメリカの環境ＮＧＯ、PacificEnvironmentand
ResourcesCenterが「サハリン２」の防災対策計画（OilSpillContingencyPlan(OSCP)）と呼ば
れるもの。英文）を入手してアメリカとロシアで石油開発の危機管理の専門家に独自の分析を依頼
した結果指摘されたもので、ゴードンさんはこれらの問題点についてまとめた意見書を「サハリン
２」の実施企業（※１）および、「サハリン２」に融資を行っている三つの開発金融機関（※２）に

｢流出油災害から何を学ぶか？ｊ日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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送り、防災対策、環境対策の充実を求めました。

※１

※２

サハリンエナジー・インヴェストメント社

米、海外民間投資公社（OPIC)、欧州復興開発銀行（EBRD)、日本輸出入銀行（当時。

１９９９年１０月、国際協力銀行に名称を変更｡）

殆どの人々にとって、リシツインさんとゴードンさんから聞く「サハリン２」の話は寝耳に水で

あるようでした。とりわけ漁業関係の方との会見は張り詰めたものとなり、リシツインさんとゴー

ドンさんの説明を聞く人々の表情には「これは多くの漁民の生活に関わる一大事ではないか」とい

う危機感が浮かんでいました。

来日中に二人が行った講演などの内容は、その後、新聞報道や漁業関係者のシンポジウムに活か

されることとなりましたが、アラスカで起こったエクソン・バルデイーズ号の事故からちょうど十

年目にあたるこの時期にリシツインさんとゴードンさんが私たち日本人に伝えようとしたのは、つ

まりはこういうことでした。「現場での操業開始を数ヶ月後に控えながら『サハリン２』の防災体

制・環境対策にはまだ不十分な点、見落とされている点が多々見受けられます。このままではオホ

ーツク海を舞台にバルデイーズ号やナホトカ号のような油濁事故が起こり、世界的に重要なオホー

ツクの自然や漁業資源に壊滅的な打撃を与える恐れがあります｡」

次ページの表は、「サハリン２」の稼動を間近に控えた１９９９年６月末の時点で危機管理上の問

題と思われたことについて筆者がまとめたものです。リシツインさんとゴードンさんが行った指摘

に、日本の事情を取り入れて作成したもので、危機管理項目としては「原油流出の未然防止」「流出

油の防除」「汚染の補償」の三項目を設けてありますが、ポイントは事故発生場所を３つの場合に分
けて考えようとしていることです。詳しくは表でご覧いただきたいのですが、事故防止の責任、事
故が起こった場合の作業の責任、補償の責任は、事故の発生する場所が何処であるかによって大き
く異なってくるうえ､責任そのものや対策の内容が明確になっていない部分もあります｡この点が、
実際に事故が起こった際に混乱の原因となるかもしれないという不安があります。
この表は「サハリン２」の稼動に伴う危機管理を考える上での叩き台に過ぎません。筆者自身は

決してこの問題を専門的に研究してきた人間ではないので、この程度の大雑把さで記すことしか出
来ませんが、より専門的な知見をお持ちの方や、この問題に関心をお持ちの方にとって少しでも考
える役に立てば幸いです。

最後に、ロシア人のリシツインさんにとって、１９９９年の来日が或る程度の社会的リスクを伴
うものであったことを述べておきたいと思います。ロシア国内、とりわけサハリン州においては、
この油田開発の環境面での問題を指摘するような発言を公の場ですることはかなり難しい状態とな
っています。リシツインさんは、それにも関わらず、この時期に日本に情報を伝えることの必要性

を感じ、また、日本に理解者やパートナーの見つかることを期待して来日を決心しました。（それ以
前には、サハリン州の女性新聞記者が油田開発について語るために日本を訪れようとして会社から
自粛を求められて断念した、といったことも起こっていました｡）

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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HOTSPOTプロジェクト1999.6/28）(作成：「地球の友ジャパン」シベリア

(ケースＡ）
｢サハリンⅡ｣の原油掘削・生産設備
もしくは貯油出荷設備で事故（オホ
ーツク海、サハリン北東沖。北海道
の北、約１千km）
(原油数万トンが海上に流出。サハリン島民の

漁場や鳥の生息地を汚染。流出量と潮流次第

では汚染範囲が北海道沿岸に拡大）

(ケースＢ）
オホーツク海のロシア領海内で発生
するタンカー事故による原油流出

（「サハリンⅡ」の原油を輸送するタンカー

がロシア水域を出る前に油流出事故が発生。

流出ポイント、流出量､潮流次第では北海道

沿岸にまで汚染が達する）

(ケースC）
日本の領海､北海道沿岸部などで発生す
るタンカー事故、原油流出

（「サハリンⅡ｣で生産された原油を運ぶオイル

タンカーが北海道沿岸／本州沿岸を航行中に

事故発生。数万トンの原油が海上に流出し、漁

場や養殖場を直撃）

原油流出の未然防止

(原油流出事故を未然に防止する

設備となっているか､防止する法

的体制は整っているか､それらの

運用体制は整っているか？）

掘削・生産･貯油。出荷設備での事故防止

(責任者：「サハリンⅡ」のオペレーター「サハ

リンエナジーインベストメント社」）

対策が非公開
※採掘現場付近の気象条件の過酷さや生産原

油の性質を考慮した安全策を持っているか、

情報が公開されていない

ロシア領海でのタンカ弓抗行の安全確保
(責任者：タンカーの運行会社／排他的経

済水域の管轄権のあるロシア政府）

不十分
※安全性の低いタンカー、老朽化したタン

カーの使用されるおそれがある

※サハリン州にはまだタンカー航行の安全
確保の技術や体制が整っていない

日本領海でのタンカー航行の安全確保
(責任者：タンカーの運行会社／排他的経済水

域の管轄権のある日本政府）

リスク大
※使用されるタンカーとその所有者はプロジェ
クト開始直前まで分からない

※日本に寄港しないタンカーの場合、日本政府

が取り締まる事は殆ど出来ない

流出油の防除

(原油流出時に迅速・効果的な防

除を行える設備と体制がある

ｶｭ？）

(責任者：「サハリンⅡ」のオペレーター「サハ

リンエナジーインベストメント社」）

対策が非公開
※現地の過酷な気象・海象条件や、生産原油

の性質を考慮した安全策が必要だが、適切な

防除機材の配置や訓練が行なわれているか、

対策が公開されてない。

ロシア領海での流出油の回収・処理

(責任者：ロシア政府／サハリン州政府）

きわめて不十分
※サハリン州には流出油の防除を行うため

の技術、人員、設備がない。事故が起こつ

た場合に､日本の油防除船をロシア領海に入

れられるような協定も結ばれていない

日本近海・沿岸部での油回収・処理
(責任者：日本政府・海上保安庁／自治体）

要改善
※関係省庁が連携して迅速な対応をすることが

出来るか？不安が残る。国が対応出来ず、自治

体やボランティアが苦労したナホトカ号事故の

教訓は活かされているか？

汚染の補償

(油回収費、汚染の被害を受ける

漁民や自治体に対する補償、さら

に､汚染を回復するための費用は

確保されているか？）

(責任者：「サハリンⅡ」のオペレーター「サハ

リンエナジーインベストメント社」）

不十分
※北海道オホーツク海沿岸の水禍げ・加エは

年6000億円規模だが、サハリンエナジー社の

補償限度額は400億円前後。

(責任者：タンカーの所有者）

不十分
※北海道オホーツク海沿岸部の水揚げ・加

エは年6000億円規模だが、タンカー所有

者の補償限度額は100億円程度であり国際

油濁補償基金の補償限度額も約230億円

(責任者：タンカーの所有者）

不十分
※北海道オホーツク海沿岸部の水揚げ・加工は

年6000億円規模だが､タンカー所有者の補償限

度額は100億円程度であり国際油濁補償基金の

補償限度額も約225億円
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第３章

流出油災害関連シンポジウム・講習会

本章では、第２章で紹介した当会の学習会以外の、当会の活動に関連するシンポ

ジウム、講習会等を紹介する。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会

－６７－



３－１国際シンポジウム：「ナホトカ号油汚染鳥類の救護・保全活動から何を学ぶか?～環境保全における危機管理の将来像」
日本ウミスズメ類研究会ジョン．プリーズ、野生動物救護獣医師協会（WRV）植松一良

（財)世界自然保護基金日本委員会（WWFJapan）東梅貞義、日本財団高木純一

３－１国際シンポジウム：「ナホトカ号油汚染鳥類の救護・保全活
動から何を学ぶか?～環境保全における危機管理の将来像」

日本ウミスズメ類研究会ジョン・プリーズ

野生動物救護獣医師協会（WRV）植松一良

(財)世界自然保護基金日本委員会（WWFJapan）東梅貞義

日本財団高木純一

あまり知られていませんが１つの諺があります。「１度目は霜すあなたが悪いが、２度目は霜され

る私の方が悪い」というものです。日本での災害に対する準備体制や対応の問題には、この諺がぴっ

たりと当てはまる様に思います。最近、災害が起きてからしか対応を考えないと言って政府の危機管

理体制を批判することが流行っています。欲求不満になっていた元国会議員が最近東京で開かれた危

機管理のセミナーで次の様なコメントを漏らしました。「いいかげんに政府は方針を変えて、起こり

うる危機に対応できる体制を整えるべきだ」と。これと同じ様なことを考えている人は多い様です。

そのセミナーは、１９９５年に起きた阪神・淡路大震災に関するものでしたが、１９９７年１２月

７日に東京の銀座ガスホールにて開催したこのシンポジウムでは油流出事故を取り扱っています。特

に１９９７年１月２日に起きたナホトカ号の重油流出事故に関してです。少なくともこの事件におい

て、多くのＮＧＯに関しても同じ批判が当てはまると思います。私達も準備不足だったのです。

大規模な油流出事故に対応するには必ずＮＧＯの要員と専門知識が必要となるので、私達も次の流出

事故が起きる前に準備しておく必要があります。その第一歩は、まずナホトカ号の流出事故の経験か

ら出発するのが懸命なやり方です。１月２日から始まった一連の出来事を思い出し、政府やＮＧＯがそ

の痛々しい経験から何かを学ぶ機会を作りたかったので、私達主催者はこのシンポジウムを企画いた

しました。

また日本では油濁事故防除の主たる目的は漁業被害防止にあります。これに対して先進諸外国では、

生態系保全がその目的とするところです。私たち人類も生態系の一部を構成している生物であり、人

類が生きていくためには様々な他の生き物との関わり無くしてはいられません。漁業自体も海洋生態

系の一部である魚介類を収獲することを鑑みれば、生態系全体を保全することは、漁業の将来を保全

することに繋がります。ひいては人類存続の要件ともなるのですが、日本では海洋汚染被害に対する

認識が、非常に狭義に論議される傾向があり、このため野生生物への油濁被害の防除について、とも

すると感傷論として捉えられることが多いのです。私達主催者は、この点についても焦点を当てるよ

うに努力しました。

１．何故野生生物に焦点を当てるのか

当シンポジウムにおいて、私達主催者（野生動物救護獣医師協会、日本ウミスズメ類研究会、（財）

世界自然保護基金日本委員会、日本財団）は、野生生物とその生息地に対する油流出事故の影響とそ

の影響を最小限に抑えるのにどうすればいいのかといった事に焦点を当てようと考えました。

この数十年、油流出事故が野生生物の個体数やその生息地に壊滅的な影響を与える可能性があると

いうことが認められています。エクソン・バルデイーズ号の流出事故だけでも、３０万から６４万羽

の海鳥、３５００から５５００匹のラッコ、そして数百匹の鰭脚類が直接の影響で命を落としたと推

定されています。他の流出事故では、その深刻な油汚染が北海やカリフォルニアの沿岸に生息してい

た海鳥の個体群を絶滅させています。さらに油流出事故が潮間帯に生息する生物と底生生物の個体群

を壊滅させることも珍しくはありません。

すぐに生じる被害は上記の通りですが、表面化しにくい２次的な被害も深刻なものです。例えば油

で汚染された貝が、それらを捕食する烏や潮間帯に生息する動物などを汚染します。致死量にまで達

しない海鳥の汚染は繁殖を妨げ、その個体群の被害からの回復能力を低減させます。どんな影響であ

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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３－１国際シンポジウム：「ナホトカ号油汚染鳥類の救護・保全活動から何を学ぶか?～環境保全における危機管理の将来像」

日本ウミスズメ類研究会ジョン・プリーズ、野生動物救護獣医師協会（WRV）植松一良

（財)世界自然保護基金日本委員会（WWFJapan）東梅貞義、日本財団高木純一

っても絶滅危倶種やその餌、生息地に関係してくると、特に事態は深刻です・

失われた収入や財産への被害なら補償金で迅速かつ簡単に償うことができます。しかし、被害地の

野生生物の個体群や生態系は回復するのに数年、数十年かかりますし、種は絶滅してしまったら２度

と回復することはありません。

ナホトカ号油流出事故の時には、政府やＮＧＯの野生生物の保護対応の在り方に懸念すべき欠点が目

につきました。次の（必ず起こる）油流出事故が起きた時には、野生生物の保護に今回よりも高い優

先順位が付けられ、野生生物が事前に計画された高度な保護体制の恩恵を受けることを私達は望んで

います。

２．講演の概要

このシンポジウムでは、ナホトカ号の油流出事故に焦点を当てています。講演者は当時の野生生物

救護活動の様子を説明し、それを評価し、そして油流出事故の後に行われた野生生物関係の調査の結

果を発表しました。それとともにアメリカの事例を紹介しています。まず２人の講演者が連邦のシス

テムを紹介し、つづく３人の講演者がカリフォルニア州のシステムを紹介しました。

２－１ナホトカ号油流出事故：油に汚染された野生生物の救護と被害の評価

スコット・ニューマン獣医師は、野生動物救護獣医師協会やその他の団体が行った油に汚染され

た生きている烏の救護・リハビリ活動について紹介しました｡生きた状態で救出された鳥の僅か２１％

しか最終的に放鳥されなかったこと、またその低い放鳥率は対応の初期段階での鳥の取り扱い方が不

適切であったためだと彼は指摘しています。リハビリの活動が展開して行くに従ってリハビリ内容が

どの様に改善されたのかを説明し、次回の流出事故の準備において何に高い優先順位を付けるとよい

かについて提案しました。

（財）日本野鳥の会保護・調査センター副所長（当時）の古南幸弘さんと環境庁自然保護局野生生

物課専門官（当時）の水谷知生さんは、油流出事故が野生生物やその生息地に及ぼした影響を評価す

る試みについて説明しました。古南さんは、油汚染海鳥被害委員会（ＯＢIC）や地方の団体が行った、

油に汚染された烏の死体の海岸での調査活動を紹介しました。人員が不足していたり、海岸線の多く

は人間が接近できないような海岸だったりしたために、全域に渡る一貫した調査ができなかったと述

べています。場所によって調査を開始した時期も異なっていました。こういった調査活動が事前に計
画されたものではなかったことが、多くの問題の原因だったと指摘し、将来の流出事故に備えて事前
に計画を立てておくことの必要性を訴えています。調査活動に必要な物資を手に入れておくこと、要

員の教育訓練、効果的なコミュニケーション、広域に渡る活動のコーディネートを可能にするシステ
ムを設立することも必要だと述べました。

水谷知生さんは、流出事故が野生生物やその生息地に及ぼした影響を環境庁がどのように評価しよ
うとしたかを説明し、この進行中のプロジェクトの結果を一部紹介しました。この試みにはＮＧＯの
協力と専門知識が不可欠でした。最後に水谷さんも事前の計画の必要性を訴え、特に被害の評価方法
を改善することと、鳥の生体と死体を回収することの大切さについて一般市民に教育することが必要
だと述べました。

２一２アメリカ合衆国における油流出事故の準備と対応のモデル
ジョセフ・ブルソウ司令官は、１９９０年油汚染対策法(OPA190)に定められているアメリカ連邦政

府の油流出事故に対する準備及び対応の方針を紹介しました。アメリカのこの成功しているモデルの
重要な要素として次の様な内容をあげています。事前の計画、野生生物やその他の自然資源を守るた
めの政府からの指令、計画段階でのＮＧＯの深い関与、野生生物保護機関と相談することが義務付けら
れている一人の連邦政府の代表者（オン・シーンコーディネーター）に幅広い権限を与えること。
ハリー・カーターさんのアメリカ西海岸における海鳥の死亡率推定の試みの歴史についての講演で

は、調査に関わる団体や調査の精密さが流出事故ごとに異なってきているということが述べられまし
た。過去における死亡率の推定結果が総じて低かったのは、記録が不十分だったことに起因する可能
性があるとも述べました。更に、油汚染による影響の恐れが、どの様にしてその場限りの流出事故対
応だけではない幅の広い保護活動を生んだかについて紹介しました。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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３－１国際シンポジウム：「ナホトカ号油汚染鳥類の救護・保全活動から何を学ぶか?～環境保全における危機管理の将来像」
日本ウミスズメ類研究会ジョン．プリーズ、野生動物救護獣医師協会（WRV）植松一良

（財)世界自然保護基金日本委員会（WWFJapan）東梅貞義、日本財団高木純一

ビート・ボンタデリさんは、油流出事故の対応及び被害を受けた自然資源の回復に対するカリフォ

ルニア州でのアプローチを説明しました。カリフォルニア州油流出防止対策室が事故対応の中心機関

であるとともに、事故時に州の自然資源を保護する官庁の一部でもあることから、「油流出事故の対

応の全ての段階において野生生物が十分かつ一貫して取り扱われることが保証できるのです」と彼は

強調しました。

ジョナ・マゼット獣医師とポール・ケリーさんは、自然資源に対する影響を最小限に抑えるために

カリフォルニア州が用いる対応に必要な多くの要素と対策手段について説明し、ボンタデリさんの講

演内容を補足しました。マゼット先生は、カリフォルニア油汚染生物救護ネットワークについて説明

し、こうしたネットワークが効果的に機能するために必要な資源と準備活動を明らかにしました。ケ

リーさんはベースイラインデータの大切さとその利用について説明し、更に野生生物の個体群や生息

地に油が達するのを防ぐ技術、汚染された領域から野生生物を追い払うこと、影響の文書化について

詳しく述べました。

３．何故アメリカのモデルを取り上げるのか

私達がアメリカのモデルを勉強することにした理由は、アメリカ、特にカリフォルニア州が油流出

事故の影響から野生生物を保護しようとする徹底的かつ積極的な努力で知られているからです。こう

いった努力の背景にはパブリック．トラストという理念があり、これは環境を被害から確実に守り、

それでも被害が生じた場合はいかなるものでも修復する責任が政府にはあるという理念です。私達主

催者もこの理念に賛成で、日本政府にも取り入れられるべきだと考えていますし、今後の流出事故の

対応活動はこの理念に基づいたものであるべきだと考えています。

アメリカでは豊富な基金によって、油で汚染された野生生物の救護技術､野生生物の追い出し技術、

バイオレメデイエーション、水環境中の流出油動態といった多様でハイレベルな研究が支えられてい

ます。連邦政府もカリフォルニア州での対応に参加している組織も、皆これらの研究の恩恵を受けて

います。更に、アメリカには訴訟の結果として入手される高額の資金が利用できるので、自然資源損

害アセスメントの新しい方法や技術の開発が行えます。そして、アメリカの海域では航行するタンカ

ーや沖合いの洋上石油採掘基地が多いので、アメリカのシステムは繰り返し試され、再評価されてき

ています。こうしたことから、私達がアメリカの事例から学ぶべきことは多いであろうと考えた訳で

す。

しかし、アメリカの事例を取り上げてはいますが、決してアメリカのシステムの全ての要素が日本

にも適切だとは考えていません。アメリカの例は、選択できる数多くのモデルの１つでしかありませ

ん。他の工業国で実践されている技術やアプローチも十分に検討する価値があります。それぞれの国

は、政治、経済、文化の違いから、同じ目標を達成するにしても違った方法をとるでしょう。日本の

関係者は、どういったシステムが日本の事情に最も合うのかを見極める必要があります。

更に注意すべき点としては、講演の中で取り上げられている考え方や技術についても科学者達の間

では強い意見対立があるということです。例えば環境に対する影響の質と規模を理解するのに現時点

で利用可能なベースラインデータだけで十分なのか、また限られた資金は油で汚染された野生生物の

救護よりも環境への影響の評価や環境の回復のためにより効果的に使うことができるのではないか、

最も適切な野生生物の追い出しの方法は何なのか、追い出しそのものが環境への影響を少なくするた
めに本当に効果的なのか。

アメリカ国内でもこうした議論が今も行われています。しかしこの時点で確信を持って言えること

は、日本がこういった課題に取り組み、野生生物の保護方法の中から最も適切な組み合わせを決める

際には、全ての利害関係者が合意に達するまでオープンな話し合いの場が持たれるべきだということ

です。そして、公共であれ民間であれ、いかなる団体もその話し合いの場から閉ざされるべきではな

いということです。

ナホトカ号の油流出事故では､ほとんどの関係団体が準備不足の状態でした｡今こそ政府機関とＮＧＯ

が共にこの不幸な事故から学び、準備を始める時でしょう。アメリカや他の国々の先端的な知識や経

験を十分に検討することで、日本は海や海岸線に生息する野生生物に対する自分達の思いが十分に反

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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３－１国際シンポジウム：「ナホトカ号油汚染鳥類の救護・保全活動から何を学ぶか?～環境保全における危機管理の将来像」

日本ウミスズメ類研究会ジョン・プリーズ、野生動物救護獣医師協会（WRV）植松一良

（財)世界自然保護基金日本委員会（WWFJapan）東梅貞義、日本財団高木純一

映されるシステムを作ることができるのです。一度目は編され、その結果手痛い思いをさせられまし

た。今回うまくいかなかったのは、経験が無かったことや問題意識が無かったせいにしてもいいでし

ょう。しかしこんな言い訳は次回の事故の時には成り立ちません。もし日本が次回の事故までに、充

分な体制を準備出来な無ければ、世界に対して恥かしい思いをするだけでなく、地球の財産である野

生生物を再び多数失い、次の世代が豊かな生態系を引き継げないと言う事になるでしょう。

このシンポジウムは多くの方たちの協力により準備がなされ、そして当日は、自然保護関係者はも

とより、政府、地方公共団体等の行政の方々、海事関係の方々、マスコミの皆さんの参加を得て、長

時間熱心な議論が展開されました。影で運営を支えてくださったボランテイアの皆さんと、参加者の

皆さんに大変感謝しています。

アメリカからは、極めて多忙な方たちが個人の時間を割いて詳細な要旨を作製してくださり、当日

は美しいスライドを用いて、日本の対策の前進のために丁寧な講演をしてくださいました。深謝に耐

えません。私達は、このシンポジウムが日本の体制強化の、飛躍的な第一歩に繋がることを願ってい

ます。

なお、このシンポジウムは、私達JEDICの設立に際し、組織的にも理論的にも大きな原動力となり

ました。この際の講演要旨集は私共主催者の一つである野生動物救護獣医師協会にお問い合わせ頂け

れぱ頒布させて頂きます。

国際シンポジウム

｢ナホトカ号油汚染鳥類の救護活動から何を学ぶか？」
－環境保全における危機管理の将来像一

日時：１９９７年１２月７日（日）１０：００～１９：３０

会場：東京・銀座ガスホール

主催：野生動物救護獣医師協会（WRV)、日本ウミスズメ類研究会、
（財)世界自然保護基金日本委員会（ＷＷＦＪａｐａｎ)、日本財団

協賛：(社）日本獣医師会．（社）日本動物病院福祉協会、日本野生動物医学会
後援：環境庁・運輸省・海上保安庁

（財)日本野鳥の会・(財)日本鳥類保護連盟・ＰＳＧ日本海烏保護委員会
海上災害防止センター．（社)日本海難防止協会・石油連盟、

（社）日本動物園水族館協会

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準術会
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３－２海のリレーシンポジウムでのJEDICの発表について

クリーンアップ全国事務局（JEAN）小島あずさ

３－２海のリレーシンポジウムでのJEDICの発表について

クリーンアップ全国事務局（JEAN）

小島あずさ

海洋環境の保全をテーマに活動しているＪＥＡＮでは、国際海洋年にちなんで１９９８年７月２４

日・２５日に「海のリレーシンポジウム」を開催しました。「われらをめぐる海一美しい海を２１世

紀へ」と題し、国立医薬品食品衛生研究所との共催でおこなったものです。この中でＪＥＤＩＣの取組

みについて東梅貞義氏に発表をお願いしました。ＪＥＤＩＣ設立準備会の成り立ちの経緯と、市民から

の提言発表以降の動き、定例の勉強会の紹介などがその内容です。

リレーシンポジウムの内容

１日目は化学物質と海の環境をテーマに，化学物質による海洋汚染の現状についての発表とディ

スカッションが行なわれました｡最初に化学物質の安全性に関する最近の話題として、「地球規模の

情報ネットワークと環境中のホルモン様物質に関する情報源」（国立医薬品食品衛生研究所化学物

質情報部部長神沼二厘）「信頼のおける化学物質の安全性情報の提供をめざして（同研究所主任研
究官山本都）の２つの発表がありました。

続いてメインテーマである海の化学物質汚染についての事例報告が行われました。内容は「海の

廃棄物とその問題点（東京水産大学教授兼広春之)｣、「海の化学物質汚染：国際マッスルウオッチ

計画などを例として（東京農工大学助教授高田秀重)」「有機スズ汚染と水生生物への影響（国立

環境研究所主任研究員堀口敏宏)」の３つで、いずれも発表も昨今問題となっている内分泌撹乱化
学物質やプラスチック廃棄物の問題点を指摘する興味深いものでした。

最後に「海辺の保全と再生」として海岸浸食の問題をとりあげて海岸それ自体の保全に関する問
題提起（建設省土木研究所河川部長宇多高明）と、「海の研究をどう進めるか（国立環境研究所総

合研究官原島省)」として最先端の研究事情紹介があり、それらを受けての総合討議となりました。
時間に限りがあったために、充分な討議というよりは豊富な話題を整理するにとどまりましたが、

あらためて海洋環境の現実の厳しさを認識することとなった１日でした。

２日目は、１日目の専門的、学術的な話題提供を踏まえて現場で行動する市民からもパネリスト
をお招きしました。

全体のテーマを「健やかな海を未来に手渡すために」として、様々 な分野で海洋環境保全に取り
組んでいる活動を紹介し、総合的な海洋環境保全のために新しいネットワークの構築についてディ
スカッションしようという試みです。

はじめの報告と問題提起は「油汚染事故へのとりくみ（JEDIC設立準備会東梅貞義)」「鳴き砂
の保全（琴引浜の鳴り砂を守る会三浦到)｣、「ラムサール条約と海・磯・河口（ラムサールセンタ

ー中村玲子)｣。JEDICの取組みについては、油流出事故の経験を生かすために誕生した新たな動
きとして関心を集めました。得意分野の異なる複数の団体が協同して取り組んでいること、災害と
いう非常時に対する備えとして恒常的な情報収集や勉強会が開催されていることは、後半の討議に
もおおいに参考になったようです。

鳴り砂の保全や干潟の保全活動においても、それぞれ日本全国や国際的なネットワーク活動が活
発であることも紹介されました。

次に、海洋環境の総合的な保全のためのネットワーク構築にむけて「プラスチックによる海洋汚
染の現状（北海道大学水産学部教授小城春雄)」と、そういった状況をウオッチングするインター

ネットを活用したネットワークについて「プラスチックデブリウオヅチャーの試み（国立医薬品食
品衛生研究所化学物質情報部大竹千代子)」の話題提供がありました。

これをうけて、総合的なネットワークや新手法の検討を含むディスカッションがおこなわれまし
た。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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３－２海のリレーシンポジウムでのJEDICの発表について

クリーンアップ全国事務局（JEAN）小脇あずさ

活発な討論が行われ、発表者以外にも、プラスチック業界や川から海につながる視点を加えて、活発な討・論がイ

あらたなネットワークの必要性と可能性を確認して２日間のシンポジウムは終了しました。

ＪＥＡＮによるピーチクリーンアップ！

■も

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害備報センター（JEDIC）設立準備会
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３－３千葉県海岸調査ボランティア講習会

(財）日本野鳥の会古南幸弘（財）世界自然保護基金日本委員会東梅貞義

３－３千葉県海岸調査ボランティア講習会

(財）日本野鳥の会古南幸弘

(財）世界自然保護基金日本委員会東梅貞義

１．覆水盆に返らず

油流出事故は、何の前触れもなく突然起こります。それがナホトカ号事故のように海鳥に大きな

被害を与える事故である場合、どの範囲に油が漂着し、また被害を受けた鳥がどの程度いるのか、

そのうち、まだ生きていて手当を必要とする鳥はどのくらいいるのか、どこで治療とリハビリが行

えるのか、といったことを一度にこなす必要が発生します。

１９９７年１月のナホトカ号事故では、それらが、何の準備もない状態で突然生じてしまったの

です。１９９７年７月のダイヤモンド・グレース号事故でも、すんでのところで海鳥に大きな被害

が生じるところでした。

これらの事故を通じて私たちが痛感したのは、平時において、油流出事故時に即応できる体制を

整えておく必要性でした。特に、海鳥の被害回復に役立てるための調査を行うためには、烏の識別

と油付着状況を調査できる人が、いざという時に海岸にかけつけられるように準備しておく必要が

あります（７６ページの図参照)。

１９９６年度の海上保安庁による海洋汚染の海域別発生確認件数によると、東京湾だけで６５件

の油による汚染件数が報告されており、今後も事故により多くの被害鳥が発生するおそれが十分あ

ります。神奈川県では、横浜市本牧沖で起きたダイヤモンド・グレース号事故と、同年８月１０日

に日本野鳥の会神奈川支部が開催した勉強会（自然百話「重油に汚染された海鳥たち－ナホトカ号

重油事故に｣）をきっかけにして、ＮＧＯと行政が協力し、事故時に海鳥救護と海岸調査を行うため

の体制づくりが進みました（｢２－６神奈川県における油汚染烏の救護体制」参照)。このように
事故の経験と教訓を、次の事故に備えるために活かしていく試みが出てきました。

２．備えあれば憂いなし

千葉県では、１９９８年８月１５日早朝、千葉県銚子市の犬吠埼沖でケミカルタンカー第５山菱
丸と貨物船プリンセスセイコーが衝突し、第５山菱丸から燃料の重油約４０キロリットルが流出。
重油は翌朝、千葉県飯岡町の海岸に漂着しました。

この事故では、重油が漂着したのが夏のシーズン中の海水浴場だったこともあって多くの回収ボ

ランティアが回収作業に参加し、作業に携わった人は延べ３千人と報道され、注目を集めました。
ＪＥＤＩＣ設立準備会は８月１７日にこの事故に対する対策会議を開き、海岸調査を行うことになり

ました。第１回めは８月２２日に日本野鳥の会が窓口となり、日本野鳥の会千葉県支部、銚子野鳥
の会、千葉県立博物館と協力して実施。第２回めは９月２０日にＷＷＦジャパンが窓口となってボ

ランティアを募集し実施しました。この２回の調査で飯岡町の飯岡海岸から銚子市の犬吠埼付近の

海岸を経て銚子漁港に至る範囲の海岸において鳥類の目視調査をした結果、幸いなことに、明らか
に油で汚染された個体や、海岸に漂着した個体は確認されませんでした。

３．まずはできるところから

こうした経験を共有化すると共に、実際にどのような調査が必要なのかを体験してもらうことを

目的として、油汚染発生時に必要な鳥類を中心とした影響調査の講習会を開催しました。

講習会は、千葉県近辺に在住のバードウオッチヤーと海岸調査に興味のある方、千葉県鳥獣保護
ボランティア登録者に呼びかけ、合わせて４１人が参加しました。午前中は犬吠埼沖事故について
振り返り、ＪＥＤＩＣ準備会の調査結果について報告した後、事故時に海岸調査が必要な理由、事故時
に調査を行うための平時の体制、調査を行うにあたって知っておくべきことを講義しました。午後
は野外に出て、谷津干潟のまわりを歩きながら、調査方法と調査用紙の記入方法について実習を行
いました。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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３－３千葉県海岸調査ボランティア講習会

(財）日本野鳥の会古南幸弘（財）世界自然保護基金日本委員会東梅貞義

終了後は、参加者の有志で今後どのような体制がとれるのかについて討議しました。千葉県は、

海岸線が長く、また人口が一部に密集していて、地理的にも調査に行きにくい海岸があります。ま

た企業の所有地で立ち入りのできない埋立地が続いている地区もあります。こうした地域をどうカ

バーするか、また複数のＮＧＯの間で調査区間をどう分担・調整するのかといった課題が出されま

した。

千葉県内で定期的に水鳥の調査を行っている団体もあり、またフェリーの定期航路を利用して海

上の海鳥の調査を行っているという情報も分かりました。こうした平時のデータをどう集約し、事

故時に活かすかがまた課題として残されました。

千葉県海岸調査ボランティア講習会プログラム
(１９９８年１０月２５日千葉県習志野市谷津干潟自然観察センターにて開催）

後援挨拶千葉県自然保護課鳥屋部邦夫

第１部油汚染対策として必要とされる海岸調査と救護活動の実際９：００－１２：３０

（司会日本財団ボランティア支援部高木純一）

１．ＪＥＤＩＣ準備会の活動の経緯と講習会の目的（ＷＷＦジャパン自然保護室東梅貞義）

２．環境庁の油汚染発生時の野生生物に関する対応体制（環境庁鳥獣保護業務室半田浩志）

３．千葉県の犬吠埼沖事故への対応と今後の油汚染発生時の野生生物に関する対応体制

（千葉県自然保護課笠井貞義）

４．犬吠埼沖油流出事故の調査結果と油汚染対策として必要とされる海岸調査

（日本野鳥の会保護・調査センター古南幸弘）

５．油汚染された野生生物の救護（(NPO)野生動物救護獣医師協会植松一良）

６．油汚染事故の際ボランティアが気をつけるべきこと（日本財団ボランティア支援部黒濯司）

第２部

（講師

海岸調査実習１３：３０－１５：３０

日本鳥類保護連盟箕輪多津男／ＷＷＦジャパン東梅貞義、三間淳吉、佐久間浩子

日本野鳥の会古南幸弘、山崎宏）

終了後、参加者有志によるディスカッション「千葉県における海岸調査の可能性と課題」

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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３－３千葉県海岸調査ボランティア講習会

(財）日本野鳥の会古南幸弘（財）世界自然保護基金日本委員会東梅貞義

野生生物のためにすべきこと

事故が起きる前／事故が起きてから

事諭溌言読Ｉ＜海岸情報の整理＞

＜ｾﾝｼﾃｨブ寺ｴﾘｱ地図作成〉
(油被害に弱い場所の特定）

十
･野生生物やその生息環境
への油被害の防除計画Ｌ

首切器目U言Ｔ巨
エ

、1【Ｘ芦丁願

地墳のキーとなる人の選択

!地糟グループの分担

(どこへ誰が行くか）

,事前トレーニング ’
･圭救誇計、

‘平時のベースライン調査実施

(どｚ６Ｅどんな烏誤いる釦》

故が起きてからＩ

虎"翫鋤

･死体の分析

＜被害の推定と回復計画の立案＞

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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３－４シンポジウム「ナホトカ号から学んだこと」

NAD（NetworkActiveinDisaster）北陸沢野伸浩

３－４シンポジウム「ナホトカ号から学んだこと」

ＮＡＤ(NetworkActiveinDisaster）北陸

沢野伸浩

はじめに

ナホトカ号重油流出事故は１９９７年１月２日に発生したが、それから丸２年が経過した１９９９年

の３月２０日に金沢工業大学８号館１０１教室で「ナホトカ号から学んだこと」と題するシンポジ

ウムを開催した。このシンポジウムは、ナホトカ号事故後金沢工業大学を中心として形成された研

究者のネットワークを中心に主催され、午前中は主としてボランティア関係者、午後は国をはじめ

とする行政機関等で油流出事故に取り組む方々を招き、それぞれの立場から大規模油災害対応の動

向や問題点が話し合われた。午前中のシンポジウムの内容そのものに関しては、ホームページ、

http://Wwwseiryo､acjp/sawano/nadh／にその内容を掲載しているので、そちらをご覧頂くとして、
ここではこのシンポジウムを開催するに至った経緯などについて、油汚染事故対応に関する国や県

等行政機関の動向とボランティアの関わりなどについて述べたい。また、ＮＡＤ北陸（北陸災害救援
ネットワーク）は、阪神大震災をきっかけに神戸・西宮に生まれたＮＶＮＡＤ(日本災害救援ネットワ

ーク)が呼びかける「全国ＮＡＤ構想」に呼応する形で形成されたボランティアグループであり、設

立の趣旨等も上記ホームページに掲載している。

1．ナホトカ号事故とその後

ナホトカ号事故の際、全国から７０万人を超えると言われる「重油回収ボランティア」が全国か
ら被災地に集まり、この種の広域に及ぶ災害に際し、ボランティアの果たす役割の大きさが改めて
社会的に大きくクローズアップされたことは記憶に新しい。しかし、災害からおよそ３年が経過し
た現時点で冷静にその活動を振り返ると、今回行われた活動には多くの問題を指摘できよう。例え
ば、能登半島の先端部分や門前町等、過疎化と老齢化が同時に進行している地域においては、回収
活動が十分になされることがなかったため、未だに漂着当時とそれほど変わらない状況で油が残さ
れたままである。本来、このような地域にこそボランティアが必要とされたはずである。
ナホトカ号事故発生当初､マスコミ等により連日船首部が漂着した三国町周辺の状況が報道され、

そこへ多くのボランティアが結集し、ボランティア本部が作られた。しかし、三国町やその周辺は、
能登半島の先端部などとは比較にならないほど交通の便が良く、また海岸線を通る道路の存在など、
漂着した油を「回収しやすい」環境にあったといえる。
能登半島の奥、例えば門前町藻浦（もうら）海岸は、全長４００ｍ程の砂浜であるが、道路から

から５００ｍほど歩かなければそこへ到達できない、極めて不便な場所に位置する。この海岸にも
容赦なく重油は漂着し、周辺住民と自衛隊が協力した回収作業が行われた。ここで行われた回収作
業では、せっかく士嚢に集めた重油を海岸から搬出する前に時化が襲い再度流出してしまうなど、
困難を極めたものとなった。自衛隊による回収作業が終了した後は漂着した油がそのまま放置され、
今では浜全体に油が沈降し砂表面を２０ｃｍ程掘ると海岸線のどこからでも漂着した重油が顔を覗
かせるような状態となっている。

このような事故からおよそ３年後の現在の状況を見ると、事故発生直後に立ち上がりその後約３
ヶ月間続けられた重油回収ボランティア活動は、本当にあれで良かったのかと言わざるを得ないも
のが多い。もっと効率的な人員の配置や回収の方法はなかったのか、資機材の活用や寄せられた支
援金・義援金の使い道などにもっと「賢い」方法はなかったのか、等々 である。

２．もし適切な情報があったなら.．、

当時のことを振り返ると、ほとんどの問題が「情報伝達」に起因して起こったことがわかる。大
規模な油流出事故が起こった際、初動と適切な情報伝達が事故の被害の拡大を防ぐ上で重要な鍵を
持つことはこれまで何度も指摘されてきた。日本では１９７４年に水島コンビナートが重油流出事
故を起こしたが、･流出事故発生直後にオイルフェンスが確保できてさえいれば、大規模な油の拡散
には至らなかったことが分かっている。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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３－４シンポジウム「ナホトカ号から学んだこと」

ＮＡＤ（NetworkActiveinDisaster）北陸沢野伸浩

ナホトカ号事故に際しては発生当初、海上保安庁の管轄がまず問題となった。これは、今回の事
故が第８管区と第９管区の海上保安庁の２つの管区にまたがって発生したため、全ての情報が一度
東京を経由するということになり、なかなか届かない情報に石川県知事が激怒したという有名な逸
話が残されている。

さらに、国、県、警察などは事故当初航空機をさかんに飛ばし、今どこに流出油が浮遊しいつご
ろどこへ到達するかを伝えたが、それらの形式は全くバラバラかつ予測もあてにはならず、これら
の情報のほとんどが使いものにならなかった。また、一般の報道機関は大量に油が漂着しかつ取材
しやすい場所からの報道を繰り返したため、本質的に最も回収作業が必要とされる現場に人が集ま
らず、地元住民による細々 とした回収が行われただけだった漂着現場も非常に多い。
回収作業の内容を見てもそれが適切だったとは考えられないものが多く含まれている。例えば、

ボランティアによって重油と砂の箭い分け作業が行われた加賀の砂浜は､近年生育場所が狭められ、

数の急減が懸念される希少な動植物が生育・生息する場所として知られている。生態系保護の観点
から見れば、本来このような場所に人間が足を踏み入れること自体を規制すべきであるが、建設用
重機を用いた強引な回収作業が行われ、その後人海戦術による箭い分け作業が行われた。これらの
「回収作業」の結果、海岸線を被っていたハマゴウやネコノシタといった海浜性植物群落帯に影響

が現れ、現在では砂浜のかなりの範囲で砂丘植物群落帯の後退が観察されている。

３．なにをなすべきか

それでは一体我々は今回のナホトカ号事故から何を学び、これを教訓に今後何を成すべきなのか。

まずはっきり言えることは、大規模な災害や事故はそれが起こってから慌てふためいてもろくなこ

とはない、という至極単純な原則である。油流出事故は大規模なものは世界的にはおよそ１１年周

期で発生しており、それほど頻繁に起こるというものではない。しかし、小規模なものは非常にあ
りふれたもので、日本近海だけで年間６００回以上も発生している。つまり、小規模な事故が発生

している以上、大規模な事故も必ず起こると想定し、それに備えた準備が必要なのである。

実際、アメリカをはじめ、カナダ・韓国などでは極めて合理的な形でこの「備え」を行っている。

彼らがその備えとして重視しているのは、単純にいうと海岸線に関する様々な情報を一つの地図上

に重ねておく、というものである。例えば、汀線から海よりに岩礁帯が存在し、海岸がこぶし大か

それ以上の大きさの篠の海岸の場合、そこへ油が漂着するとほとんど自然に洗い流されることがな

く、「年」という単位でその場に残留する。一般にこのような海岸線は我々日本人が好むサザエやウ

ニなどが豊富に獲れる場所でもある。従って、漂着した油の「残留し安さ」やそこに生息する生物

の状況等を調べ、これらの情報を予め一枚の地図上にまとめておけば、油流出事故が発生した際ど

こから優先的に手を付けていけば良いかなどについて合理的な判断を行うことができるようになる。

このような地図は「脆弱性マップ」と呼ばれ、アメリカや韓国では既に国土の海岸線のほとんどを

カバーするものが作製されている。

我々ＮＧＯにとっても、油流出事故に対する事前の備えに関して一切の例外はない。油流出事故へ

の対応の原則の第一として、それが今回のような「火事場的」なものであってはならいことをまず

認識する必要がある。海岸線に関する様々な情報、例えば渡り鳥についてであったり海流に関して

であったりは､その地域に住む住民や同じ地域で環境保全に取り組むＮＧＯが一番詳しい｡従って、

ＮＧＯは自身の手でこれらの人々とネットワークを組み、それらの現場の情報を共有し、さらに十分

かつ合理的な行動原則を携えた上で「火事場」へ乗り込む必要がある。このような「行動」は平生

の備えがあってはじめて緊急時に可能となるものである。

いずれにしても、現時点で国をはじめとする行政機関は、ナホトカ号事故以後も沿岸油汚染に対

する防除体制を本質的には何も変えていない。従って、ナホトカ号と同規模あるいはそれ以上の規

模の流出事故が発生した場合、今回の事故の教訓を活かせるのは我々ＮＧＯしかいないこともまた、

事実である。しかし、だからといって行動原則の確立や事前の情報収集なしにいかなる「火事場」

へも近づくべきではない。これは我々が学ぶべき最も大きなナホトカ号の教訓の一つである。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会
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油汚染に関わる法制度のあらまし

油汚染事件発生時における自治体の役割について

過去の油汚染事件例をもとにした検証

油汚染事件発生時における具体的な対応の仕方

①油流出事故に対する様々な対応

②流出油の具体的な回収方法

③油汚染からの野生生物の救出・保護

油濁損害賠償保障制度について

緊急時計画の策定について

その他の事項

3－５「油汚染対策推進研修会」事業概要

(財)日本鳥類保護連盟

箕輪多津男

本研修会は､平成８年度より環境庁水質保全局企画課海洋環境･廃棄物対策室からの委託により、

(財)日本鳥類保護連盟が主催する形で実施しているものである。平成９年３月に初めて開催して以

来、既に７回を数えており、延べの参加人数も２２０名を超えている。実施の根拠となっているも

のは、平成８年１月に我が国において効力を生じることとなった「１９９０年の油による汚染に係

る準備､対応及び協力に関する国際条約」（通称ＯＰＲＣ条約）の規定に基づき、平成７年１２月２５日

に閣議決定され、平成９年１２月１８日に一部改訂された『油汚染事件への準備及び対応のための

国家的な緊急時計画』である。そのうちの「第５節訓練等」に掲げられた規定をもとに、「油汚染
事件発生時に､海洋環境保全と野生生物保護の観点から、迅速かつ的確に対応できるよう、油防除、

傷病鳥獣の保護等に関する知識と技術を習得すること」を目的として、全国の地方自治体の環境行
政、あるいは自然保護行政の担当者を主たる対象者として毎回実施している。なお、これまでの参

加者の中には、獣医師、環境保護団体関係者等も一定数含まれている。

研修内容としては、凡そ以下のような項目について、防災、環境・水質保全、野生生物保護の各
方面からのアプローチにより、講義および実習形式で行うこととしている。

３－５「油汚染対策推進研修会」事業概要

（財)日本鳥類保護連盟箕輪多津男
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カリキュラム（例）については、次ページの通りである。これは横須賀にある海上災害防止セン
ターの訓練所を会場として実施する際のものであるが、２泊３日の日程により、かなり盛り沢山の
内容となっている。実習も多岐にわたり、延べ５時間以上の時間を掛け、しかも受講生が直接作業
に参加する形式で行っているため、これまでの終了時のアンケート結果等を見ても、大変好評を得
ている。

一方、本研修会は海上災害防止センター訓練所以外でも、毎年１回、地方を開催地として実施し
ている。その際は実習施設がない（殊に油防除に関する実習施設は、日本で唯一横須賀の同訓練所
にしかない）ことから、講義を中心としつつ、グループワーク（机上演習）等をカリキュラムに加
えている。これは、参加者にいくつかの班に分かれてもらい、それぞれ班内で、消防防災担当、水
質・大気等環境保全担当、野生生物保護担当というように役割分担を決めた上で、用意されたワー
クシートに則って、「油流出事故への対応」についてのロールプレイ的な対応作業を行ってもらうと
いうものである。さらに、このグループワークについては、研修会終了後に参加者全員に対し「振
り返りシート」を送付し、最終的な学習の確認も行ってもらうことにしている。こうした一連の作
業は、「緊急時計画の策定」にも繋がる内容として、特に地方自治体のそれぞれの担当者にとっては
重要な項目を多く含むものであり、今後、各方面に向けて広めていければと考えているところであ
る。

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（ＪＥＤＩＣ）設立準備会
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３－５「油汚染対策推進研修会」事業概要

（財)日本鳥類保護連盟箕輪多津男

なお、カリキュラムの各講師を見ていただいても分かる通り、研修会の実施にあたっては、毎回、

海上災害防止センターや野生動物救護獣医師協会をはじめ、環境庁自然保護局（鳥獣保護業務室)、

運輸省、海上保安庁、あるいは関係自治体等の多大な協力を得ており、こうした各位の力添えがあ

って初めて、これまでの事業が成り立ってきたことを改めて痛感する次第である。

本事業については、環境庁の意向からも、当分の間継続して実施していくことになると思われる

が、全国的な「油汚染対策に関する体制の整備」に向け、その動きをできる限り促進するものとな

るよう、内容の充実を図るとともに、開催や参加者募集の方式も含め、今後も十分な検討を進めて
いきたいと考えている。

｢油汚染対策推進研修会」カリキュラム例

１日目 ２日目 ３日目

集合 集合

９:３０～１０:２０ ９:００～９:５０

◎講義Ｉ流出油の回収」 ◎講義「油汚染事故時の鳥類救護．

海上災害防止センター 保全活動と役割分担」

主任教官 野生動物救護獣医師協会

１０:３０～１１:３０ 獣医師

◎講義「海岸清掃及び緊急時計画」 ９:５５～１０:４５

集合 海上災害防止センター ◎講義「油汚染鳥類の臨床獣医学」
１３：１０～１３:４０ 主任教官 野生動物救護獣医師協会

受付 １１：３０～１２:３０ 獣医師

１３:５０～１４:００ 昼食 １０:５０～１１：４０

◎開会あいさつ １２:３０～１４:５０ ◎講義「油汚染鳥類における検査．

(財）日本鳥類保護連盟 ◎実習③~⑥ 分析の価値と問題点」

１４:００～１４:５０ 。「油処理剤メカニズム実験」 野生動物救護獣医師協会

◎講義「石油類の種類及び性状」 .「バイオレメディエーション実験」 獣医師

海上災害防止センター ．「流出油の回収」 １１:４０～１２:４０

主任教官 ．「海岸清掃」 昼食

１５:００～１５:５０ 海上災害防止センター １２:４０～１４:３０

◎講義「拡散防止装置」 全教官 ◎実習「油汚染鳥の洗浄実習」

海上災害防止センター １５:００～１５:５０ 野生動物救護獣医師協会

主任教官 ◎講義「油汚染事故への海防法に基づ 獣医師

１６:００～１７:００ <対応について」 各スタッフ

◎実習①．② 海上保安庁海上防災課 １４:３５～１５:４０

．「各種オイルフェンスの取扱い」 １６:００～１６:５０ ◎実習「油流出事故への対応について」

．「オイルフェンスの展張方法」 ◎講義「油濁損害賠償保障制度について」 ◎質疑応答．まとめ

海上災害防止センター 運輸省海上交通局総務課 環境庁海洋環境・廃棄物対策室

全教官 海上災害防止センター

１７：１０～１８:００ １７:００～１７:５０ 野生動物救護獣医師協会

◎講義「油処理剤」 ◎講義「油流出事故への対応について」 (財）日本鳥類保護連盟

海上災害防止センター 環境庁鳥獣保護業務室

主任教官 １５:４０

１８:００ １８:0０ ◎ 閉 会

夕食 夕食 解散

自 由 自由

｢流出油災害から何を学ぶか？」日本環境災害情報センター（JEDIC）設立準備会

－８０－




















